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序章 本研究の背景・問題と課題

第１節 研究の背景

１．活発化する地域産品のブランド化と新品種の育成

農産物においては，各地で生産物をブランド化する試みが盛んである。このブラン

ド化の目的は，産地間競争を有利に展開しようというものである。とりわけ，商標法

の改正による地域団体商標制度の導入を契機として，各地の特産品を地域ブランドと

して積極的に売り出そうという動きがある。また，優れた品質と特徴をもつ新品種を

独自に育成することによって，生産物をブランド化しようとする動きも見られる。こ

の育成された新品種は知的財産であるため，育成者にとっては育成品種の栽培許諾に

よって産地を栽培管理の指導が行き届く範囲に限定することも地域産品のブランド化

を構成する要素であるといえよう。

こうした農産物のブランド化は，都道府県などの自治体が主体となって事業化し，

展開されることも多い。そうした場合にあっては，自県の産品を他県に積極的に売り

込むものと，自県内での消費を促すものの 2通りの戦略的な方向性が考えられる。こ

うした地域産品のブランド化については，地域団体商標制度の導入に伴って各地で盛

んに取り組まれていることを受け，近年，特に集中して研究されている。しかし，そ

の多くが成功事例の研究にとどまっており，ブランド化された地域産品に対する消費

者のニーズやブランド化のプロセスについては明らかでない部分も多い。とりわけ，

地域産品に対する消費者のニーズについては予めそのニーズがブランド化の主体によ

って想定されているような場合も多く，客観的なリサーチに基づいた研究蓄積が求め

られている。また，都道府県が行っている事業のもう一つの側面が新品種の育成であ

る。都道府県の試験場のような公設試験研究機関において，新品種の育成が様々な品

目を対象に行われているが，なかでも果物は優れた品質と特徴をもつ新品種の活用に

よって，産地の特徴がより明確になるため，他産地に対して販売面での差別化が期待

できると考えられる。
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２．イチゴの市場流通における産地と品種

（１）対象のイチゴへの限定

本論文では，イチゴを対象とする。イチゴは，果実的野菜あるいは果物と分類され，

流通・消費されている。図序-1に 1970から 2010年までの果物全体および生鮮果物

の消費支出，加えて，果物の個別品目において 2010年時点で消費支出の大きいリン

ゴ，ミカン，バナナ，イチゴの推移を示した。「果物離れ」と評されるように，果物

全体の消費支出はピークの 1972 年に比べて 2010 年には半分以下に落ち込んでいる。

ピーク時において消費支出が多い個別品目はミカンであるが，ミカンの消費支出が大

きく低下しているのに対して，バナナとイチゴにおいては変化が少なく，堅調に推移

している。バナナは代表的な輸入果実であり，年間通じて消費されているのに対し，

イチゴは夏秋期に洋菓子向けに出回る輸入物を除いて国産シェアが 98%程度と高く，

施設を利用した冬から春に収穫を迎える作型によって全国で栽培されている。こうし

た，販売時期に季節性があることに加えて，貯蔵性もリンゴやミカンと比べて低く，

いたみやすいということがイチゴの特徴である。 

図序－１ 果物全体および主な果物品目の消費支出（円）の推移

注：総務省『家計調査』における 1 世帯当たり年間の支出金額（2 人以上の世帯）に基づき，世
帯員 1 人当たりの消費支出を示した（2010 年を 100 としてデフレートした）。なお，1999 年
までは，農林漁家世帯を除く結果であり，2000年以降は農林漁家世帯を含む結果である。
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ここでは，イチゴに加えて，国産の果実品目の中でも消費量が多く，かつ，イチゴ

と同様に冬季を出荷時期とするリンゴ，ミカンについて支出金額，購入数量，購入頻

度を見ていくこととする。なお，データは平成 22年の家計調査による 2人以上の世

帯を用いる。

イチゴとリンゴ，ミカンは支出金額上位の果樹品目であり，年間の支出金額はそれ

ぞれ，イチゴ 3,243円，リンゴ 4,520円，ミカン 4,515円である。この支出金額に加

えて購入数量，単価を示したのが図序-2である。リンゴとミカンの単価がそれぞれ

22円と 36円と低く，購入数量が 10kgを超えているのに対し，イチゴは，単価 110

円，購入数量は 3kg程度である。リンゴやミカンに対して，消費支出が堅調である

イチゴは，性格の異なる消費をされていると考えられる。これら 3品目について，世

帯主の年齢階級別の購入数量と購入頻度を示したのが図序-3である。全体的な傾向

として，世帯主の年齢が高いほど果物に対する支出が増えている。購入数量について

は，イチゴが世帯主の年齢による差が小さいのに比べ，リンゴとミカンは世帯主の年

齢が高いと購入数量も増える傾向にあり，最も低い 29歳以下の年齢階層と最も高い

70歳以上の年齢階層では 5倍以上の開きがある。購入頻度についても同様に，世帯

主の年齢が高い方が購入頻度も大きい傾向にある。購入頻度においても，リンゴとミ

カンに比べて，イチゴの年齢階層による変動幅は小さい。そのため，より低い年齢階

層である 20歳代から 40歳代ではミカンの購入頻度をイチゴが上回っている。世帯

主の年齢階層ごとに見ると，若い世帯においては果物の消費そのものが少ないなか，

図序－２ 主な果物品目の家計消費における単価・金額・数量

注：総務省『家計調査』における平成 22 年の 1 世帯当たり年間の支出金額（2 人以上の世帯）に基づ
く。なお，金額については，バブルの大きさと図中に具体的な数値を示した。
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より単価の低いミカンやリンゴに比べて，高単価であるイチゴが購入される傾向にあ

り，40歳未満において，国産果実で最も購入されているのがイチゴとなっている。

次いで，イチゴを対象とする理由として品種とその育成をめぐる状況を挙げる。イ

チゴは販売時点で品種名が POP等に表示されることが多く，消費者にとっては，購

買意思決定において品種名が選択行動の手がかりになっている品目ということができ

る。その背景として，各地で活発な新品種の育成が行われていることが挙げられる。

イチゴの品種は時代とともに移り変わってきたが，既存品種が高いシェアをもつなか，

各産地が優れた品質と特徴をもつ新品種を市場に投入し，品種を活用して他産地との

差別化を図ることによって産地間競争を展開していることもイチゴの特徴といえるだ

ろう。

また，販売時点で品種名が表示されることは，品種のネーミングによる差別化の可

能性を有することを示している。品種名は単なる標識ではなく，食味や産地を示唆す

る単語を含んだり，ユーモアや良いイメージをもたらすような語感によって，特徴あ

る果実品質に加えて感覚的な心地よさやストーリー性を消費者に伝達することもでき

る。なかでも感覚的な心地よさやストーリー性は，食味や果実の大きさのような形質

とは異なって他の品種では代替することができず，消費者と産地との関係性をより強

めると考えられるため，イチゴにおいては各産地でも工夫を凝らしたネーミングが行

図序－３ 年齢階級別主な果物品目の購入数量（g）と購入頻度（100 世帯当たり）

注：総務省『家計調査』における平成 22年の 2人以上世帯に基づく。
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われている。こうした果実品質以外の要素については，ポスターやキャッチコピー，

イベントのような販売促進との連携も考えられる。

さらに，こうした品種の育成を都道府県が担っていることもイチゴの特徴である。

新たな品種の育成については，米・麦類・大豆の主要農作物を中心として，国や都道

府県の公的機関が大きな役割を果たしてきた。これらの主要農作物における品種の育

成については，1986年の主要農作物種子法の改正を受け，民間企業の参入が認めら

れるようになり，現在では民間育種による品種も栽培されている。一方，青果物では，

主要農作物とは異なる担い手によって新品種が育成されている。野菜と花きについて

は，市販品種の育成を担っているのは主に民間の種苗会社であり，国（独立行政法人）

の試験研究機関では病害抵抗性や機能性に優れ種苗会社等で品種開発の素材となるよ

うな先導的品種が，都道府県ではそれぞれの栽培条件に適応した独自の品種が育成さ

れている。特に，花きについては，海外品種が導入される割合が多い。果樹について

は，芽条変異（枝変わり）によって比較的容易に新品種が生まれることもあり，生産

者段階も含む民間育種もみられることが特徴であり，野菜や花きに比べて国や都道府

県によって育成された品種の割合が多い。果実的野菜であるイチゴにおいては，品種

の育成を担っているのは主として都道府県の試験研究機関である（織田[1]）。品種の

育成を都道府県が担うことによって，育成品種の生産振興を一体的に行うことができ

ることもまた，イチゴの特徴と考えられる。

植物新品種は，知的財産として保護される。育成主体としての都道府県も新品種に

ついて育成者権を有するため，栽培する範囲を都道府県内に限定するのか，他県に栽

培を許諾するのかという産地戦略に基づいた意思決定を行う必要がある。イチゴにつ

いては，各地で都道府県を主体とした品種の育成が進んでいることから，こうした栽

培許諾と産地戦略に関して特徴的な取り組みが見られるため，品種の育成と産地戦略

を論じるのに適している品目である。

イチゴを生産面からみると，施設利用によって北海道から沖縄県まで全国で栽培す

ることが可能であり，収穫量が多い都道府県も栃木県，福岡県，熊本県，長崎県，静

岡県，愛知県，佐賀県，茨城県，千葉県といったように関東，九州，中部を中心に全

国に散らばっている。かつては出荷時期が産地ごとにずれていたが，単価の高いクリ

スマス需要をねらうために出荷時期を早める栽培技術が確立され，それに呼応した新

品種が育成されてきたことと併せ，現在では全国的に促成栽培による出荷の前倒しが

可能となった。時期的に各産地が集中して出荷するようになった結果，非常に活発な

産地間競争が行われている。
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消費者がイチゴを購入するのは主にスーパーや青果店と考えられるが，産地におい

てはこれらに加えて直売や摘み取り園のような購買チャネルも存在する。直売は農産

物直売所に出荷されるものと農家の庭先で売られるものがあるが，いずれも共同選果

を行わないことをメリットとし，作付けの少ない品種の取り扱いや特徴あるパッケー

ジ，高い鮮度といった特徴をもっている。摘み取り園については，果物のなかでも大

きさが小さく，そのまま食べることができるイチゴ狩りの人気は高く，消費者のイチ

ゴに対する良好なイメージを形づくっている。

このように，冬季を代表する果物として国内で生産される果物のなかで安定した消

費が見込まれ，特に若年層の消費者の人気も高く今後も伸びの期待される品目である

こと，また，都道府県を主体とした新品種の育成が活発に行われ，同じく都道府県が

担う生産振興と併せて，知的財産としての新品種を活用した産地間競争を優位に展開

するための販売方策が模索されていることから，本論文は対象品目をイチゴに限定す

る。 

（２）イチゴの流通と品種

ここでは，近年における全国のイチゴの作付面積と収穫量，卸売市場における取引

状況を概観する。イチゴの作付面積と収穫量の推移を図序-4 に示した。作付面積は

1972年の 13,800haをピークとして減少に転じ，2011年には 6,020haという水準であ

り，この 40 年で半減している。収穫量は 1980 年頃からおよそ 200,000t の水準を維

 

図序－４ 作付面積と収穫量の推移

注：農林水産省「野菜生産出荷統計」による全国の数字である。
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持して推移しているが，直近の数年はわずかに減少傾向である。作付面積が半減して

いるのに対して収穫量は大きく減少していないことから，この 40 年間に単収が増加

していることが読み取れる。

次いで，卸売市場における取引価額の推移を示したのが図序-5 である。他の果実

に比べて変動の小さいイチゴであるが，1970 年以降増加してきた卸売価額が減少に

転じていることがわかる。

ここに示した時期における日本経済は，オイルショック以後，長く続いた安定成長

期を経て，1991 年のバブル崩壊とともにデフレーションに陥った。この景気後退期

は 2002 年から 2009 年までのいざなみ景気の間も含めて失われた 20 年あるいは平成

不況といわれている。また，こうした景気の変動に加えて，さまざまな分野で市場の

成熟化が進んできた。市場の成熟化とは，財やサービスの普及が進むことによって，

市場が拡大せず，成長率が停滞することとされる。

農産物における市場の成熟化ついては，田村[2]が，卸売価額に基づいて野菜市場

の成熟度を分析しているが，ここでは，同様の方法によって，イチゴ市場の成熟度を

推計してみよう。市場の成熟化は，商品ライフサイクルにおける成熟期を市場が迎え

ているかどうかで評価することが可能であり，卸売価額が上に凸の 2次曲線を描いて

いることから判断できる。ここでは，卸売価額が上に凸，すなわち，年次の 2乗項の

符号が負であることと，そのピークがいつであったかを確認する。1970 年から 2011

 

図序－５ 卸売価額の推移

注：1) 農林水産省「青果物卸売市場調査」に基づく。
2) 2010年を基準として消費者物価指数によりデフレートした。
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年における卸売価額と天候等の影響を除くた

めその 3 か月の移動平均を図序-5 に示した。

この卸売価額の移動平均を被説明変数とし，

西暦とその 2乗項を説明変数として重回帰分

析を行った結果は表序 -1 のとおりである。

西暦の 2乗項が負であることから，卸売価額

が上に凸の 2次曲線を描くことが明らかにな

った。また，この結果から卸売価額が最大と

なるのは 1993 年であり，イチゴは 1990 年代前半に成熟期を迎えていたと考えられ

る。従って，現在のイチゴ市場は，市場が拡大せず成長率がマイナスとなった成熟市

場であると判断できる。

イチゴ市場の成熟化は，景気の後退と併せて，産地にとっては市場が拡大してき

た段階とは異なる対応を要請するものと考えられる。飽和した市場においては，棚に

並べば売れた時代とは異なり，限られたパイを奪い合うために他産地との違いを訴求

することによって産地間競争を優位に展開する必要性がより一層高まっていると考え

られよう。

ここでは，こうした激化するイチゴの産地間競争のプレイヤーとなる産地について

見ていくこととする。なお，ここまで述べてきたように，現在の全国におけるイチゴ

の収穫量は年間およそ 20 万トンであるが，その 95%程度が冬から春に収穫される一

季成り品種であり，夏場に収穫される四季成り品種はごくわずかな量にとどまってい

ることから，本論文では，流通量の大半を占める一季成り品種のみを取り扱う。 

2009 年の農林水産省の野菜生産出荷統計に基づいて，都道府県別の出荷量につい

て見ると，出荷量 1 位は栃木県であり，全国の 18%を占めている。同様に 2 位は福

岡県で 12%，3 位は熊本県，4 位が長崎県でいずれも 8%程度，5 位は静岡県，6 位が

愛知県でいずれも 7%程度であり，栃木県と福岡県の市場シェアにおける優位性は明

らかといえるだろう。また，関東，中部，九州と主産地が全国に分散していることも

わかる。同時期の品種構成を見てみよう。流通している品種に関しては統計資料に乏

しいため，品種別のデータが存在する東京都中央卸売市場の取り扱い実績によれば，

東京市場で扱われている品種は，多い順に「とちおとめ」が 48%，ついで「あまお

う」が 19%，「さがほのか」が 13%，「紅ほっぺ」が 9%である。東日本の各地で栽培

されている「とちおとめ」が高いシェアを確保していることが特徴といえるだろう。

また，出荷量全国 2位の福岡県のみで生産されている「あまおう」が 2番目に高いシ

表序－１ 回帰分析の結果

係数

西暦 6.41E+08*** 
(17.35) 

西暦の 2乗項 -1.61E+05***
(-17.33) 

定数項 -6.39E+11***
(-17.36) 

自由度調整済 R2 0.8943 
サンプルサイズ 40 
注：***は，1%水準で 0 と有意な差が
あることを示す。なお，カッコ内

は t値である。
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ェアであり，ついで出荷量では全国 7位の佐賀県が育成した「さがほのか」が東京市

場では 3番目のシェアを得ている。大阪市場については，品種別の情報について公表

されている統計は存在しない。上田[3]によれば，「さがほのか」が 30%，「さちのか」

が 23%，「あまおう」が 20%，「女峰」が 7%，「ひのしずく」が 5%である。こうし

たことからも，イチゴの流通において，新品種の台頭によって多様な品種が流通して

いることがうかがえる。

こうした新品種の台頭は，各産地において積極的な品種の育成が行われてきたこと

によるが，このことがもたらされた理由として，景気の後退とイチゴ市場の成熟化に

よって激化する産地間競争を優位に展開するための産地対応として，他産地にはない

果実品質の良さを担保することを目的とした新品種の育成と導入が行われてきたため

と考えられる。従って，育成された新品種は，育成地である各産地にとって，産地戦

略において重要な役割を果たすものとなっている。

第２節 既往の研究成果

１．青果物のブランド化と産地マーケティングに関する先行研究

かつて，藤谷[4]は，農産物は基本的に純粋競争条件にあるため工業製品とは競争

条件において差異があること，農産物における生産の安定性や貯蔵性，需要の価格弾

力性はいずれも低位であること，農産物における広告宣伝による需要誘導の可能性が

小さく，とくに青果物において品目構成と品目ごとの商品価値構成が多様であり，か

つ，産地が一般に分散していることに加えて，購買頻度が高い最寄品であることから，

工業製品のような製品差別化は困難であるとした。今日において，青果物のもつ特質

は大きく変わらないものの，優良品種の導入や栽培技術の進展による生産性の向上，

スーパーマーケットの成長やコールドチェーンの発展に伴う流通の変化，高度経済成

長がもたらした大衆消費社会の成立を経て，消費者は青果物に対しても多様なニーズ

を持つようになっており，藤谷[4]が差別化の条件として挙げていた需要の多様化，

需要誘導の可能性が大きくなっていると考えられよう。農産物における差別化につい

ては，荒幡[5]が，農産物に関する製品差別化の概念について，広告訴求型で実質的

な差異がない「擬似差別化」の余地は少なく，また，イメージ主導によるブランドの

形成は期待し難いこと等を挙げている。さらに，農産物の差別化において特徴的な動

きであるブランド潜伏化現象については，産地における差別化の取り組みが流通過程
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において沈下する要因の 1つとして，産地段階で流通業者に対するブランド形成と消

費段階でのブランド認識とで，その想起集合のサイズに隔たりがあることを指摘して

いる。そうしたことから，荒幡[5]は，産地での取り組みが消費者に届かないのはあ

る程度必然的な原理があるため，産地におけるブランドへの取り組みは，産地の論理

だけでなく消費者行動を考慮する必要があると述べている。

消費者行動を考慮した農産物ブランド化を論じるにあたり，ブランド化を定義し

ておく必要があるだろう。ブランド化の定義については，多くの先行研究がある（表

序-2）。ケラー[6]は，ブランドは消費者のマインド内に存在し，消費者に製品カテゴ

リー内のブランド間の差異を知覚させることがブランディングの鍵であると述べてい

る。藤島[7]は，消費者の側からみて，少なくとも良質性，話題性，信頼性の点で他

よりも優れた価値を有するものでなければならず，かつ，そうした価値を有すること

を瞬時に容易に認識・識別できるものでなければならないとしている。小川[8]は，

ブランディングを価値のあるブランドを創造する経営プロセスとした上で，自社の商

品・サービスに対して，競合ブランドが持っていない優れた特徴を作り出すための長

期的なイメージ創出活動であるとしている。石井ら[9]は，ブランドの機能は「保証」

「識別」「想起」の 3つであり，ブランドはマネジメントのプログラムと買い手の間

に介在することで機能を果たすため，ブランドが付与されればそれだけで何かが起こ

るわけではないことを指摘している。田村[10]は，ブランド化の基本的な方法は製品

差別化と市場細分化であり，製品差別化について，良し悪しを軸とした垂直的差別化

表序－２ ブランド化の定義に関する先行研究

記述の概要

ケラー[6] ブランドは消費者のマインド内に存在する。ブランディングの鍵は，消費
者に製品カテゴリー内のブランド間の差異を知覚させることである

藤島[7] 消費者の側からみて，少なくとも良質性，話題性，信頼性の点で他よりも

優れた価値を有するものでなければならず，かつそうした価値を有するこ

とを瞬時に容易に認識・識別できるものでなければならない

小川[8] ブランディングとは，価値のあるブランドを創造する経営プロセス。自社

の商品・サービスに対して，競合ブランドが持っていない優れた特徴を作

り出すための長期的なイメージ創出活動

石井ら[9] ブランドの機能は「保証」「識別」「想起」の 3 つ。ブランドはマネジメン
トのプログラムと買い手の間に介在することで機能を果たすため，ブラン

ドが付与されればそれだけで何かが起こるわけではない

田村[10] ブランド化の基本的な方法は製品差別化と市場細分化であり，製品差別化
について，良し悪しを軸とした垂直的差別化と好き嫌いを軸とした水平的

差別化の 2つの側面がある
梅沢[11] 消費者や顧客がその事業組織の製品に好意を抱き，他の製品と区別して有

利な条件で購入してくれるようにする方法。製品差別化の究極の戦略。

注：各文献をもとに筆者が再構成し，下線を付した。
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と好き嫌いを軸とした水平的差別化の 2つの側面があると述べている。梅沢[11]は，

消費者や顧客がその事業組織の製品に好意を抱き，他の製品と区別して有利な条件で

購入してくれるようにする方法であり，製品差別化の究極の戦略と定義している。

こうしたことから，先行研究から導かれるブランド化の成否については，消費段

階において識別できる差異の存在によって判断できるとまとめられよう。差異の識別

可能性に係る判断が消費段階で行われるということは，ブランド化が生産段階で完成

せず，消費段階に依存していることを示している。なお，本論文においては，ブラン

ド化あるいはブランディングを，製品やサービスにブランドを付与することと定義す

る。 

ブランド化と消費については，伊藤[12]がコメを対象として，ブランドを究極の差

別化戦略とし，コメにおいては産地と品種名がブランドの典型であると述べている。

さらに伊藤[12]は，新潟県において，JA の独自ブランドが 50 にも達しブランド化の

取り組みが極めて多いこと，その背景として，地域活性化，産地間競争と流通自由化

への対応，コメ農家の生き残り戦略があり，市場における低価格米へのシフトに対す

る対応の必要を指摘している。

ブランドの概念的な整理を行っている研究としては，波積[13]が水産物を含む一次

産品のブランドの成立過程を江戸時代にまで遡って論じている。すでに成立している

青果物のブランドを対象とした事例研究としては，夕張メロンを対象とした農林水産

省北海道農業試験場[14]があり，藤島・中島編[15]では，京野菜・たっこにんにく・

有田みかん・下仁田ねぎ・博多万能ねぎが例示されているが，いずれの品目も，どち

らかといえば嗜好品的な位置づけがされている。こうした事例研究から，ブランドの

もつ高品質や希少性といった優位性をもたらす特徴が明らかにされているといえるだ

ろう。

ブランド化は，産地におけるマーケティング活動の一部であるが，ブランド化とそ

の主体となる産地の関係については，大泉[16]が，青果物産地のマーケティングとブ

ランド化を対象として，製品属性による差別化のみでは不十分であり，「消費者に対

する感情・フィーリング，概念的価値の訴えが重要」としている。また，青谷[17]は，

京野菜を対象とした調査から，食生活におけるブランドへの「こだわり」「愛着」が，

とりわけ地域ブランドにおいては必要であるとしている。これらの先行研究からから，

青果物のブランド化においては，品質面での優位性に基づく差別化のみでは不十分で

あり，消費者のマインドにおける愛着やこだわりのような概念的な価値の訴求が有効

であると考えられる。ブランドの価値におけるこうした概念的な価値の役割を明確化
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することも必要であろう。

こうした産地マーケティングの取り組み主体となる各産地に対して，行政機関も農

林水産業・食品産業の競争力強化と地域の活性化を進める観点から，各産地の取り組

み主体をサポートしている。行政機関の関わりについては，松原[18]が市町村と都道

府県の例を示しているが，本研究では，試験研究機関や普及指導機関等による技術の

開発や指導，広域的取り組み立ち上げ支援等のほか，都道府県産品の認証制度の実施，

他地域の事例の情報提供，外部の者との連携の促進等による支援の例が見られる都道

府県を中心に論じる。都道府県の支援について，生田ら[19]によれば，47 都道府県

の全てにおいて販売拡大が事業化されており，なかでも一次産品とその加工品を施策

の対象としている例が多い。また，都道府県においては，認証制度の確立，統一ブラ

ンド名やロゴ，キャッチコピーの作成によって都道府県産品ブランド化に取り組んで

いるところが多く，市場調査への取り組みも見られることから行政にもマーケティン

グが必要との認識が強まっていることも指摘されている（菅野ら[20]）。このように

各地で取り組みの進むブランド化であるが，実際にブランド化がうまくいっている事

例は必ずしも多くはなく，どのようにしてブランド化を進めていけばよいかという課

題を多くの産地が抱えているのが現状と推察される。この産地が抱える課題について，

松原[18]は，農林水産省が実施した現地調査とヒアリングを通じて，単にマークを付

けたり，都道府県等の認証を「お墨付き」と受けとめて，それを受けること自体が目

的となってしまっていて，肝心の販売戦略や品質・名称管理等の取り組みが十分にな

されていない例，生産者の主体的な取り組みとなっておらず，取り組みが長続きして

いない例，地域団体商標を取得したいが，市町村や農協の合併も進む中で，名称の使

用範囲をめぐって調整が難航している例，地域団体商標を取得したものの，その後の

商標管理が不十分な例，良いものは作っているとの自信はあるが，どう売ればよいか

分からず，困っている例，名前は有名になったが，品質と量が安定しない例，消費者

からの評価に関心が薄いまま，取り組みを続けている例，といったものが多いことを

示している。

産地マーケティングにおいて課題となる点については，多様なニーズが生まれて

いることとあわせ，市場における大きな変化として成熟化が上げられる。農産物の市

場成熟化について，田村[2]は，製品ライフサイクルにおける成熟後期と飽和期を合

わせた段階，すなわち，販売量の量的な拡大も成長率の伸びも期待しえない段階を市

場の成熟期，また，そのような状況と定義し，野菜品目を対象として卸売価額を市場

規模と捉え，市場規模の推移が上に凸の 2次曲線を描いていることによって，製品ラ
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イフサイクルが成熟期を迎えるとして測定している。また，成熟化した市場に対する

対応については，耐久消費財を対象として更新需要を刺激するため反復購買の速度を

上げていく方法である計画的陳腐化について述べた米谷[21]，成熟市場においては既

存の供給効率追求型のマーケティング戦略や経営戦略の強化だけでは慢性的な不適合

を生むケースが多くなっているために，消費者志向の概念からさらにもう一歩踏み込

んだ関係性マーケティングの導入を論じた原田[22]がある。

２．消費者の農産物購買行動に関する先行研究

消費者行動研究とマーケティング研究について，清水[23]によれば，マーケティン

グという領域はそもそも学際的な性格が強く，マーケティングという枠のなかでの消

費者行動研究も，心理学，社会学，経済学，文化人類学といった多くの学問領域から

の理論を借用するかたちで形成されてきた。近年の特徴として，消費者の行動データ

に対して統計的手法を用いてアプローチするマーケティング・サイエンス研究者が消

費者行動研究の領域に参入してくるようになっている。そうしたサイエンス研究者た

ちが行っている研究は，あまりにも実務的であり，統計モデルの精緻化に焦点が偏り

がちであるため，消費者の何を解明するための研究なのか，目的のわからない研究が

増えてきている。

こうした消費者行動研究における理論的側面を研究する流れとデータの分析を中心

とするマーケティング・サイエンス研究の流れの間のギャップの存在とそのギャップ

を埋める必要性については清水[23]も指摘しているが，農産物の消費者行動研究につ

いてもまた，マーケティング・リサーチに基づくデータを分析した研究が多くなされ

てきており，その一方で消費者行動の理論的背景を踏まえた研究は多くないため，理

論的な側面を対象とする消費者行動研究である消費者行動論的アプローチが求められ

ているといえよう。

消費者行動論的アプローチを農産物のマーケティングに適用するにあたって，対象

とされる消費者行動の一局面がブランド選択である。消費者行動としてブランド選択

を考えると，消費者によるブランド間のスイッチは行動として観察され得るのに対し

て，消費者の内面においてブランド・スイッチをもたらすものがバラエティ・シーキ

ングとして区別される。バラエティ・シーキングに関する研究は小川[24]に整理され

ている。バラエティ・シーキング概念については，消費者の関与との関係について議

論がある（土橋[25]，西原[26]）。また，特定のブランドに対する態度はコミットメ
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ントとして扱われるが，このブランド・コミットメントについての近年の成果として

は井上[27]，寺本[28]を挙げることができる。

青果物における産地マーケティングは，マーケティング戦略論をベースに行われて

きた（佐藤[29]，桂[30]）。これに対して，荒幡[5]において農産物のブランド化にお

いて考慮する必要性が指摘されている消費者行動の分析によって産地マーケティング

を論じた例は少ない。大浦[31]は，小売形態の多様化をうけ，販売チャネルによる消

費者の青果物購買行動について質問紙調査を用いて分析した結果，スーパーでは産地

や成分の表示が，生協の共同購入では産地や栽培基準が明確であることが消費者に関

心を持たれていることを明らかにしている。また，清野[32]は，梅本[33]の方法によ

るアイカメラと発話プロトコルの組み合わせにより，産地マーケティングとして店頭

による販促について言及している。

農産物に対する消費者行動の研究は，1990 年代後半から本格化した。その大宗を

占めるのは商品選択行動の局面を取り上げたものであり，なかでも価格や栽培方法，

食味といった商品属性に対する消費者の評価を明らかにするものが多く見られる。こ

の分野では，平尾[34]によるコンジョイント分析と AHP の適用をはじめとして，マ

ーケティング・リサーチ手法を適用したアプローチが盛んに行われてきた（下山[35]，

大久保[36]）。また，近年の傾向として，合崎[37]に代表される商品属性のなかでも

食品の安全性に着目した研究が増えてきている。こうした方法論としてのマーケティ

ング・リサーチ手法の適用については，平尾ら[38]にまとめられている。

質問紙を用いたマーケティング・リサーチにおける量的アプローチは，マーケティ

ングの主体である産地にとって，ポジションやターゲットの設定に関して，直接的な

知見が得られるために実務的な有効性が高い。しかし，大浦[39]が指摘するように，

購買から加工・調理，摂食を包含する食行動の背景にある意識構造や，意識と行動の

因果関係を分析する場合においては質的アプローチが不可欠である。この質的アプロ

ーチによって消費者行動を分析した先行研究にとしては，実店舗において眼球運動分

析とプロトコル法などを併用して購買意思決定プロセスを分析した梅本[33]，同じく

実店舗において発話思考プロトコル分析によって情報処理プロセスを論じた新山ら

[40]がある。

３．都道府県による育成品種の活用に関する先行研究

植物新品種は，知的財産として位置づけられる。これは，1998年に全部改正され
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た種苗法によって，品種登録者が育成者権を有することが明確化されたことによるが，

その後も育成者権の侵害が顕在化していたことを受け，2003年と 2007年の改正を経

て，育成者権が一定の加工品まで及ぶこと，育成者権侵害の罰則引き上げ，品種登録

表示の努力義務化等によって，育成者権の保護がより強化された（高橋[41]）。こう

した知的財産としての農林水産物の取り扱いについては，農林水産省も 2007年に

「農林水産省知的財産戦略」を策定し，「知的財産の創造・活用促進」「知的財産の保

護強化」「普及啓発・人材育成」を 3つの柱として施策を推進することとしている。

研究において知的財産としての植物新品種について，個別経営における活用事例を分

析したものが吉永・門間[42]である。吉永・門間[42]においては，自ら品種の育成を

行う広島県のバラ経営について，品種登録，栽培方法の特許，商標登録がもたらした，

高い単価水準の確保や品種の欠点を補う開発技術によって高い所得を確保し，知的財

産を経営に活用している事例が報告されている。 

都道府県が育成した品種の活用については，小林ら[43]による新潟県の開発した有

色素米品種「紫宝」を対象とした研究がある。小林ら[43]は，ホームユーステストを

実施し，価格感度分析を用いて評価を行った上で，育種研究者自らが社会経済的動向

を捉え，生産から流通までの各段階における開発品種の特性や適用効果を確認し，抽

出した品種の問題点と技術的な課題を新たな品種の研究開発にフィードバックさせる

ことが重要であると述べている。また，中村[44]は，果実を対象として，鳥取県にお

ける日本ナシ，青森県におけるリンゴの都道府県育成品種の活用について，それぞれ

の品目における各産地の抱える課題と新品種の導入による対応について述べている。

本研究が対象とするイチゴについては，育成者権の侵害事例への対応も含めて，産

地における活用を対象としたいくつかの先行研究がある。三井・末信[45]は「あまお

う」について，品種の育成と栽培拡大，ブランド化戦略，品種登録による種苗の保護

と商標登録による果実と加工品の保護といった知的財産の保護についてまとめている。

「とちおとめ」の育成と普及の経過については，栃木県農業者懇談会[46,47]におい

て詳しく述べられている。また，大串[48]は，「さがほのか」における品種と産地育

成について述べている。斎藤[49]は，イチゴにおける知的財産について，主に栃木県

の「とちおとめ」型の許諾戦略と，福岡県の「あまおう」型の自県の高級ブランド戦

略の 2つのパターンがあるとし，品種開発のライフサイクルが短縮化していることを

受けて，他県に栽培を許諾して作付けを拡大する許諾戦略をとるか，育成者権と商標

権を統合した高級ブランド戦略をとるかという選択をする必要があることを指摘して

いる。
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都道府県を主体とした品種登録と商標登録，育成者権侵害への対応については，吉

野ら[50]が福岡県の取り組みを中心として論じている。都道府県が育成した品種の許

諾について，末澤[51]は，市場全体の発展のため，複数産地の協力体制下でできるだ

け早く広く立ち上げることが品種そのものの適切な評価と普及，売り上げ増加につな

がるとし，縮小する高級果樹市場に対して，育成品種を囲い込んで差別化することは

市場を育てることにはつながらないと述べている。また，徳田[52]は，都道府県が育

成品種の種苗供給をコントロールすることによって県余剰を最大化するモデルを論じ

ている。さらに，斎藤ら[53]は，エダマメの秋田県育成品種「香り五葉」を活用した

商品開発について，公設試としてのマーケティングの実践事例についてまとめている。

新たに育成した品種の市場への導入は，新製品の開発になぞらえて考えることがで

きる。特に，既に大きなシェアを獲得している品種がある市場の場合においては，後

発の品目として優位性をどのようにして獲得するのかという課題がある。市場への参

入順位については，先発優位性を支持する研究成果が多い（Carpenter and 

Nakamoto[54]）。後発ブランドの戦略については，恩蔵[55]において新たなサブ・カ

テゴリーを発見することの重要性が指摘されており，こういった後発ブランドの競争

優位性については，韓[56]において消費者の認知構造から議論されている。新製品開

発については，実務的な領域を中心とした一定の研究蓄積がある（Kotler and 

Keller[57]，Urban et al.[58]，神田[59]）。いずれにおいても，製品のコンセプトを決

定し，市場テストを行うというプロセスが含まれている。陸[60]によれば，新製品の

開発には，R&D主導のテクノロジー・ドリブン型とマーケティング主導のマーケッ

ト・ドリブン型があり，コンセプト・テストの取り扱いに相違がある。マーケティン

グと新製品開発について，田中[61]は，新製品開発に関するリスクにつながる不確定

性を低減するために既存製品の延長線上で新製品開発を進めること，また，期待収益

がマーケティングに依存するため，新製品開発におけるマーケティングの重要性を示

している。杉田[62]も新製品の成功例についての調査から，独自アイデアを起点とし

たり，技術追求型のアイデアであっては成功率が低いとしている。こうした新製品開

発と顧客志向については，恩蔵ら[63]が，製品開発チームの社会心理学的要因を分析

し，顧客志向が製品開発チームに与える影響として，製品開発チームの凝集性とチー

ム・アイデンティティを向上させ，新製品パフォーマンスを高めることを明らかにし

ている。
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第３節 目的と課題

１．育成品種を活用したブランド化の方法と戦略の解明

本論文の目的は，育成された新品種を活用したブランド化の方法と戦略を解明する

ことにある。

品種は一定の育種目標のもと育成され，他の品種との区別性を確認されて登録され

るため，新品種は必ず一定の優れた形質をもっている。しかし，その優れた形質が産

地の生産振興に活かされなければ，その品種が産地に根付き，消費者に届けられるこ

とはない。また，どの産地であれ，他の産地との競争関係にあるため，出荷先の市場

における市場シェアや出荷時期は無視できない。こうした，各産地がもつ条件によっ

て，新たに育成した品種の産地の生産振興への活用方法について，どういったシナリ

オを想定し得るのか，検討する必要がある。

現状では，新たな品種の育成が産地の戦略的なシナリオにおいて位置づけられず，

育成された品種に対して後付けの産地戦略を策定する場合もあり，結果として，多く

の育成された品種が伸び悩んでいる状況である。

イチゴについては，とくに都道府県による新品種の育成が活発であり，産地の振興

と品種の育成を一体的に都道府県が担うことが可能である。従って，育成した品種を

活用したブランド化の道筋をつけることができれば，各地の産地振興にとって大きな

プラスとなるであろう。イチゴの場合は，既に市場において先発ブランドとして大き

なシェアを獲得している品種があるため，こうした育成品種を活用したブランド化は，

どちらかというと産地規模の小さい産地において課題になっていると考えられ，後発

産地向けにおいて，こうした産地戦略に対するニーズが多いと推察される。

イチゴにおいては，クリスマスに向かって始まった出荷が春まで続く促成栽培が主

な作型であり，季節性が強い。また，主要な流通ルートは卸売市場であるが，栃木県

と福岡県といった大産地の市場占有率が高いという特徴がある。また，先に述べたよ

うにイチゴ市場は 1990年代には成熟期を迎えていたと考えられ，イチゴにおける産

地による育成品種を活用したブランド化戦略には，成熟化した市場への対応という一

面もある。こうした市場の成熟化に対する方策の一つに，関係性マーケティングの導

入がある。これは，多くの製品市場で成熟化が進行する中，従来型の供給効率追求型

のマーケティング戦略が適合しにくくなってきたことを受け，顧客にとっての価値を

重要視する，顧客との価値共創（注 1）という価値概念を積極的に採用しようとする
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ものと捉えることができる。本論文においても，イチゴ市場が成熟市場であることを

踏まえ，関係性マーケティングを意識した接近を試みる。イチゴは品種名を表示して

販売されることが多いため，育成した品種に効果的なネーミングを行うことによって

が顧客との関係性の確立において育成品種の活用が寄与するものと考えられる。また，

イチゴ市場のもう一つの特徴は標準的な品種である「とちおとめ」が高いシェアを獲

得していることである。他の製品では先んじて市場に参入したブランドが競争優位性

を獲得する先発優位性があるとされるが，後発のブランドがどのような戦略を採り得

るのか，また，採るべきかについて検討する。

２．消費者リサーチに基づくブランド化に対する品種の貢献の定量化

農産物のブランド化については，さまざまなアプローチ方法による研究が進められ

てきた。ブランド化の方法についても，既にいくつかの先行研究が存在しているが，

そうした研究はいずれも，ブランド化の鍵を消費段階での差異化としており，ブラン

ド化の成否は消費者にかかっていると考えることができる。また，農産物のブランド

化と消費者行動については，生産段階と消費段階のギャップとしてのブランド潜伏化

現象が見られることから，消費者行動を分析する必要性がある。さらに，ブランド研

究は事例研究が多く行われてきたことから，定量的にブランド化が論じられることは

少なかった。そうしたことから，本論文では，消費者リサーチを実施し，計量的な分

析を行って，その結果を論じる。

消費者リサーチを通じて検討する課題は以下のとおりである。

本論文では，新たに育成した品種のブランド化を論じるため，既存の品種に対して

育成品種をどのように位置づけるか，という点が検討される。市場においては様々な

品種がそれぞれのポジションを得ているため，育成した品種の市場でのポジションを

明確にする必要がある。こうしたポジショニングの選択肢には，既存の品種のポジシ

ョンを奪うものと，既存の品種にないポジションを発見するものが考えられる。また，

都道府県が育成した品種のブランド化を論じるにあたって，出荷する市場の範囲をど

のように捉えるかもまた重要な課題である。市場を遠隔の大消費地と想定するならば，

他産地との競争関係が重要な要素となる。大消費地においては，大規模産地が先発ブ

ランドとして高い市場占有率を有しているため，後発の産地が採り得る戦略は限られ

ているといえよう。一方，市場を育成した都道府県と同じ範囲とすれば，地元で育成

された品種という差別化が可能となる。
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こうした戦略を構成する要素として，イチゴの産地と品種に対する消費者の意識を

調査する。消費者が購入する時点でこうした商品属性を意識しているならば，後発産

地産の農産物や後発産地で育成された品種に対するニーズを生む可能性があると考え

られる。さらに，こうした属性が，食味に代表される一般的な属性に対して，相対的

にどのように評価されるのかも確認する必要がある。

消費者のイチゴ品種に対する意識を捉えるためには，消費者の内面に目を向ける必

要がある。ブランド化を進めるにあたっても，消費者行動の機序については不明な点

が多いため，本研究では消費者リサーチによって収集したデータについて，消費者行

動論的なアプローチを用いて分析する。

消費者行動の分析によるブランド化のプロセスを研究する上でカギとなる概念がブ

ランド・スイッチとブランド・コミットメントである。産地マーケティングの主体に

とっての消費者のブランド選択行動は，自らのブランドへ選択を誘導するという実務

的なマーケティング課題として捉えられる。そうした選択行動として観察されるのが

ブランド・スイッチという現象であり，ブランド・スイッチをもたらすのが消費者の

内面におけるバラエティ・シーキングである。また，特定のブランドへの選択を確実

で継続的なものにすると考えられるのが強い愛着や思い入れであり，こうした消費者

の感情はコミットメントとされる。こうしたバラエティ・シーキングやコミットメン

トという概念を用いて，イチゴの選択行動の背景を定量的に分析する。

消費者の購買意思決定については，他の品目についての研究蓄積がある。消費者の

選択行動を分析し，ブランド化の方向性を検討するため，イチゴの品種を消費者の購

買意思決定プロセスにあてはめて実証するため，首都圏と福島県の消費者を対象とし

た調査を行う。消費者が対面したイチゴ品種の選択肢から，購入を決定するまでのプ

ロセスについて分析し，どのような絞込みが行われているのか，価格の影響を踏まえ

て分析する。

新たに育成された品種は，消費者における知名度が低くならざるを得ない。とりわ

け，都道府県が育成した場合においては，広告や宣伝に向けられる予算が限られてい

ることもあり，そうした傾向が強い。小売店は，各地の生産物を扱っており，さらに

日頃から消費者の動向に詳しく，小売店の品種に対する評価を産地戦略にフィードバ

ックすることは，産地振興において非常に重要である。小売店による育成品種の評価

については，後発産地内のスーパーや青果店を対象として行い，イチゴ全体の販売に

関することと，育成した品種の評価については既存の品種と比較する形で行った。
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新たに育成する品種のブランド化を意図する場合，想定される戦略シナリオの一つ

は，地元育成品種であることによるプレミアムである。これを実証するため，後発産

地内の消費者を対象とした調査を実施し，ブランド化をもたらす消費者の好意的な態

度を形成する要因と購入意向との関係を明らかにする。また，そうしたプレミアムを

期待する品種との比較によってブランド化のメカニズムを明らかにする。

新たに育成された品種は知的財産であることから，他産地に栽培を許諾することに

よって育成権者は便益を得ることができる。反対に，自らの産地で品種を抱え込むこ

とによって，他産地に対して有利な産地間競争を展開できる可能性もある。こうした

品種の活用方策は，育成地の生産物がどの程度の市場占有率を持っているかによって

影響を受ける。イチゴの場合，とくに東日本において「とちおとめ」が標準的な品種

となって多く生産されていることもあり，どういった品種を生産・流通させるかにつ

いて産地は意思決定を行わなければならない。また，消費者が購入時点で参考とする

情報の一つが品種名である。新たに育成された品種を消費者が初めて見たとき，その

品種を購入するかどうかを決めるのが品種名であるともいえるだろう。また，消費者

の購買のみならず，他産地に栽培を許諾するにあたっても，育成地名を示唆する品種

名は，他の産地では導入に抵抗があることも考えられる。従って，育成した品種にど

のような名前を付けるかというネーミングの問題は，育成地である産地の戦略シナリ

オとも密接に関わるといえる。こうした，育成地による品種の活用方策とネーミング

の関係について，既存の品種について整理するとともに，品種名に対する消費者の評

価を検討することによって，産地による品種の活用方策への示唆が得られるであろう。

ここまで，本研究が材料とするイチゴについて述べてきたが，市場の成熟化に対応

するために品種をブランド化の源泉として活用することや，そうしたブランド化の産

地主体としての都道府県の役割，産地のポジショニングと品種の栽培許諾，効果的な

ネーミングといった課題については，他の品目においても共通のものとして一般化で

きると考えられる。とくに，都道府県が積極的な品種の育成を行っている果樹品目に

ついては本研究で得られる知見が活用されることが期待される。

注

1) 価値共創概念については，「協創」の字をあてる場合もあるが，本論文では，

「共創」という表記に統一する。
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第１章 イチゴにおけるブランド化と品種の役割

第１節 我が国におけるイチゴの流通と品種育成

１．イチゴ品種の変遷

現在，イチゴは冬季の代表的な果物として定着している。本節では，我が国におけ

るイチゴの品種の変遷について森下[1]に依拠して述べる。

イチゴは江戸時代に南蛮船によってもたらされたとされるが本格的な栽培が始まっ

たのは明治期であり，1898 年に新宿御苑に勤務していた福羽逸人によって「福羽」

が育成されたのが我が国におけるイチゴ品種の始まりである。「福羽」は日本で普及

していった促成栽培の主要品種であり，また，その後育成された促成用品種の育種親

としても利用された。また，1906 年には現在の促成栽培の基本となる石垣イチゴ栽

培が萩原清作によって考案され，栽培面積の拡大に寄与した。戦後，イチゴ生産は復

活し，作付面積は拡大していく。

こうしたイチゴ生産を支えた品種の移り変わりについて述べていこう。戦後間もな

く，国公立の農業試験場によってイチゴの育種が開始され，露地栽培用品種の開発が

行われた。また，ビニルの普及によってマルチ栽培やトンネル栽培などの早出し作型

が開発され，育種も露地品種，半促成品種，促成品種の育成へ移った。この時期には

1950 年にアメリカから「ダナー」が導入され，国内では，1960 年に兵庫県農業試験

場によって「宝交早生」，1967 年に九州農業試験場によって「はるのか」が育成され

た。 

図 1-1 に 1981 年から 2003 年までの主な品種の作付面積の推移を示した。1980 年

代前半までは，東の「ダナー」，西の「宝交早生」，九州の「はるのか」が日本のイチ

ゴ生産を担った。この時期はイチゴの収穫量が単収の増加によって伸びていく時期で

あり，本論文では「（収穫）拡大期」と呼ぶこととする。この時期，もっとも作付け

の多かった品種は「宝交早生」であり，ピークとなった 1987 年には作付面積の

54.6%を占めている。

1984 年には農林水産省野菜茶業試験場久留米支場が育成した「とよのか」，翌

1985 年には栃木県農業試験場栃木分場が育成した「女峰」が品種登録された。「とよ

のか」は，九州の「はるのか」地帯，中国，四国，関西の「宝交早生」地帯へと普及

し，西日本を代表する品種となった。「女峰」は，関東の「ダナー」地帯，東海，関



西，四国の「宝交早生」

これらの品種の普及の過

離減衰的普及パターンを

共通して経済連や農協，

こうして普及した「女峰

2 品種を合わせた作付面

ていた。この時期を「2

この「2 大品種期」に

り，栃木県は 1989 年に

をきっかけとして 1990

おいて「とちおとめ」

よのか」が導入から 20

育成された「さちのか」

注：森下[1]によるイチゴ主
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」地帯へと普及し，東日本を代表する品種

過程について，それぞれの育成地を普及の中

を示すこと，栃木県と農林水産省という育成

県が新品種の普及促進に積極的に関ったこ

峰」と「とよのか」は，1990年ごろから 2000

面積のシェアが 80%を超え，東西の横綱と称

2大品種期」と呼ぶこととする。

において，栃木県と福岡県はそれぞれ新品種

に 17 年続けてきた販売額の日本一を福岡県

年から新品種の育成に着手し，1998 年に栃

を育成（栃木県農業者懇談会[3,4]），福岡県

年を経過し，2000 年には野菜茶業試験場久

，2001 年には佐賀県農業試験研究センター

図１－１ イチゴ品種シェアの変遷

主産県協議会のデータに基づいて一部改変した。

となった。林[2]は，

中心とするような距

成者の違いはあるが，

ことを指摘している。

000年ごろまでの間，

称される地位を築い

種の育成を進めてお

県に明け渡したこと

栃木県農業試験場に

県においては，「と

久留米支場において

ーにおいて育成され
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た「さがほのか」，2002 年には静岡県農業試験場において育成された「紅ほっぺ」が

登録されるなど，他県で優良品種が育成されていたことも併せ，2005 年に福岡県農

業総合試験場園芸研究所が品種名「福岡 S6 号」を品種登録し，これを「あまおう」

として全国農業協同組合連合会が商標登録を行った（三井・末信[5]）。

このように，2000 年以降には各都道府県が続々と独自品種を開発し，作付面積を

増やしている。この 2000 年以降を「多品種期」と呼ぶこととする。この，「2 大品種

期」から「多品種期」に移り変わる時期と，全国の卸売価額がピークを迎え，拡大か

ら縮小に転じた時期はほとんど同じであり，単純に拡大するのではない市場における

質的な差別化の源泉としての品種の活用を各産地が考えるようになったと考えられる。

表 1-1 に，2000 年以降に育成されたイチゴの品種名と育成者を示した。表 1-1 に

示した 31 品種中 25 品種が都道府県による育成品種であり，短期間に多くの品種が

都道府県によって育成されていることが見て取れる。
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２．多品種期における育成地による品種のブランド化

イチゴの品種育成は，都道府県の試験場がその主体となって行われていることが多

い。 

1998 年の改正種苗法，2002 年に知的財産基本法が公布され，植物新品種について，

登録品種の育成者の権利が「育成者権」として，他の知的所有権と同様に位置付けら

れた。このことについて，斎藤[7]は，公設試験研究機関による，新品種の開発，登

録による保護，ブランド化による活用という流れを統合する戦略構築が必要であり，

さらに，品種登録や商標登録に加えて，栽培方法等の生産システムの特許による知的

財産制度の活用が課題となることを指摘している。都道府県にとっては，品種の育成

表１－１ 2000 年以降に育成された品種と育成者

年度 品種名 育成者 年度 品種名 育成者

2000 さちのか
野菜茶試久

留米 
2005 あまおう 福岡県

2000 アスカルビー 奈良県 2005 福岡 S7号 福岡県

2001 さがほのか 佐賀県 2005 やよいひめ 群馬県

2001 春訪 千葉県 2005 ダイヤモンドベリー 庄野隆

2001 ビーストロ 愛知県 2005 清香 木下清和

2001 アイストロ 愛知県 2006 ふくはる香 福島県

2001
ぴぃひゃらどん

どん
福島経済連 2006 ふくあや香 福島県

2002 さつまおとめ 鹿児島県 2006 ひのしずく 熊本県

2002 サンチーゴ 三重県 2007 美濃姫 岐阜県

2002 伊予姫 日泉化学 2007 山口 ST9号 山口県

2002 夢甘香 兵庫県 2007 ゆめのか 愛知県

2002 アマテラス 星野光輝 出願中 さぬき姫 香川県

2002 めぐみ 徳島県 出願中 ひたち姫 茨城県

2002 ケーキ早生 静岡県 出願中 もういっこ 宮城県

2002 紅ほっぺ 静岡県 出願中 あまおとめ 愛知県

2003 ふさの香 千葉県

注：織田 [6]から引用。なお，「あまおう」は全国農業協同組合連合会の商標であり，品種名は
「福岡 S6号」である。
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のみならず，品種登録や商標登録による保護，新品種のブランド化による活用という

行政的な課題に対して，育成権者たる産地としてどのような戦略をもつのかが問われ

ている。

多品種期のイチゴにあっては，出荷量が日本一である栃木県の「とちおとめ」が県

外に栽培許諾され，「女峰」の産地において品種更新のかたちで普及しており，東日

本の多くの県で「とちおとめ」が栽培されてきたため，東日本においてはガリバーと

称されるような大きなシェアを獲得している。そのほか，「さちのか」「紅ほっぺ」

「もういっこ」といった品種も県外への栽培許諾を行っているため，こうした品種を

栽培することも産地にとって選択肢の一つである。

そうしたイチゴ市場において，品種のブランド化とはどういった意味を持つのだろ

うか。

ブランド化については，序章でレビューしたように，消費段階において差異を形成

することで達成されると考えることができる。東日本のイチゴ市場において，「とち

おとめ」は最も多く取引されており，かつ，さまざまな産地において栽培されている

標準的な品種である。生産者側から見ると，標準的な品種である「とちおとめ」を生

産することで市場への参入が容易になる。反対に，「とちおとめ」以外の品種を市場

に投入するには，品種が参入障壁となり得る。生産者にとって，「とちおとめ」はど

ちらかといえばコモディティ的な位置づけと考えられる。一方，消費者にとっては，

「とちおとめ」は良く知られた品種であり，ブランドとして位置づけられる。波積

[8]は，一次産品のブランドについて，認知水準と商品特性から，「ナショナル・ブラ

ンド」「セレクティッド・ブランド」「セレブリティ・ブランド」に分類し，このうち，

「ナショナル・ブランド」は一定の品質で規格化され，大量生産されているものと定

義している。波積[7]に従えば，とくに東日本のイチゴ市場における「とちおとめ」

は，消費者にとって「ナショナル・ブランド」として位置づけられていると考えられ

る。 

多品種期における品種を活用したブランド化には，この「とちおとめ」が標準的な

品種となっている市場に新品種を導入するという意味がある。産地にとっては，新品

種を用いて，波積[8]が「ナショナル・ブランド」に対して相対的に差別化されると

分類した「セレクティッド・ブランド」以上を目指す取り組みと考えられる。従って，

イチゴにおける品種によるブランド化は，成熟市場であるイチゴにおいて，育成地が

「ナショナル・ブランド」である「とちおとめ」に対して差別化を図る取り組みと考

えることができる。
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第２節 近年におけるブランド化の動向と農産物ブランド化の方向性

１．地域産品のブランド化

イチゴによらず，地域産品のブランド化は，各地で活発に取り組まれている。

こうした取り組みは，平成 18 年に施行された「商標法の一部を改正する法律」に

より，地域団体商標制度が導入されたことを契機として一層進んだ。地域団体商標制

度とは，地域の名称と商品または役務の名称等の組み合わせからなるもので，例えば，

地域の名称である「有田」と商品の名称「みかん」を合わせた「有田みかん」が地域

団体商標である。それまで，「地域の名称」と「商品または役務の名称」の組み合わ

せは特別な場合を除いて商標として認められてこなかったが，この地域団体商標制度

によって，具体的な文字による商標が制度的に保護されることとなり，各地の地域資

源が活用されるきっかけとなったものである。

こうした制度も背景として，取り組みが進む地域ブランドであるが，その支援を行

政機関が担っていることも多い。農産物は気候や土壌等の栽培条件や地理的・社会的

条件に応じて地域ごとに多様性をもっているため，農産物のブランド化においては，

この地域的な多様性を背景として都道府県の事業化によって農産物の販売促進を行う

ケースが数多くみられる。こうした行政機関による地域産品のブランド化については，

全ての都道府県において販売拡大が事業化されており，なかでも一次産品とその加工

品を施策の対象としている例が多い（生田[9]）。また，ブランド化の具体的方法とし

ては，認証制度の確立，統一ブランド名やロゴ，キャッチコピーの作成によって都道

府県産品ブランド化に取り組んでいるところが多い（菅野ら[10]）。これらのことか

ら，実務段階において，都道府県を主体とした農産物のブランド化が盛んに行われて

いるといえよう。

しかし，全国的に取り組みが拡大している農産物のブランド化であるが，その結果，

取り組んだ産地すべてで成果が上げられているわけではなく，実際のところ，ブラン

ド化の方法や評価については不明なまま取り組まれているのが現状であると推察され

る。そうした現状を受け，効果的なブランド化の方法とその根拠が求められていると

いうこともできよう。
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２．ブランド研究の展開と「価値共創」アプローチ

ブランド研究については，1980 年代のアーカー[11]による「ブランド・エクイテ

ィ」論以後，様々な分野との関連で発展を遂げたということができる。とりわけ，戦

略論の分野において競争優位の源泉としてブランドに対する関心が高まった。

青木[12]も指摘するように，2000 年以降になって活発化したブランドにおける価

値や関係性のアプローチは，戦略論との関わりが深いと考えられる。現代の，製品や

サービスのコモディティ化が進行した市場においては，物性面や機能面での差別化が

困難となるため，企業はブランドの顧客との関係性に注目している。また，原田[13]

は，特に物的な消費財において限定性はあるものの，成熟市場を前提とした場合には，

関係性マーケティングを積極的に導入した方が新たな問題解決能力の発揮につながる

としている。さらに，ブランドの価値について，和田[14]は，「基本価値」「便宜価値」

「感覚価値」「観念価値」の 4つの階層に分類し，このうち「感覚価値」「観念価値」

が効用と峻別された感動を生み出すブランド価値であるとしている。こうした「価値」

や「関係性」は，ブランドを持続的競争優位の源泉として捉える戦略論とも整合し，

これら「価値」と関係性」が交差する領域としての「価値共創」に関心が高まってい

る（青木[12]）。「価値共創」とは，「価値は企業と消費者が様々な接点で共創する経

験の中から生まれる」とされ，青木[12]は，この「価値共創」を，モノがサービスに

包摂されるとするサービス・ドミナント・ロジックとの関連で述べている。すなわち，

従来型のモノと貨幣が交換される「交換価値」に対して，購買の前後も含め消費や使

用の様々な文脈のなかで，企業と顧客の共創によって実現される「使用価値」「文脈

価値」を重視する点にサービス・ドミナント・ロジックの特徴がある。

このような 2000 年以後活発になった「価値共創」アプローチを受け，産地による

農産物のブランド化も，農産物そのものの品質向上だけでなく，より顧客との関係性

を重視し，ブランド価値を築き上げるステージにあると考えられる。農産物のブラン

ド化が各地で取り組まれているのは，農産物市場の成熟化が背景にあると考えられ，

そうしたブランド化の源泉として品種に対する期待が高まっているといえる。本論文

が対象とするイチゴ市場における新品種の導入のように，市場が成熟化していたり，

果実品質による物性面や機能面での差別化が困難あるいは限定的である場合は，とり

わけそうした「価値共創」アプローチが有効であろう。和田[14]によるブランド価値

の 4つの階層からなる価値構造に基づけば，消費者に楽しさを与える価値であったり，

五感に訴求する価値であったりする「感覚価値」，意味論や解釈論の世界での製品価
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値であり，ヒストリー性・シナリオ性・ストーリー性といった意味や解釈が付与され

た「観念価値」の階層での価値を構築することが求められていると考えられる。

第３節 イチゴのブランド化における品種の活用

１．ブランド化における品種の役割

種苗法は，品種を「重要な形質に係る特性の全部又は一部によって他の植物体の

集合と区別することができ，かつ，その特性の全部を保持しつつ繁殖させることがで

きる一の植物体の集合をいう」と定義している。

波積[8]は，一次産品のブランド化において，品質保証や差別化の源泉として，品

種，生産・加工技術，産地，流通過程における評価・選別を挙げており，なかでも品

種については，改良によって優れた品種が確立されることによって品質が保証され，

さらに，品種が質的に優れていることに加えて量的に希少であることにより差別化が

できるとしている。

青果物における品種の機能は，消費段階において知覚される場合とそうでない場合

に大別される。一般に，野菜品目の多くは販売時点で品種名が表示されることはない

ため，消費段階において品種が知覚されていないと考えられる。こうした場合の品種

の機能は，耐病性や多収性といった生産面でのメリットがあるものの，消費者にとっ

て品種が選好の基準となることはない。一方，果実や果実的野菜においては販売時点

で品種名が表示され，イチゴの「あまおう」やブドウの「巨峰」のように消費者の高

い知名度を有するものも存在しており，消費者の選好において品種が重要な役割を果

たしている。

果実的野菜であるイチゴは，品種名が販売時点において表示される品目である。こ

うした品目では，品種によって消費者に識別されることを利用し，ブランド化の源泉

である特定の産地と特定の品種の組み合わせによって，販売における競争優位を得る

ことができる。また，登録された新品種は，必ず既存の品種に比べて区別性を持つが，

その差異は一般の消費者にとって知覚できるとは限らない。品種の機能について見れ

ば，栽培面でのメリットである耐病性や多収性，収穫物の斉一性，流通面で重要な日

持ちの良さ，果肉の硬さ，物日に代表される適時出荷性といった事項は，消費者にと

ってその恩恵は感じづらいと考えられるが，良食味や香りのよさ，果実の大きさとい

った果実品質，さらには消費者にとって好ましい何らかの物語性を伝達することは，
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消費者にまた購入したいと思わせる販売面でのメリットである（図 1-2）。

また，1998 年（平成 10 年）に改正された種苗法のもと，新しい品種の育成につい

て，登録を行うことで知的財産権としての育成者権が与えられることとなった。育成

者権は審査に基づく品種登録の時点から 25 年間保護され，この間，優先権や専用利

用権が与えられる。育成権者にとっては作付面積が広がればそれだけ品種登録によっ

て恩恵を受けるものであり，品種開発が各地で進んでいるのはこうした知的財産権と

しての品種の機能が背景にあることも見逃せない。

以上のことから，品種の機能には，生産，流通，販売の各段階でのメリットに加え，

知的財産としての機能があると考えられる。

知的財産として品種を活用する場合，品種登録と商標登録という選択肢がある。商

標登録については，出所表示機能を有する標章であることから，その機能を発揮する

のは特定人に使用を独占させた場合であり，品種登録については，他の品種と区別す

るという機能を有することから，流通段階に関与する者に広く使用が認められる（井

内ら[15]）。産地が生産から流通，販売の間のどの段階で品種を保護し，活用するの

かに応じて戦略的な意思決定として品種登録あるいは商標登録が行われるべきである。

商標登録によるブランド化を進めている例としては「あまおう」がある。「あまお

う」については，本研究では品種と見做しているが，これは全国農業協同組合連合会

図１－２ イチゴ品種の持つ機能

注：筆者が構成した。
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による登録商標であり，品種としては福岡県の育成した「福岡 S6 号」が用いられて

いる。「あまおう」においては，福岡県が苗の供給者である全国農業協同組合連合会

福岡県本部（JA 全農ふくれん）に対して，苗の譲渡を県内の生産者のみに限定する

ことを条件とした通常利用権の許諾を行っていることによって，生産者が福岡県内の

みに限定されている。これは，福岡県内の農業者の利益と産地競争力確保に加えて，

栽培管理の指導が行き届く範囲に限定することによって品質を確保するというねらい

もある。同時に，JA 全農ふくれんが，「あまおう」の果実および加工品販売の商標権

者となって販売に活用している。こうしたことによって，種苗を育成者権で守り，果

実や加工品のブランドを商標で守るというブランド化戦略をとっている（三井・末信

[5]）。

ここで，先述の和田[14]のブランド価値の構造に基づいて，品種の持つ要素を整理

しよう（図 1-3）。和田[14]の示した価値構造における「基本価値」には，品種が持つ

要素のうち，食味の良さが挙げられる。より詳しくは糖度であったり，甘酸のバラン

スといったことが含まれる。同様に，「便宜価値」には値ごろ感あるいは買いごろ感

がある。和田 [14]は，値ごろ感について，商品の価値に対して，アフォーダブル

（affordable）であることと述べている。さまざまなブランド化の取り組みにおいて，

付加価値といったことが強調されるが，ブランド化主体の狙いの一つは安売り競争か

ら抜け出すためのアフォーダブルな価格設定であろう。また，価格の他にはパッケー

ジングの要素もある。イチゴについては，従来型のレギュラーパックに加えて，輸送

時の振動や衝撃によるオセと呼ばれる損傷を低減するモールドパック，販売価格を低

図１－３ ブランド価値構造と品種の持つ要素

注：和田[14]に加筆した。



- 36 - 
 

く設定できる小分けパックといったものも増えてきている。品種の持つ特徴が大果性

である場合においては，こうしたパッケージングと価格設定の組み合わせを用いて，

たやすく購買し消費できることの価値である「便宜価値」に繋げることができる。

「感覚価値」は楽しさを与えたり，五感に訴える価値である。イチゴの品種について

は，果色や香りといった要素がこうした「感覚価値」に含まれる。イチゴは果実の香

りがよく，赤い色も売り場で目を引く。また，加工品の用途であるので本研究の範囲

をはずれるが，ショートケーキの上に載せられるイチゴは「感覚価値」そのものと考

えられる。「観念価値」はイチゴ品種のネーミングにおいて，育成地や好ましいイメ

ージを示唆することが該当する。品種名に育成地を示唆する単語が含まれていたり，

イチゴの持つ好ましいイメージを想起させるようなものである場合，消費者との関係

性の構築により継続的な購買に繋げることができると考えられる。和田[13]は，「感

覚価値」と「観念価値」にこそコモディティに対するブランド価値が存在すると述べ

ている。イチゴは果実品質による差異があまり大きくないと考えられるため，新たな

品種の育成によって差別化を図ろうとするならば，消費者に対して，品種のもつ要素

のうち，これらの価値に対応する要素を訴求することがブランド化戦略には有効であ

ると考えられる。

２．品種の育成主体としての都道府県

一般に，品種の育成は種苗会社や公的機関，農業者など様々な主体によって担われ

ている。とりわけ，国や独立行政法人，都道府県の試験場のような公設試験研究機関

において品種の育成が行われている点が農産物における特徴といえるだろう。

公設試験研究機関において品種の育成を行う理由として，徳田[15]は，地域特性に

応じた試験研究と規模の経済を挙げている。農産物は，その生産における地域の気候

や土壌の影響による耕種的条件，また，流通における出荷先市場の位置や規模，競合

産地といった社会的条件もさまざまである。そうした地域の条件に応じた農業生産を

行うために要求される特性を満たす品種を育成するためには，国の試験研究機関が一

元的に行う育種では不十分であり，都道府県レベルでの試験研究が求められる。また，

品種の育成には一定の資本と労働投下が必要であり，さらに，近年の多様化する消費

者ニーズに適応した品種開発競争に対応するためには，品種育成のスピードも求めら

れる。個人レベルでの品種育成も可能ではあるものの，公設試験研究機関が有する施

設や遺伝資源，人的資源といった研究リソースを活用することで品種育成を効率的に
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進めることができる。さらに，地域における農産物の販売戦略との整合性が公設試験

研究機関による品種育成の理由として挙げられる。品種育成のみでは，農産物の販売

戦略には不十分であり，農業振興のなかに新品種をどのように組み込み販売戦略を構

築するか，という意思決定を品種育成主体である都道府県が行うことに意義がある。

都道府県の農業振興は，栽培技術の普及，育苗や選果といった施設整備の支援，販売

戦略の構築といった網羅的なメニューによって構成されている。こうした仕組みをも

つ都道府県が品種を育成することは，生産から販売までの一元的な管理を可能にする

ものと考えられる。また，地域に残る在来品種の維持と活用といった比較的新しいト

ピックスもあるが，こうした課題も公設試験研究機関による取組が効率的といえるだ

ろう。

また，都道府県が育成した品種が登録されると育成者権が発生することから，都道

府県の販売戦略にとって，他の主体に栽培を許諾するという選択肢も考え得る。斉藤

[5]は，公的研究機関の役割と都道府県の生産・販売戦略について，イチゴを対象と

して，栽培を県外に許諾する公益的戦略の「とちおとめ」型と，都道府県内または地

域限定生産に商標登録を併せた産地ブランド化戦略の「あまおう」型があり，中規模

以上の産地で「あまおう」型品種の増加によって 1都道府県 1品種の状態がもたらさ

れ，品種の飽和化によるブランドの生き残り競争に発展することを予想している。育

成品種の栽培許諾に関して，他県に栽培を許諾するのか，自県で抱え込むことで他産

地との差別化を図るのかについては，市場における産地構成と産地の生産規模にもと

づくポジショニングの検討と併せて評価する必要がある。

第４節 福島県におけるイチゴの生産振興と品種の育成

１．分析対象の選定

これまで述べてきたように，イチゴ市場の特徴としては，果物全体の消費が落ち

込む中，堅調に推移しているものの，市場の拡大は見られなくなった成熟市場である

と捉えられる。特に東日本においては，品種では「とちおとめ」が各都道府県で多く

生産されており，東京都中央卸売市場で取り扱われている品種の半数近くはこの品種

である。また，流通チャネルについては，卸売市場を介したものが主流であるが，農

産物直売所や摘み取り園といった直接消費者に届けられるチャネルも存在している。

さらに，都道府県による品種の育成が活発であることも特徴である。イチゴが流通す
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るのはクリスマス前から初夏までと季節的に集中し，また，2 大産地と評される栃木

県と福岡県の他にも全国に分布した産地がそれぞれ競争関係にあるため，各都道府県

において産地間競争を有利に展開するための方策が模索されていることもまたイチゴ

の特徴である。

本論文においては，こうした特徴をもつイチゴについて，分析にあたっては特定

の産地を対象として選定する。栃木県や福岡県のような大産地を除いたイチゴ産地の

もつ課題として，拡大の期待できない市場において，独自に育成した品種を活用する

ことによって，消費者の知覚可能な差異を基にしたロイヤルティを獲得し，他産地と

の競争を優位に展開する可能性がある。こうした課題に対する知見を得るため，作付

けが中規模以下であることから市場への影響力が小さく，都道府県が育成した独自品

種を活用して生産の拡大を図っていこうとする産地として，福島県を対象とする。

福島県のイチゴ生産は，2010 年時点で作付面積が 132ha，出荷量は 2,440t と全国

16 位であり，生産規模は全国でも中位である。また，福島県は全国一のイチゴ産地

である栃木県だけでなく，福島県より規模の大きな宮城県や茨城県といった産地と隣

接しており，東日本における標準的な品種である「とちおとめ」主体の生産を行って

いる。隣接する産地からも福島県内の市場へはイチゴが入荷されるため，福島県産イ

チゴのシーズンを通しての県内シェアは必ずしも高くない。こうした環境の下，福島

県ではイチゴの独自品種を育成し，これを活用した生産振興が進められている。イチ

ゴの産地としての福島県の特徴をまとめると，既に市場において確たる地位を築いて

いる大規模産地に隣接している中規模の産地であるために市場占有率も低く，後発産

地として都道府県が新たに育成した品種をブランド化して活用することによって生産

拡大を図ることが課題となっているといえよう。

福島県におけるイチゴを対象とすることによって，都道府県が育成した新品種の

活用による，成熟化した市場における後発産地のマーケティング戦略に関する知見を

得ることが本研究の目的であり，これは他の品目や産地においても参考になるものと

考えられる。

２．福島県におけるイチゴの生産と消費

福島県におけるイチゴの流通と消費について概観してみよう。
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図１－４ 福島県産イチゴの流通フロー

注：福島県農林水産部「福島県農林水産物販売促進基本方針」による。
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福島県で生産されたイチゴは，総出荷量のおよそ 67%が農協等へ出荷され，約

20%が直販，約 10%が直売所で販売されて消費者へ届けられている（図 1-4）。福島

県は，イチゴを県内 4産地で重点品目と位置づけ生産振興を図っているが，これらの

4 産地の農協で，全農協の取扱量の 80%を占める。これら農協の出荷先と出荷量は表

1-2 のとおりであり，県外の卸売市場に対しても出荷は行われているものの個々の市

場への出荷量は少ないため，他の主要な生産県に比較して，福島県の生産規模は小さ

く，福島県産イチゴの主な出荷先は福島県内の市場である。また，福島県の人口は，

およそ 2,091 千人，709 千世帯であり，イチゴの消費量は世帯あたり 3,555g である

ので，2,500t 程度が福島県内の消費量であると推定される（注 2）。直販および直売

所への出荷と表 1-2 の農協への出荷をあわせると，福島県内で消費されているイチゴ

に占める県内産の割合はおよそ半分から 4分の 3程度と考えられる（注 1）。

３．福島県によるイチゴ品種の育成

ここで，福島県が育成したイチゴ品種である「ふくはる香」と「ふくあや香」の育

成経過についてまとめておこう。いずれも福島県が初めて育成したイチゴの品種であ

り，このほかに福島県が育成したイチゴ品種はない。福島県がイチゴ品種の育成に着

手したのは「女峰」が主な栽培品種であった 1990 年頃であり，当時は「とよのか」

に比べて「女峰」の食味や果実の大きさが問題となっていたため，新品種の育成にあ

っては，良食味，大果性，低温伸長性が主な育種目標となった。

表１－２ 主な産地の出荷先と出荷量

出荷量計
主な出荷先 その他市場

S市（県外） F市（県内） I市（県内） 県内 県外

A農協 909 216 218 - 134 341
B農協 187 - 6 178 2 1
C農協 199 - - 199 - -
D農協 67 - … - 25 41
全農協計 1,698 216 224 385 … …
福島県産のシェア

（福島県産の順位）

13% 
（2位）  

84% 
（1位）  

37% 
（1位）  

注：1) 平成 17年の実績を筆者がまとめた。出荷量の単位は tである。
2) 出荷量が相対的に低い市場を「その他市場」とし，県内と県外に分けて示した。
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2002 年に 2 つの品種が育成を完了し，それぞれ，「ふくはる香」「ふくあや香」と

して 2003 年に命名・出願，2006 年に品種登録されている。それぞれの特徴を表 1-3

に示した。「ふくはる香」は，「女峰」より良食味・大果で促成栽培に適する高品質多

収品種として，「ふくあや香」は，「女峰」「とよのか」より良食味・大果で半促成栽

培に適する高品質多収品種として育成されており，いずれの品種も福島県の気候に適

応し，電照と加温の必要がない低温伸長性に優れる特長を有している（福島県農林水

産部[16,17]）。2000年頃までの福島県内のイチゴ経営は，簡易なパイプハウスによる

栽培が中心であったため，夜温が 5～8℃で管理できることは経営上のメリットとな

り得る。 

なお，福島県は，こうした品種の育成と併せ，「県オリジナル品種ブランド化推進

事業」によって県産農産物の販売面の強化も進めている。この「県オリジナル品種ブ

ランド化推進事業」は，県オリジナル品種を本都道府県独自の「ブランド」として前

表１－３ 福島県が育成したイチゴ品種の概要

品種名 ふくはる香（登録番号：13640） ふくあや香（登録番号：13641）

登録年月日 2006年 2月 27日 2006年 2月 27日
特徴 草姿は立性で草勢が強い。厳寒期の

草勢の低下が少ない。

糖度は高く，酸度がやや高く，食味が

良好である。

花房の発生は連続しており，収量が安

定している。

果皮の色は鮮紅，果形は長円錐，果肉

色は淡紅，果実の光沢は良い。  
花房当たりの花数は「女峰」よりも少な

いが，着果した果実が無駄なく肥大し，

収穫調製作業の省力化になる。

草姿は立性で草勢が強い。厳寒期の

草勢の低下が少ない。

糖度は高く，酸度がやや高く，食味が

良好である。

果皮の色は鮮紅色，果形は円錐 ,果肉
色は橙赤，果実の光沢は良い。  
花房当たりの花数は「女峰」よりも少な

いが，着果した果実が無駄なく肥大し，

収穫調製作業の省力化になる。

収穫開始時期 促成栽培の時期（9 月中旬定植）1 月
上旬～（女峰より 10 日遅い）  

促成栽培（9月中旬定植）で 1月中旬，
「女峰」より約 30 日遅い。半促成栽培
（10 月上旬定植）で 2 月上旬，「麗紅」
より約 5日早い。  

県内の適応作型 促成栽培 促成栽培および半促成栽培

育成の経過 「章姫」を母に，「さちのか」を父として

平成 7 年に交配，以後選抜を重ね，平
成 14 年に育種目標とする特性を確認
して，育成を完了した。

「いちご福島 2 号」（(母)｢大鈴×アイベ
リ－｣の選抜系 × (父)｢Chandler｣）を母
に，「いちご福島 1 号」（「章姫×さちの
か」の選抜系）を父として，平成 7 年に
交配，以後選抜を重ね，平成 14 年に
育種目標とする特性を確認して育成を

完了した。

注：福島県ホームページを基に一部改変した。
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面に打ち出したプロモーションを展開

し，知名度向上と販売力の強化を図る

ことを謳っており，消費者を対象とし

たブランド化といった方向性をもって

いる。本事業の成果として，イチゴに

ついては，地元の温泉とのタイアップ

や消費者が生産現場を訪れる「ミニ旅」

が行われた（図 1-5）。

こうした福島県オリジナル品種の作

付面積の推移を図 1-6 に示す。福島県

のイチゴの作付けにおいては，県全体で 140ha 弱の面積を維持しており，そのうち

70ha 程度が系統主体の出荷を行っている。主な品種は「とちおとめ」である。「ふく

あや香」については，半促成の作型を採用する経営が減少していることから最大でも

3ha と作付面積は低い水準であるが，「ふくはる香」については，近年は 7ha 前後で

推移しており，これは主に系統向けに出荷されるものの 1割程度を占める水準である。

図１－５ 「ミニ旅」の様子

注：平成 22 年 2 月 1 日付いわき民報「『ふくはる
香』を知るミニ旅，１７０人参加して魅力を体

感」から，いわき民報社の許諾を得て掲載。

図１－６ 福島県育成品種の作付面積の推移（ha）

注：「ふくはる香」「ふくあや香」については系統向けの作付面積であり，

「県全体」については農林水産省「野菜生産出荷統計」に基づく。
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４．福島県オリジナル品種の官能評価

福島県オリジナル品種である「ふくはる香」「ふくあや香」について，2006 年に既

存品種である「とちおとめ」と比較した官能評価を実施した。方法は，県内のイチゴ

生産者，団体関係者，県・市町村関係者による実食を行い，質問紙を用いて AHP

（Analytic Hierarchy Process，階層分析法）を用いて分析するオープンテストである。

AHP の判断基準は，「食味」「外観」「大果性」「輸送性」「香り」の 5 項目，うち「食

味」については「甘み」と「酸味」に分岐するものとする。代替案は，「ふくはる香」

「ふくあや香」「とちおとめ」の 3 品種とする。判断基準のうち「輸送性」について

は，育種目標を踏まえ，「輸送性（果皮と果肉の硬さ）」として表現した。なお，被験

者がイチゴの品質評価について一定の知識をもっていることを条件とし，さらに，実

食を伴うためギャング・サーベイ（集合テスト）の形式をとる必要があるといった制

約から，福島県内のみでの実施となった。

官能評価の結果は以下のとおりである。

回答については，回答のあった 63のうち，有効な回答は 49であり，そのうち，回

答に矛盾のないサンプルは全体の 5 割強程度の 28 人であった。その内訳は，生産者

6 名，団体 3 名，県・市町村関係者 15 名，不明 4 名である。回答の矛盾については，

整合度を指標として評価し，整合度が 0.15 を超える場合は回答が矛盾しているとし

て分析から除外した。

図１－７ 各品種の総合評価値
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AHP を用いて産出した品種ごとの総合評価値が図 1-7 である。「甘み」と「酸味」

を合わせた「食味」と「外観」について，「ふくはる香」「ふくあや香」が「とちおと

め」を上回っている。また，「ふくあや香」の「大果性」については他の 2 品種を上

回っているが，実食のサンプルの規格がこの品種のみ大きいものであったために，こ

の解釈には注意が必要である。加えて，福島県オリジナル品種が「とちおとめ」を下

回っている点としては，「輸送性」があげられる。

最も高い総合評価値を得た品種は「ふくはる香」であるが，この評価に寄与したの

は，多い順に「食味」「輸送性」「香り」であった。この品種ごとの総合評価値につい

て，差の検定を行った。調査対象者ごとのウェイトを分析するため，Friedman 検定

を行い，有意水準 1%で差を認めたため，ポストホックテストとして Scheffé の方法

により多重比較を行った。結果を表 1-4 に示す。「ふくはる香」と「とちおとめ」，

「ふくあや香」と「とちおとめ」の順位の間には，有意水準 1%で差があるが，「ふ

表１－４ 総合評価値の検定結果

品種名 ふくはる香 ふくあや香 とちおとめ

中央値 0.39 0.38 0.18 
Friedman検定

χ2値 自由度 P値
21.5 2 <0.001 

Scheffé の多重比較
ふくはる香 ふくあや香 とちおとめ

ふくはる香 -
ふくあや香 0.071 -  
とちおとめ 15.018* 17.160* - 

注：多重比較は χ2値を示し，5%水準で有意であるものに*を付した。

図１－８ AHP における判断基準
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くはる香」と「ふくあや香」の間には差がない。従って，今回調査した 3品種を比較

した場合，福島県オリジナル品種 2 品種は，「とちおとめ」を総合評価値で上回るこ

とが明らかとなった。この結果については，整合度による回答者の選別を行わず，有

効な回答のあったサンプル全てを用いた場合においても同様であった。

つづいて，総合評価を構成する判断基準についてのみ図 1-8 に表示した。やはり

「食味」についてもっとも重視されており，つづいて「大果性」と「輸送性」の順と

なっている。判断基準についても，総合評価値と同様に Friedman 検定を行い，有意

水準 1%で差を認めたため，総合評価値と同様に多重比較を行ったところ，「食味」

と「概観」，「食味」と「香り」の間にのみ有意水準 5%で差があった（表 1-5）。

今回の実食による官能評価は，福島県オリジナル品種の生産振興大会のなかで行っ

たものであり，ブラインドテストでないオープンテストを行っているという意味にお

いて，品種の評価については若干のバイアスが考えられる。しかし，故意にオリジナ

ル品種の評価を高めようとしても，矛盾のない回答を行うことについては専門的な知

識を必要とするために，矛盾のないサンプルのみを集計したこの結果については，一

応の確度があるものと推定される。従って，福島県オリジナル品種，とくに「ふくは

る香」の評価が，福島県内の市場において最も多く出回る既存品種である「とちおと

め」を上回るものであることは，生産振興において大きな武器となり得ることを示唆

している。しかし，「ふくはる香」の評価については，「食味」を除けば，「外観」「香

り」という判断基準の中では「食味」に比べて重視されていない点においてポイント

を稼いでいる点に注意する必要がある。その点「とちおとめ」は大規模ロット販売に

不可欠な要素である「輸送性」において，福島県オリジナル品種 2品種を上回ってお

り，流通のニーズにマッチしていると考えられる。

表１－５ AHP における判断基準の検定結果

判断基準 食味 外観 大果性 輸送性 香り 
中央値 0.29 0.16 0.13 0.18 0.10 

Friedman検定
χ2値 自由度 P値

17.936 4 0.001 
Scheffé の多重比較

食味 外観 大果性 輸送性 香り 
食味 -
外観 10.029* -    
大果性 6.593 0.359 -   
輸送性 4.764 0.359 0.148 -  
香り 16.529* 0.808 2.244 3.546 -

注：多重比較は χ2値を示し，5%水準で有意であるものに*を付した。
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こうした結果を受け，ポスト「ふくはる香」「ふくあや香」の育成の方向性として，

何よりも追及されるべき「食味」に加えて，今後は，輸出も含めて幅広い流通チャネ

ルに対応するため，果皮の硬さで表される「輸送性」についても重要視することが有

効であることが示唆される。

５．福島県オリジナル品種「ふくはる香」の経営面での特徴

前項までは福島県オリジナル品種の果実品質を中心とした特徴について述べてき

た。本項では，福島県オリジナル品種の経営における特徴について，実証圃において

得られたデータを通じて明らかにする。なお，用いたデータは，福島県県南農林事務

所による「平成 21 年度園芸特産産地育成プロジェクト支援事業」により得られたも

のである（注 2）。

実証圃の設けられた A 農協管内は，水稲との複合経営によるイチゴやトマトとい

った施設園芸の導入が進んでおり，なかでもイチゴは，施設園芸品目において栽培面

積が拡大している唯一の施設園芸品目であり，規模拡大を図る生産者や新規栽培者が

増えている。

実証圃の概要は以下

のとおりである。品種

は「ふくはる香」「と

ちおとめ」であり，作

型は 9 月 10 日に定植，

12 月中旬に収穫開始

の促成栽培である。品

種の特性を考慮し，

「とちおとめ」のみ電

照を設置した。いずれ

の品種も暖房機の設定

温度は 7℃とし，病害虫防除は同様に行った。

収量について，品種ごとの旬別の収量を示したのが図 1-9 である。12 月から 2 月

までは，「とちおとめ」が「ふくはる香」を上回り，3 月以降は「ふくはる香」が

「とちおとめ」を上回った。また，この旬別の収量について，規格別の構成比（注 3）

を示したのが図 1-10,1-11 である。「ふくはる香」と「とちおとめ」を比較すると，

図１－９ 品種別の収量の推移
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「ふくはる香」は，ほ

とんどの期間で 3L・

2L・L の比率が 60%

を超えており，調査期

間全体の収量に占める

規格別構成比において

も，3L・2L・L の割

合が多い（図 1-12）。

販売金額については，

規格ごとの販売単価と

収量を考慮する必要が

ある。JA 出荷の規格

ごとの販売単価のうち，

最も高い価格となる

3L・2L・L から調製

される DXにおける価

格の推移について示し

た（図 1-13）。「ふく

はる香」については，

「とちおとめ」に対し

て一定の価格差がつい

ており，この傾向は他

の規格でも同様である。

こうした販売単価と収

量から，販売金額を旬

別に示したものが図

1-14 である。12 月か

ら 1月においては，早

い時期から収穫可能な

「とちおとめ」が高い

販売金額となっており，

3 月においては「ふく

図１－１０ 「とちおとめ」の規格別収量の推移

図１－１２ 収穫期間を通じた規格別収量

図１－１１ 「ふくはる香」の規格別収量の推移
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はる香」のほうが高い販売金額となっている。積算の販売金額についてみると，収穫

初期には「とちおとめ」が「ふくはる香」を大きく上回っているが，その差は縮まっ

ていき，3月中旬にはほぼ同等となる。

生産にかかる費用面については，「ふくはる香」の特徴として，電照が不要である

点がある。この電照の有無が実証圃における費用上の差となるが，試算の結果，年間

10a 当たり 26,000 円の費用が「とちおとめ」については必要である（表 1-6）。また，

加温についても，実証圃については両品種とも 7℃の温度管理としているが，「とち

おとめ」においては，草勢維持のためより高い温度管理をすることが望ましく，夜温

が 5 から 8℃の温度管理でよい「ふくはる香」に比べて加温による費用が発生する。

実証圃において暖房機の設定温度を 1℃上げるとした場合，11 月～2 月における追加

的な燃料消費量は 882L となり，A 重油単価を 1L あたり 65 円とすると 10a 当たり

図１－１３ ＤＸ規格における販売価格の推移

図１－１４ 旬別の販売価格と積算
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57,000円の費用が発生する（表 1-7）。

こうしたことから，「ふくはる香」の栽培上のメリットについては，以下のように

まとめられる。「ふくはる香」は，収量の点で「とちおとめ」に劣るものの，市場に

おける「とちおとめ」との価格差によって，出荷時期を通じた販売金額は同等となっ

ている。また，電照が不要であることと，夜温を低く管理できることから無加温での

栽培も可能性があり，簡易なパイプハウスの利用による施設面での低コスト化を図る

ことができる。また，品種の特性として果実が大きいサイズに揃うため，収穫・調製

に係る費用の低減も期待できる。

注

1）人口と世帯数は平成 17 年度国勢調査，消費量は平成 17 年度家計調査の福島市

のデータによる。

2）本項のデータは福島県県南農林事務所の調査によるものである。

3）イチゴの出荷規格については，同一品種で形状が良好なものを 3L～S，この区

分に次ぐものを A～B とする品質区分がある。3L，2L，L，M，S の計量区分に

ついては，粒数と 1粒の重量を選別基準としており，さらに大きいものを DXと

している。また，品質，形状が劣るものであっても，1 粒の重量が 2L 相当以上

表１－７ 7℃から 8℃へ設定温度を変えた場合の追加燃焼時間

温度条件 8℃設定で
の燃焼時間

測定回数 時間

(a) 1時間の平均気温 7℃代  15min/h 279 70
(b) 1 時間に 5℃以上かつ 6℃代以下
への温度低下

30min/h 40 10

(c) (b) 以外のパターンによる温度低下 15min/h 44 11
91

注：電気使用量は 11.7 円/kWh，電照時間は 12 月～3 月 10 日までの約 100 日である。

表１－６ 電照の設置にかかる費用

使用器具 規格 単価（円） 使用量 金額 耐用年数 年間経費（/10a）
白熱灯 60W 225 50個 11,250 2 5,625
ソケット 80 50個 4,000 2 2,000
タイマー 24h 4500 2台 9,000 5 1,800
電線 250 200m 5,000 5 10,000
電 気 使 用

量

11.7 600kWh 7,020 7,020

合計 26,445

注：電気使用量は 11.7 円/kWh，電照時間は 12 月～3月 10日までの約 100日である。
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の大きいものを A，品質，形状が劣るもので 1 粒の重量が L～S 相当のものと S

よりも 1 粒の重量が小さい正常果を B として出荷できるとしている（資料は福

島県農林水産部『平成 19年度福島県青果物標準出荷規格』）。
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第２章 消費者選好における「産地」「品種」情報の有効性

第１節 目的と課題

農産物は幅広い品目において産地化が進み，産地間競争が活発に行われているため，

各産地は他の産地に対する優位性を確保することを目的とした種々の対策を講じてい

る。また，近年，各産地において地産地消の取り組みが進んでいることを受け，消費

者の間には地元で採れた農産物であることを積極的に評価する動きもみられており，

産地戦略において，遠隔の消費地だけでなく，農産物直売所のような新しい販売チャ

ネルも含めた近傍の消費者へ向けたアプローチも活発である。

農産物のなかでも，イチゴは販売時点で品種が表示されるため，消費者は品種の情

報を購買意思決定の手がかりとすることができる。また，イチゴは都道府県が新しい

品種の育成主体となり，新品種を活用したブランド化が図られている例が多い。しか

し，消費者がイチゴの購買において，品種についてどのような意識をもち，購買意思

決定につなげているかは不明である。さらに，イチゴの産地は全国に分布しており，

栃木県や福岡県のような大産地を筆頭に，消費者は様々な産地のイチゴに接している

ため，消費者が産地について，地元産であることの評価を含めて購買意思決定の手が

かりとしているかもまた不明な点が多い。イチゴという商品の属性を構成する要素と

しては，食味や粒の大きさといった果実品質と価格が主なものであり，産地や品種の

情報はそれを補完するものであると考えられるが，これらの要素がどの程度評価され

るのかについては，先行研究においても取り上げられることがほとんどなく，知見に

乏しいため，本章においては，消費者の調査を通じてこの点を明らかにし，産地や品

種の情報が産地マーケティングにおいて果たす役割を検討する。 

消費者の調査にあっては，福島県郡山市を対象として，消費者の求めるイチゴの属

性を定量的に把握する。とくに，産地と品種の情報が消費者にどのように捉えられて

いるかを明らかにすることによって，品種においては福島県において新たに育成され

た品種に対するニーズ，産地においては福島県産が地元産であることに対するニーズ

の有無と，そうしたニーズを持つ消費者層を明確化し，育成品種を活用した産地マー

ケティングを検討する。

本章の目的は，生産拡大を目指す福島県産イチゴを対象として，産地および品種

の情報を活用した産地マーケティングに対する含意を得ることである。消費者に購入

されたイチゴの多くは，加工や味付けをせずにそのまま食べられると考えられ，イチ
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ゴがもともと持っている食味や果実の大きさが重視されていると推察される。イチゴ

は販売時点で産地や品種名が一般に表示されており，消費者は産地や品種の情報に基

づいた購買意思決定を行うことができる。一般に，産地主体においては，独自に育成

した品種の特徴や，産地が消費者にとって地元であることを販売戦略に生かすことが

望まれているが，福島県においても新たに育成した品種の生産を拡大し，また，福島

県産の市場シェアを高めるべく，地元消費者に対してどのような県育成品種の産地マ

ーケティングを行うことが有効であるのか模索している。

福島県内では，福島県産だけでなく他県産のイチゴが数多く流通しており，また，

品種についても，栃木県が育成した「とちおとめ」が多く作付けされている。そうし

た環境の下，福島県はオリジナル品種である「ふくはる香」および「ふくあや香」を

育成し，生産拡大を図っている。これは，地元育成品種であることをマーケティング

において活用することで，他県産イチゴや他県育成品種を購入している地元消費者を

取り込もうという戦略が背景のひとつとなっている。福島県のイチゴの生産量は必ず

しも多くないため，イチゴの生産拡大にあたっては，地元である福島県内の消費者に

よる購買量の影響が大きいと考えられるため，本章では，福島県内の消費者に対して，

地元産であることおよび地元育成品種であることに対する評価を得ることを目的とす

る。 

そうした目的を踏まえ，本章の課題を以下のように整理する。

第 1に，イチゴの購買について普段購入している産地や購入している価格，購入先

といった項目について概要を把握する。

第 2に，消費者が普段購入している産地と，消費者が認識している地元産農産物の

地理的な範囲の関係をクロス集計によって明らかにする。

第 3に，普段購入しているイチゴの価格の決定要因について，購入先や購入頻度，

購入している産地といったイチゴの購買に係る要因と，回答者の年齢や収入，家族人

数のようなフェイス項目の影響について数量化法を用いて解析する。

第 4に，普段購入しているイチゴの産地について，多項ロジット分析を用いて，価

格や購入頻度，購入場所がどのように影響するのか解析する。

第 5に，模擬的な選択行動を通じて消費者選好を明らかにする選択実験を行う。回

答者に提示される選択肢は，価格，粒の大きさ，産地，食味，品種から構成し，産地

や品種の情報が選択行動にどのように位置づけられるか明らかにする。

第 6に，消費者が購入時点において現状で重視されている項目と，実現していない

ことも含めて知りたいと感じる項目について分析を行う。 
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第２節 データと方法

１．データ

（１）予備調査の概要

用いるデータは消費者を対象としたものである。本調査に先だち，本章の課題で

ある産地および品種に関して，定性的な評価を得るため，予備調査として福島県内の

卸売業者，小売業者に対しては聞き取り調査，消費者についてはグループインタビュ

ーを実施した（表 2-1）。この定性調査の結果を調査票に反映させ，定量的な本調査

を行った。

（２）本調査の概要

具体的な調査地域として，福島県郡山市を対象とする。郡山市は，地理的には福

島県の中央部に位置している人口 30 万人を超える中核市であるが，都市化が進んで

いると同時に稲作を中心とした農業が盛んであるため，イチゴの生産現場と消費者の

距離が比較的短いと考えられる。従って，産地について地元産であることの評価が得

られることと，農産物直売所や農家の庭先で行われる直接販売といった市場外流通を

介した購買チャネルの評価を得られると判断して調査地域とした。

本調査は郵送調査である。

調査地域は福島県郡山市であ

るが，2006 年 12 月に福島県

郡山市の全世帯を母集団とし

て郵送による調査を行い，

465 件を回収した。回答者は

世帯内で普段買物をしている

表２－１ グループインタビューの概要

項目 内容

目的 消費者の求めるイチゴの属性と購買行動の把握

日時 2006年 5月 26日
場所 福島県農業総合センター（福島県郡山市）

フォーカス

グループ

郡山市在住の子供のいる既婚女性 6名
（年齢 33-53歳）  

表２－２ 郵送調査の概要

項目 内容

調査対象 福島県郡山市の全世帯

標本数 1,000件
抽出方法 2006年 NTT電話帳からの無作為抽出
調査期間 2006年 12月 1日～12月 22日
調査方法 郵送調査法

回答者 普段買い物をしている方

回収数 465 件（未着 18 件につき回収率は
47%）
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方とした。調査の概要を表 2-2 に示す。調査の実施に当たっては，マンジョーニ[1]

を参考とし，確認はがきや謝礼物品の同封，督促を行い，郵送調査としては高い回収

率を得た。このことにより，返送されない標本による無応答誤差は小さいと考えられ

る。 

調査票の質問には，イチゴの購買に関するものと食生活一般に関するもの，フェイ

ス項目の 3つがある。イチゴの購買については，冬から春にかけて出回り期が長期間

であることを受けて，「最もよくお買い求めになる」というワーディングを用いて，

購買行動における「購入する場所」「産地」「価格」「頻度」に関するデータを得るこ

とをねらいとした。回答方法については，価格については記述式であり，他の質問は

多肢選択式である。

２．方法

予備調査から構成した調査票によって本調査を実施し，分析を行う。 

産地や品種の情報については，鮮度や価格といった属性に比べて購買行動に対す

る影響が小さいことが予想されるため，これまで比較的重視されてこなかった。本章

では，産地や品種の情報に対してオーソドクスな計量分析手法によってアプローチし，

購買行動における産地や品種の情報の重要性を明らかにし，同時に，無作為に抽出し

た標本を用いることによって，マーケティング課題としての消費者ターゲットに関す

る知見も得ることとする。

方法としては，記述統計に加えて，購入している産地と地元産の範囲に関するク

ロス集計，購入している価格と回答者のフェイス項目については数量化 I 類，購入し

ている産地とフェイス項目については多項ロジット分析，消費者の選択行動における

産地と品種の情報の相対的な重みづけについては選択実験，購入時点で「重視するこ

と」と「知りたいこと」については因子分析と構造方程式モデリングである。

第３節 結果

１．予備調査

福島県内の卸売業者，小売業者に対して行った聞き取り調査および消費者に対して

行ったグループインタビューの結果を表 2-3に示す。 
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卸売業者と小売業者からは，品種が消費者に意識されておらず，最も多く出回る

「とちおとめ」も知られていないかもしれないこと，また，「イチゴはイチゴ（でし

かない）」と評価されているという認識が示されている。イチゴは販売単価も高く，

冬季の売上において大きなウェイトを占める品目であり，見た目と味という基本的な

価値を満たそうとする意図がこうした認識として表れていると考えられる。小売業者

については，産地に関して地元産が選ばれているという意見や，品種による差は小さ

いので地元産であることを販売に活用しようという意見も得られた。多様な品種を販

売していると考えられる小売業者が，品種による果実品質の差異が少ないために，郷

土愛という価値に訴えようとしていることは注目される。

消費者においては，品種について，購買時点で示されていないという不満や，モモ

でしているようにイチゴでも品種を選択する手がかりとしたいという意見が得られて

いる。また，産地については地元産を選んでいるという意見が得られた。

予備調査の結果，卸売業者と小売業者が消費者は品種を意識していないと感じてい

るのに対して，消費者は品種に関する情報を求めているという認識のギャップが存在

していること，地元産に対する消費者のニーズについては，小売業者と消費者の双方

からその存在が示唆された。

消費者に対するグループインタビューから得られたイチゴの属性に関するその他の

要望や不満を整理し，得られた知見は表 2-4 のとおりである。一般的なイチゴの商品

属性としては，食味については望まれる食味が一様ではないこと，価格については時

期と密接であり消費者にはっきりとした基準があること，香りについては重視する消

表２－３ 聞き取り調査から得られた知見

対象 注目される意見の例

卸売業者 「とちおとめさえ知られてないかもしれない。イチゴはイチゴ」

「見た目と味がよければよい」

「お金を払う人はどういうふうに作ったかは関係ない」

「イチゴは競合する品目に左右されない」

小売業者 「味は変わらないが消費者には地元のものが選ばれている」

「客の反応としてはイチゴはイチゴ。品種までは意識されていない」

「新しい品種は客も最初は不安。おいしければ続けて買う」

「品種による差は小さい。地元産であることで，郷土愛に訴える」

消費者 「地元のものを選んで買っている」

「産地は書いてあるが，品種は書いていないのが不満」

「モモは品種で選んでいるが，イチゴでもそうしたい」

「直売所に生産者が来ていて食べ比べして買った。知らない品種だった

けどおいしかった」

注：卸売業者は 2 者，小売業者は 4 者，消費者はグループインタビューによる県内での調査の
結果を筆者がまとめた。
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費者としない消費者に分かれる，といったことが挙げられる。産地および品種につい

ては，品種を選択の手がかりとしたいという意向や，地元産のものを選択するという

行動が示されている。従って，イチゴの属性のなかでも，産地および品種といった本

章において課題となる要素に対する消費者の定性的なニーズが現れており，これらの

属性が販売戦略に活用できる可能性が示されている。

グループインタビューを定量的に分析するため，会話をテキスト化し，形態素解析

を行った結果，頻出した 10語を表 2-5に示す。特徴的な語として，出現数が 29で 4

番目に多い「子供」がある。購買意思決定に関してより一般的な語と考えらえる「甘

い」「安い」「好き」よりも上位に位置しているため，イチゴの購買行動には子供の存

在が強く結びついていることが窺える。

なお，この消費者を対象としたグループインタビューのなかで，福島県オリジナル

品種である「ふくはる香」と「ふくあや香」についての言及はなかった。

予備調査を通じて，品種に対する関心は示唆されているが，消費者の多くは品種名

を意識していないことが多いとまとめることができる。また，福島県オリジナル品種

の具体的な名称が言及されることはなかった。従って，本章では以後，具体的な品種

名を用いず，品種の情報が表示されることの有無をもって品種の評価として分析を行

うこととする。産地については，地元のものを選ぶという意見が小売業者への聞き取

表２－４ グループインタビューから得られた知見

属性 知見

食味 とにかく甘いものを好む，甘いばかりではなく酸味も欲しい，のように用

途や食べる主体によって望まれる属性が一様ではない

価格 パックあたりの値段が時期と密接に関わることを理解しており，購入する

値段にはっきりとした基準を持っている

香り 重視していない，甘い香りがすると買う，に分かれる

産地 情報が表示されていることを認識しており，地元産を選ぶ傾向も見られる

品種 知識は多くないが，表示されていないという不満があり，品種によって選

びたいという意向がある

注：筆者がまとめたものである。

表２－５ グループインタビューにおける頻出語

順位 抽出語 頻度 順位 抽出語 頻度

1 食べる 76 6 甘い 20
2 イチゴ 66 7 安い 18
3 買う 48 7 好き 18
4 子供 29 9 月 17
5 思う 28 10 大きい 16

注：出現数の頻度順に上位 10語を示した。
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り調査と消費者へのグループインタビューのいずれからも得られており，地元産であ

ることが販売上重要な要素となり得ることを示している。また，グループインタビュ

ーの結果から，イチゴの購買には子供の存在との強い結びつきがあることが示唆され

ており，消費者の個人属性においては，子供の存在を重視することが望まれる。

２．郵送調査

（１）記述統計

イチゴの購買行動における「購入場所」「購入している産地」「購入頻度」「地元産

の範囲」に関する調査結果は表 2-6 のとおりである。「購入場所」については，「スー

パー」「青果店」「直売所」「生協」「きまっていない」という選択肢を示した結果，

「スーパー」が 67%と突出して多く，「青果店」が 14%，「きまっていない」が 11%

と続いている。「購入している産地」については，「地元産」「県内産」「県外産」「こ

だわらない」「わからない」という選択肢を示し，「地元産」が 35%，「こだわらない」

が 32%と同程度に多く，その他は 8%から 13%という水準である。「購入頻度」は

「週 1回」「月 2～3回」「月 1回」が 24%から 33%と同程度であり，比較的ばらつき

があると考えられる。「地元産の範囲」については，グループインタビューにおいて，

消費者によって地元という言葉の定義がまちまちであることが示唆されたため，産地

が居住地からどこまで離れていても地元産と呼べるか，という設問である。なお，選

択肢には「郡山市内」「須賀川市」「中通り」「福島県」を用いている。ここで，須賀

川市は調査を実施した郡山市に隣接している自治体であり，また，福島県は，一般に

阿武隈山地と奥羽山脈によって東西に 3つに分けられ，東から浜通り，中通り，会津

と呼称されており，調査地域である郡山市はこの中通りの中央に位置している。従っ

て，表に示した地元産の範囲は，「郡山市内」「須賀川市」「中通り」「福島県」と，順

に広くなっている（注 2）。「地元産の範囲」は，最も多いのが「福島県」の 42%，続

いて郡山市内が 24%，中通りが 21%と続いており，半数近くが県域をもって地元産

と判断しているが，より狭い範囲を地元と捉える消費者層も一定程度存在している。
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（２）購入している産地と地元産の範囲

イチゴの産地については，予備調査として実施したグループインタビューにおいて，

「地元のものを選ぶ」「産地については表示がされている認識がある」という意見が

表明されている。このイチゴの産地に関する選択行動においては，「地元産」を選ぶ

という消費者層と「こだわらない」という消費者層が最も多い。こうした消費者の選

択の差異が何に起因するのかを分析するため，回答者の考える「地元産の範囲」と，

「購入している産地」の間でクロス集計を行った。結果は表 2-7 のとおりである。地

元産の範囲について「郡山市内」，かつ，購入している産地が「県内産」という回答

表２－６ イチゴの購入に関する調査結果

購入場所 購入している産地 購入頻度 地元産の範囲

スーパー
313 
(67) 地元産

162 
(35) 毎日

1
( 0) 郡山市内

111 
(24)

青果店
64 

(14) 県内産
47 

(10) 週 2～3回 59 
(13) 須賀川市

47 
(10)

直売所
21 

( 5) 県外産
61 

(13) 週 1回 132 
(28) 中通り

95 
(21)

生協
6

( 1) どこでもよい
149 
(32) 月 2～3回 155 

(33) 福島県
195 
(42)

きまって

いない

53 
(11) わからない

36 
( 8) 月 1回 110 

(24) その他
7

( 2)

注：カッコ内は割合%を示す。

表２－７ 地元産の範囲と購入している産地によるクロス集計

購入している産地

地元産 県内産 県外産 どこでも

よい

わからない 全体

地
元
産
の
範
囲

郡山市内 35  19** 16  33  7 110
（期待値） (39.3) (11.5) (14.7) (36.1) (8.5)
須賀川市 21  4 4 14  3 46
（期待値） (16.4) (4.8) (6.1) (15.1) (3.5)
中通り 44* 10  11  25  5 95
（期待値） (34.0) (9.9) (12.7) (31.2) (7.3)
福島県 58* 13* 28  73* 19  191
（期待値） (68.3) (19.9) (25.5) (62.7) (14.7)
全体 158 46 59 145 34 442

独立性の検定
χ2

自由度 P値
20.674 12 0.055  

注：1) 地元産の範囲について，選択肢のうち，「白河市」を「中通り」に加え，「その他」を
省いた。

2) Haberman の方法により，**は有意水準 1％で，*は有意水準 5％で期待値と有意差が
あることを表す。 
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独立変数にはフェイス項目である収入，家族人数，年齢，イチゴの購買行動に関して

の項目から，購入頻度，購入する場所，購入する産地を用いた。結果を表 2-7 に示す。

決定係数がやや低いが，偏相関係数の有意性からモデルは議論が可能であると判断す

る。 

カテゴリースコアを見ると，まず，フェイス項目については，収入が多いほうがカ

テゴリースコアも大きく，購入価格が高い，という想定されるとおりの結果となった。

家族人数は 4人を上回るとカテゴリースコアが負となり，また，単身でもカテゴリー

スコアが負であるが，2 人および 3 人の場合はカテゴリースコアが正である。年齢は

60 歳以上については正であるが，他の階層では負であり，特に若年層についてはそ

の値が大きい。購入頻度は，多く購入する場合にはカテゴリースコアが小さく，少な

い場合には大きくなるという想定どおりの結果である。購入する場所は，「青果店」

で大きく，「直売所」では小さい。また，「きまっていない」場合には小さい。購入す

る産地については，カテゴリースコアが最大のものは「地元産」であり，最小のもの

は「どこでもよい」である。
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図 2-1 に示したように，イチゴの購入価格は比較的ばらつきが小さく，特定の価格

に集中している。そうしたなかで，購入価格に影響する要因については，収入，家族

人数，年齢，イチゴの購入頻度，購入する場所，購入する産地があることが明らかに

なった。地元産農産物を購入するのは年齢が高い消費者であることもよく知られてい

表２－７ 数量化Ⅰ類結果

標準化スコア

アイテム カテゴリー カテゴリースコア 偏相関係数（t値） P値
収入 ～300万円 -20.388 0.164 0.002

～500万円 -0.015 (3.055)
～750万円 6.168
～1,000万円 8.392
1,001万円～ 43.052

家族人数 単身 -3.832 0.155 0.004
2人 7.976 (2.893)
3人 18.197
4人 -0.737
5人以上 -14.713

年齢 ～29歳 -48.760 0.180 0.001
30～39歳 -12.258 (3.360)
40～49歳 -22.843
50～59歳 -3.759
60歳～  14.168

購入頻度 週 2回以上 -16.835 0.079 0.144
週 1回 -0.187 (1.464)
月 2,3回 2.590
月 1回 4.757

購入する場所 スーパー 1.572 0.141 0.009
青果店 11.165 (2.609)
直売所 -31.011
決まっていない -12.497

購入する産地 地元産 13.928 0.180 0.001
県内産 -1.176 (3.368)
県外産 10.032
どこでもよい -18.754
わからない -6.334

定数項 432.455
分散分析表

要因 平方和 df 平均平方 F値 P値
回帰 275868.8 23 11994.30 1.830 0.012
残差 2104087 321 6554.787
全体 2379956 344
重相関係数 0.340 決定係数 0.116 
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る（注 3）が，表 2-7 の結果から，本研究においても年齢が高い消費者が地元産のイ

チゴを高い価格で購入する傾向があることを示していると考えられる。また，本章が

分析する「産地」であるが，「購入する産地」の偏相関係数は「年齢」と並んで大き

く，「産地」への関心が購入価格に大きく影響していることを示唆している。「購入す

る産地」のうち，「どこでもよい」と「わからない」についてはカテゴリースコアが

負であり，「地元産」と「県外産」が正であるが，この県外産を有名産地と捉えれば，

「産地」への関心やこだわりが購入価格を高めているといえよう。表 2-6 に現れてい

るように，産地にこだわらない消費者は多いとはいえ，ターゲットを明確にすること

によって，表 2-7 の結果から，「産地」による差別化の可能性が示唆されていると考

えられる。

（４）購入している産地とフェイス項目

前節では，購入価格に対する影響を分析したが，本節では購入している産地の選択

行動について分析を行う。購入している産地に対して消費者のフェイス項目がどのよ

うに影響しているのか確認するため，多項ロジット分析を行った。従属変数の選択肢

は購入している産地であり，「こだわらない」を基準として「地元産」「県内産」「県

外産」「こだわらない」である。独立変数については，価格，購入頻度，子供人数，

青果店での購入（青果店購入ダミー），農産物直売所での購入（直売所購入ダミー）

である。推定結果を表 2-8に示す。 

表２－８ 購入している産地に対する多項ロジット分析結果

地元産 県内産 県外産 わからない

定数項 -1.902**  
(-2.137) 

-3.675*** 
(-2.769) 

-3.731*** 
(-3.519) 

-5.180***  
(-2.919) 

価格 0.005*** 
(3.248) 

0.004*  
(1.879) 

0.006*** 
(3.513) 

0.002  
(0.825) 

購入頻度 -0.176  
(-1.26) 

-0.010  
(-0.045) 

-0.045  
(-0.247) 

0.525*  
(1.887) 

子供人数 0.320**  
(2.141) 

0.600*** 
(3.278) 

0.488*** 
(2.878) 

0.537**  
(2.527) 

青果店購入ダミー 1.046**  
(2.324) 

1.195**  
(2.003) 

0.904*  
(1.656) 

0.440  
(0.522) 

直売所購入ダミー 2.167*** 
(2.816) 

1.556  
(1.506) 

-28.079  
(0.000) 

-27.954  
(0.000) 

観測値数 349 
対数尤度 -459.279 
注：1) 購入している産地について，「こだわらない」に対する選択肢について示
した。

2) それぞれ，***は 1%，**は 5%，*は 10%の水準で 0 と有意な差がある。
カッコ内は t値である。
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選択肢別にみると，「地元産」を選択については，価格，子供人数，青果店購入ダ

ミー，直売所購入ダミーがそれぞれ有意に選択確率を高めている。「県内産」につい

ても，t 統計量は小さくなるが「地元産」と似た傾向を示し，直売所購入ダミーのみ

が有意でない。「県外産」については「県内産」と同様の傾向である。「わからない」

については，青果店購入ダミーと直売所購入ダミーが有意とはならず，価格と購入先

に関する青果店購入ダミーと直売所購入ダミーが有意ではなく，購入頻度と子供人数

が有意であった。

購入している産地の選択行動についてまとめると，価格については，「わからない」

という選択肢を除いて係数の符号は有意に正であり，「こだわらない」に対して産地

の情報が価格差を許容できる可能性を示唆していると考えられる。また，購入先につ

いて，直売所購入ダミーが「地元産」でのみ有意であったことは，地元産イチゴの販

売先として直売所が有効に機能することを示している。さらに，青果店購入ダミーが

「地元産」「県内産」に加えて「県外産」でも符号が有意に正であったことは，青果

店という対面型の販売チャネルにおいて産地の情報が伝達されている結果と考えるこ

とができる。本節の結果から，消費者が最もイチゴを購入しているチャネルは「スー

パー」であるが，「直売所」や「青果店」においては産地に関してこだわりを持つ消

費者が産地選択に関して特異的な行動を示すことを示唆している。また，直売所での

購入が地元産の購入確率のみを高めることは，狭い範囲での地元産の購入チャネルと

して地元産が機能することを意味しており，多くの産地において直売所で販売すると

いう戦略の有効性を示すものである。

（５）産地と品種の情報を導入した選択実験

回答者がイチゴの属性をどう評価しているかを定量化するために，選択実験を行っ

た。選択実験は，回答者に複数の選択肢を提示し，回答者が最も好ましい選択肢を 1

つ選ぶという評価方法であり，選択型コンジョイント分析とも呼ばれる。この選択実

験は，ランダム効用理論を理論的基礎としており，かつ，店頭での購買行動に類似し

ているため回答しやすいという

利点があるため，マーケティン

グ・リサーチの分野で広く用い

られてきた方法である。

選択実験に供したプロファイ

ルの構成について述べる。属性

表２－９ プロファイルの構成

属性 水準

価格 298円，398円，498円
大きさ 一口で食べられる，一口より大きい

産地 地元産，県内産，県外産

食味 甘い，甘酸っぱい

品種 表示あり，表示なし
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については果実品質である食味と大きさ，購買意思決定に影響する価格，本章の問題

意識から産地と品種とした。属性に対する水準であるプロファイルの構成については

表 2-9のとおりである。産地については地元産と県内産，県外産の 3水準とし，品種

については，予備調査から得られた消費者のイチゴの品種に関する知識が必ずしも多

くないという知見から具体的な品種名を示さず，品種名の表示の有無による 2水準と

した。これらの属性と水準の組み合わせから，直交計画によって選択肢集合を構成し

た。なお，回答者ひとり当たり 5 回の選択を行うこととし，「ここからは，実際に買

い物をするときのように，3 種類ならんだイチゴからひとつを選んでいただきます

（『選択実験』という方法です）。それぞれのイチゴについて，以下の 5項目が示され

ます。示されていない色や香り，いたみについては，すべて同じでどれも十分におい

しそうなものとして考えてください。」というワーディングによる説明を加えた。

推定には条件付きロジット分析を用いた。推定結果は表 2-10のとおりである。

いずれの係数も有意であり，符号は価格と食味について負，他の属性については正

であり，価格が安く，大きく，甘いほうが高い効用を有するという結果である。これ

は，イチゴの消費者ニーズについて選択型コンジョイントを用いて分析した先行研究

である下山ら[2]の結果とも一致する。本章が課題とする「産地」と「品種」につい

てであるが，産地がより近く，品種情報があるほうが高い効用を有することが明らか

となった。このそれぞれの果実品質による影響の大きさを価格で評価したものが限界

支払意志額である。その値をみると，「大きさ」と「産地」は 100 円台の前半であり，

これらの項目の違いは同程度と評価することができるが，「品種」については表示さ

れている場合に，およそ 200 円の限界支払意志額となるため，「品種」の表示は「大

きさ」および「産地」の変化よりも大きいことが明らかとなった。

食味については，甘いだけでなく

酸っぱさも欲しいというグループイ

ンタビューの結果を踏まえ，甘酸っ

ぱさに対する評価を得ることをねら

いとしたが，調査票に「甘酸っぱい

（酸っぱさも残るもの）」と表示し，

甘さと甘酸っぱさのバランスについ

ては説明しなかったために，酸っぱ

さというワーディングが敬遠され，

大きく負に作用することとなったと

表２－１０ 条件付きロジット分析の推定結果

係数（t値） 限界支払意志額

価格 -0.0025***
(-7.000)

大きさ 0.3242***
(5.903)

129.328

食味 -1.2620***
(-21.420)

-503.497

産地 0.2982***
(8.540)

118.950

品種 0.5047***
(9.002)

201.374

観測数 2182 
対数尤度 -1973.3 

注：***は 1%の水準で 0 と有意な差がある。
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考えられる。

産地については，県外産より県内産，県内産より地元産が高い効用をもたらすこと

が明らかとなった。前項の分析結果から，産地の選択は購入先によっては県外産も選

択される傾向にあることが示されているが，青果店のような口頭での説明がない状態

ではより消費者に近い産地が選択されていると考えることができる。

品種については，卸売業者や小売業者への聞き取りでは，消費者は品種を気にして

いないという意見が得られていたのに対して，消費者のグループインタビューにおい

ては，消費者の知識は多くないが表示されていないという不満があることが確認され

ていたが，品種名が表示されていれば限界支払意志額から大きさの倍近くの消費者効

用をもたらすという結果から，品種が表示されることによる消費者の選択行動への影

響は顕著であると考えられる。

（６）購入時点で「重視すること」と「知りたいこと」

ここまで，産地や品種に対する意識を確認したうえで，実際の購入段階を想定し，

選択実験によって産地や品種の情報がどのように評価されるかを分析してきた。ここ

からは，現在，取り組まれつつあることも踏まえて，売り場では知り得ないことも含

めて，産地や品種の情報がどのように評価されているのか，消費者の個人属性との関

係を分析することで，産地や品種の情報を活用した販売戦略のターゲットとなる消費

者層を明らかにしていく。

本項では，イチゴを購入する際に「重視すること」および「知りたいこと」につい

ての質問を分析する。「重視すること」については，現実に行われている購買行動を

反映したものであり，「知りたいこと」については，現在取り組まれつつあることを

含めて，現状では売場で知り得ないことも含めた質問項目としている。これら 2つの

質問から，「産地」「品種」情報を消費者がどう捉えているのかを分析する。なお，調

査票の記述は表 2-11 および表 2-12 における質問項目の欄に示したとおりであり，

「重視すること」と「知りたいこと」のそれぞれの質問項目について，いずれの場合

も「1 まったく当てはまらない」から「6 非常に当てはまる」までの 6 段階の多

項単一選択回答で回答を得ている。加えて，「産地」「品種」については特定の「産地」

や「品種」を示していない。

１）重視すること

はじめに，イチゴを購入する際に「重視すること」に関する質問に対する回答は表
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2-11 のとおりである。結果から，「いたみのなさ」「色つや」が特に重視されており，

「価格」「大きさ」「粒のそろい方」が続いている。また，本章が課題とする「産地」

「品種」については，全体としては比較的重視されていないという結果となった。な

お，この「重視すること」においては，質問項目に食味を含んでいない。これは，品

種の育成段階において育種目標には必ず良食味が含まれており，また，食品としての

基本的な価値である食味が重視されないといった消費者による購買行動や産地側の販

売戦略というのは想定しがたいためである。

この「重視すること」10 項目の質問について，因子分析を行った。因子の抽出に

は主因子法を用いてバリマックス回転を行い，因子負荷量の二乗和が 1を超えている

ことおよび累積寄与率が 50%を超えることを基準として，3 つの因子を抽出した（表

表２－１１ 「重視すること」に対する応答

質問項目 平均値 標準偏差 中央値 尖度 歪度 平均順位

価格 4.5 1.1 5 0.5 -0.7 6.2c

大きさ 4.3 1.0 4 0.8 -0.8 5.9c

色つや 4.8 0.9 5 2.6 -1.0 7.0b

粒のそろいかた 4.3 1.1 4 0.1 -0.6 5.7cd

いたみのなさ 5.2 0.8 5 1.7 -1.0 7.9a

香り 4.2 1.2 4 -0.2 -0.5 5.7cd

産地 4.0 1.2 4 -0.1 -0.4 5.1de

品種 3.8 1.2 4 -0.6 -0.2 4.7e

売り手の説明 3.0 1.3 3 -0.5 0.2 3.1g

客の評判 3.3 1.3 3 -0.7 -0.1 3.7fg

注：Friedman 検定の結果，項目間に有意水準 5%で差があり，Scheffé の多重比較の結果，
平均順位の異符号間に有意水準 5%で差がある。

表２－１２ 重視することに関する因子分析結果

第 1因子 第 2因子 第 3因子

付加価値 見た目のおいしさ 言語情報

産地 0.877 0.062 0.098 
品種 0.732 0.147 0.275 
香り 0.561 0.350 0.117 
色つや 0.211 0.826 -0.030 
いたみのなさ 0.123 0.559 -0.119 
大きさ 0.192 0.499 0.122 
粒のそろいかた 0.278 0.428 0.174 
価格 -0.048 0.407 0.049 
売り手の説明 0.214 0.001 0.921 
客の評判 0.148 0.067 0.757 
因子負荷量の二乗和 1.864 1.745 1.582 
累積寄与率（%） 18.6 36.1 51.9 
注：1) 各因子について因子負荷量を示し，値が大きいものを太字とした。

2) Kaiser-Meyer-Olkinの妥当性は 0.711である。
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2-12）。因子負荷量が大きい項目を見ると，因子 1は，「産地」「品種」「香り」であり，

直接おいしさには結びつかない項目である。このことから，因子 1を「付加価値」と

解釈できる。因子 2 は，「色つや」「いたみのなさ」「大きさ」「粒のそろいかた」「価

格」であり，イチゴそのものの属性を示す「見た目のおいしさ」と考えられる（注

4）。因子 3 は，「売り手の説明」「客の評判」である。これを「言語情報」と解釈す

る。 

「重視すること」の個人による差

異を明らかにするため，因子分析によ

る 3 因子の因子得点について，「購入

している産地」の回答ごとに平均値を

示したのが図 2-2 である。「付加価値」

得点について，「地元産」「県内産」を

購入している消費者で高く，「こだわ

らない」「わからない」としている消

費者で低い。また，「言語情報」につ

いては，「付加価値」得点ほどのばらつきは見られないものの「地元産」を購入して

いる消費者で高く，「県内産」「県外産」「わからない」としている消費者で低い。こ

のことは，購入時に重視していることと実際の購買行動の間の結びつきを示しており，

「地元産」のイチゴを購入している消費者は「付加価値」得点が高いと考えることが

できる。

本項では，産地や品種の情報を活用した販売戦略のターゲットを探索するため，

「重視すること」の因子得点と消費者の個人属性との関係を分析する。消費者の個人

属性について，ターゲットへのアクセスを考慮し，フェイス項目をクラスター分析す

ることによって消費者を類型化する。フェイス項目から，年齢，職業，同居している

家族の人数，中高生の人数，小学生以下の人数，年収の 6 つの変数により，表 2-13

のとおり，3 つの世帯類型を解釈する。「リタイア世帯」は，年齢が 60 歳を超えてお

り，専業主婦または退職後無職，子供のいない 2人暮らしで，収入がやや低い，とい

う構成が代表的である。「子供あり世帯」は，年齢はばらついていて，会社員または

専業主婦，2 世代以上が同居しており，中高生と小学生以下の子供がおり，収入は中

位である。「子供なし世帯」は，年齢が 40 代から 50 代で，会社員または専業主婦，

小学生以下の子供はおらず，収入はやや高い。この 3つの世帯類型について，「産地」

「品種」情報を含む「付加価値」に加えて，宣伝に関連する「言語情報」の因子得点

図２－２ 購入する産地と因子得点
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リタイア世帯 140
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図 2-3 である。「付加価値」得点が高いのは

得点が高いのが「子供あり世帯」である。「リ

については，前項までの分析の中でも，年齢

ったことを裏付けるものである。イチゴの購

グループインタビューにおいて示されている

語情報」の特典が高いことが特徴である。こ

が低いが，現状では重視していないことであ

客の評判を参考

「言語情報」の得

産地や品種の情

が得ることによっ

品選択の基準にす

と考えられる。従

情報を訴求する顕

ア世帯」であり，

るプロモーションの対象は「子供あり世帯」

する際に「知りたいこと」についての質問

単一選択回答によって回答を得た。「知りた

表２－１３ 世帯類型の特徴

数 年齢 職業 家族人数 中高生 小学

0 4.9 8 1.7 0.0
2 3.5 1, 6 4.5 0.7
9 3.9 1, 6 2.7 0.1
1 4.3 2.7 0.2

代，2:30 代，3:40 代，4:50 代，5:60 代以上」とコ

・教員，3:農業・漁業，4:自営業，5:団体職員，6:

ート・アルバイト，10:その他」とコード化，同居

，小学生以下の人数は実数，年収は「1:300 万円

万円～750 万円，4:751 万円～1000 万円，5:1001 万

中高生，小学生以下，年収は中央値，職業は頻度

図２－３ 因子得点（

は「リタイア世帯」

リタイア世帯」にお

齢が高い場合に地元

購買には子供の存在

るが，「子供あり世

この「子供あり世帯」

あっても，売り手か

であると考えられ

し，「重視すること」

たいこと」について

学生以下 年収

0.0 1.7
1.2 2.5
0.0 2.9
0.2 2.3

ード化，職業は「1:

:主婦，7:学生，8:定

居している家族の人

以下，2:301 万円～

万円以上」とコード

度の多い値を示した．

付加価値×言語情報）
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は「重視すること」と異なり，販売時点で試食をしない限り知ることのできない「味」

や，その他の通常は表示されていないことも含めて調査項目を構成している。「知り

たいこと」に対する質問の結果は表 2-14のとおりである。「味」と「農薬散布回数」

が最も知りたいことであり，本章が目的とする「産地」「品種」は，「収穫日時」に続

く 4番目の要素となっている。「産地」「品種」といった属性は，商品としてのイチゴ

の価値を必ずしも直接的に高めるものではない。従って，産地側が，「産地」「品種」

情報による他産地に対する競争力を期待するには，それらの情報を消費者が付加価値

として認識する必要がある（注 6）。

本章では，調査対象地域を郡山市として，地元産農産物であることを消費者にとっ

てのメリットとして想定しているため，産地や品種の情報は，消費者自身がイチゴに

対する関係性において感覚的あるいは観念的な価値をもたらすものと期待される。こ

こで，イチゴの選択行動における関係性について，「顔の見える関係」がもたらす安

心感や郷土愛のような情緒的な感覚，地元の農業を支援する援農意識といった，果実

品質とは異なるフェーズの要素が消費者に対して訴求され，地元農産物を選択するこ

とによって感覚的あるいは観念的な価値が

形成されると仮定し，イチゴにおける関係

性に関する消費者の意識を分析する。こう

した関係性を説明するため，近年，社会的

な関心が高まり，施策としても推進されて

いる（注 7）「安全」「安心」と，イチゴの

購入時に「知りたいこと」との間の因果関

係をモデル化して分析する。分析にあたり，

消費者のタイプによる違いを反映させるた

表２－１４ 「知りたいこと」に対する応答

質問項目 平均値 標準偏差 中央値 尖度 歪度 平均順位

味 5.1 0.8 5 2.3 -1.0 5.2a

産地 4.2 1.2 4 -0.3 -0.5 3.6c

生産者 3.8 1.3 5 -0.6 -0.1 2.9d

品種 4.1 1.2 4 -0.2 -0.5 3.5c

収穫日時 4.6 1.2 5 0.4 -0.8 4.3b

農薬散布回数 4.9 1.2 4 0.5 -1.0 4.8a

栽培方法 4.2 1.3 4 -0.4 -0.5 3.7c

注：Friedman 検定の結果，項目間に有意水準 5%で差があり，Scheffé の多重比較の結果，
平均順位の異符号間に有意水準 5%で差がある．

図２－４ 因果関係モデル
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めに，平均構造を含む多母集団による構造方程式モデリングを行う。「知りたいこと」

に基づく消費者のイチゴ選択における関係性の因果関係モデルを図 2-4 に示す。楕円

形は潜在変数，長方形は観測変数，円形は誤差変数，矢印は因果関係を示している。

潜在変数である「安全」「安心」の 2 因子を互いに相関のあるものと想定し（注 8），

「安心」は「産地」「生産者」「品種」「味」「収穫日時」「栽培方法」に対して，「安全」

は「生産者」「品種」「味」「収穫日時」「栽培方法」「農薬散布回数」に対して因果関

係があるとし（注 9），結

びつきの強いと想定される

「安心」から「生産者」と，

「安全」から「農薬散布回

数」の係数を 1に固定する。

多母集団を構成する消費者

のタイプについては，前項の分析結果から，プロモーションの対象となる潜在的な対

象が「子供あり」の世帯であり，この世帯の「産地」「品種」に対する意識を分析す

るため，表 2-13の 3つの世帯類型のうち「リタイア世帯」「子供なし世帯」を統合し，

「子供なしグループ」「子供ありグループ」の 2つを用いる（表 2-15）。2グループ間

で同じ観測変数に対する因子パターンが等しいとする測定不変が満たされているため，

グループ間の「安心」「安全」2 因子の平均構造を分析するために切片はグループ間

で等しいとしたうえで，「安心」「安全」2 因子の分散，因子間の共分散，観測変数の

誤差分散が 2 グループ間で等しいという制約を検討した結果（注 10），表 2-16 に示

した適合度指標から「安心」「安全」の 2 因子の分散がそれぞれグループ間で等しい

とするモデルを採択する。

このモデルによる推定値は図 2-5(a)(b)のとおりである。因果関係を示すパス係数

は標準化係数によって示した。本章において注目する「産地」「品種」については，

「安心」との因果関係が 0.7 から 0.8 程度と大きく，「安全」との因果関係は有意で

はない。また，「安全」および「安心」のいずれからも「味」への係数の値は小さく，

かつ，「味」の決定係数は小さいため，「味」については因果関係の小さい「安心」

表２－１６ モデルの適合度指標

モデル CFI RMSEA PCLOSE AIC 

制約なし 0.954 0.073 0.022 165.865
制約あり 0.951 0.067 0.048 162.707
注：「制約なし」は測定不変モデル，「制約あり」は，「安

心」「安全」の分散がグループ間で等しいとした制約を

課したものである．

表２－１５ 世帯グループの特徴

グループ 回答数 年齢 職業 家族人数 中高生 小学生以下 年収

子供なし 279 4.5 6, 8 2.1 0.1 0.0 2.2
子供あり 102 3.5 1, 6 4.5 0.7 1.2 2.5
合計 381 4.3 2.7 0.2 0.2 2.3

注：各変数とその代表値の記述については表 2-13と同様である．
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数の説明力が低いことを示している。さらに

は値が小さく，「安心」「安全」の間で係数に

における「生産者」は，「顔の見える関係」

「安心」との因果関係があるとここでは想定

「産地」や「品種」もまた「安心」と因果関

「収穫日時」「栽培方法」より大きいことが

心」の因子平均を回答者のグループ間で比較

に対して，「子供なしグループ」の「安全」

の因子平均は小さい（P=0.104）。「子供あ

いて「産地」「品種」の評価が低い傾向にあ

定されているが，「知りたいこと」について

という同じ傾向を示しており，その要因とし

低いことが明らかとなった。

第４節 考察

の属性を明らかにするとともに，イチゴの属

することを目的として調査を行った結果，得

りグループ (b)子供なしグル

図２－５ 世帯グループごとの推定結果

表２－１７ 因子平均（子供ありグループ）

推定値 標準誤差 検定統計量

-0.216 0.133 -1.626
-0.030 0.137 -0.217

ループの因子平均をそれぞれ 0とした．

に，「味」「収穫日時」

に有意な差が見られ

といった果実品質

定して消費者意識を

関係があり，その因

が明らかとなった。

較する（表 2-17）。

の因子平均に有意

ありグループ」は，

あるため，プロモー

も現状では「産地」

して「安全」に比べ

属性との購買行動に

得られた知見は以下

ループ

P値
0.104

>0.5
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イチゴの購買行動は子供の存在と強く結びつき，また，消費者はイチゴを購入する

際にはっきりとした「価格」の基準をもっており，購入する際に「地元産」であるこ

とを高く評価している。「品種」については知識が少ないものの，「品種」によってイ

チゴを選びたいと考えており，「品種」の情報を表示することによって購入のインセ

ンティブを高めることが可能である。

実際に購入している価格についてはばらつきが小さいが，年齢が高い世帯では比較

的高い価格で購入されており，また，産地についても購入価格に対する影響は大きい。

産地については，「こだわらない」とした回答者に比べ，「地元産」であったり，他の

有名産地を指すと推察される「県外産」とした回答者の場合において購入価格は高い

傾向にある。

また，購入している産地については，購買チャネルも影響している。直売所で購入

している回答者は地元産を選択する傾向があり，広く他産地からも商品をそろえ，対

面で商品の説明ができる青果店で購入している回答者は県外産を選択する傾向にある。

購買行動におけるイチゴの属性について，購買実験の結果，「大きさ」「食味」「産

地」「品種」の係数は有意であり，当然重視される良食味を前提とすれば，本章が目

的とする「産地」，「品種」情報の販売上の有効性は明らかである。特に，産地におい

ては消費者により近いほうが効用が高いという結果が得られた。

イチゴの購入に際して「重視すること」には，「見た目のおいしさ」「付加価値」

「言語情報」という因子の存在が示され，「産地」「品種」は，そのなかでも「付加価

値」の因子負荷量が大きいことが明らかとなった。消費者を「リタイア世帯」「子供

あり世帯」「子供なし世帯」の 3 つの世帯類型に分類した場合，「リタイア世帯」は

「付加価値」因子との，「子供あり世帯」は「言語情報」因子との関連が深く，これ

らの世帯類型に対して，「産地」「品種」情報を訴求することの有効性が示唆される。

また，イチゴの購入に際して「知りたいこと」について，「安心」と「安全」という

因子を潜在変数として，「子供ありグループ」と「子供なしグループ」による多母集

団の構造方程式モデリングを行ったところ，「安心」と「産地」「品種」に因果関係の

あることが示された。さらに，「安心」「安全」について，「子供ありグループ」「子供

なしグループ」を比較すると，「安心」について，「子供ありグループ」の関心が低い

ことが示された。これらのことから，計測可能な「安全」に対して主観的な概念であ

る「安心」によって，「産地」「品種」への関心が促され，他県産に対して競争力の期

待されるイチゴの属性を消費者に訴求する可能性があることが明らかとなった。全体

としては消費者の関心の低い「産地」「品種」と関係が深い「安心」を醸成するため
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の取り組みが求められるが，本章で「安心」との結びつきが最も深いと想定した「生

産者」に加えて「産地」「品種」から「安心」への因果関係が大きいことから，具体

的には，自分の知っている生産者のものといった，顔の見える関係を活かしたプロモ

ーションや消費者の郷土愛に訴える取り組みが考えられる。

こうした結果から，以下のように産地の販売戦略に対する含意を得ることができる。

戦略的販売行動には差別化と安売りという選択肢があるが，後発産地としての福島

県がイチゴにおける産地間競争において生き残るためには，市場ですでに大きなシェ

アを得ているイチゴに似たイチゴを生産してコストを下げる努力をするよりも，むし

ろ低価格競争に巻き込まれない産地戦略を持つべきであろう。また，福島県内の消費

拡大という施策上の課題から見ても，限られた市場全体のパイが伸びることを期待す

るより，ターゲットとなる消費者を絞って継続的な関係を築くことの有効性が本章の

結果から示唆されている。安売り戦略に対応する消費者ではなく，「産地」「品種」の

情報による差別化戦略に対応する，こだわりの強い消費者をターゲットとするべきで

あろう。本章の分析から得られた，イチゴの「産地」「品種」に対するニーズの存在

は，販売戦略構築の上で有用な知見となると考えられる。また，福島県は育成品種を

活用し，品種特性等を踏まえターゲットを明確にした流通・販売促進を展開するとし

ている（注 11）が，イチゴにおいては，「産地」「品種」情報を含む「付加価値」が

地元産の購買と結びついており，ターゲットとなる消費者層として，「付加価値」を

重視する「リタイア世帯」，クチコミなどの「言語情報」を重視する「子供あり世帯」

がいることが示唆されている。

しかし，福島県で生産されるイチゴを県オリジナル品種に置き換えるという戦略は

必ずしも現実的でない。図 2-1 から，「産地」について「こだわらない」「わからない」

としている回答が４割を占めており，県オリジナル品種を受け入れるターゲットは必

ずしも多くない。従って，県育成品種を活用した流通・販売促進を考える上でも，安

易に「地産地消で安全・安心」などといったスローガンに依存するべきではないであ

ろう。櫻井[3]は，地産地消について推進役が農政担当部局に任されている傾向があ

るため，農業サイドに偏った視点に立った事業推進に陥りやすい点を指摘しているが，

「産地」「品種」についてもまた，ともすれば「地元のものだから売れるはず」「県の

オリジナル品種だから振興すべき」といった，流通・消費者ニーズ不在の偏った施策

の道具となりがちである。福島県は，とりわけ 12 月の消費が伸びる時期において出

荷量が追い付かず，他県産に県内市場のシェアを奪われている状態であり，前章にお

いて述べたように 12 月の出荷量が伸びないという品種の特徴を踏まえると，福島県
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オリジナル品種に作付けを集中することは得策ではない。

今後の福島県オリジナル品種の販売戦略については，市場における標準的な品種の

生産と流通をベースとし，福島県内および県外市場において，隣県でも生産されてい

る標準的な品種によって市場シェアを拡大してくことが望まれる。並行して生産され

る福島県オリジナル品種については，小ロットであっても地元で育成された品種であ

ることが伝わる販売チャネルにおける差別化戦略を選択することが有効であると推察

される。

本章は，現状では比較的重視されていないと考えられる「産地」「品種」情報を訴

求する可能性を検討した結果，潜在的な消費者ターゲットの存在する「産地」「品種」

情報が差別化戦略に寄与することを明らかにし，標準的な「とちおとめ」主体の生産

のなかで，福島県オリジナル品種を地元育成品種として，適切なチャネルや販促方法

に基づいた差別化戦略に位置づけることの有効性を含意とするものである。

注

1）福島県農林水産部流通消費グループ「福島県農林水産物販売促進基本方針」に

よる。

2）高橋[4]は，地産地消活動の最大の範囲は一つの都道府県の内部にあるとして

いる。本章でも，消費者が都道府県を越えた範囲を地元産と捉える，という想

定はしていない。

3）例えば，福島県農林水産部農林企画グループ「農業・農村に関する県民アンケ

ート調査」でも，年齢が高いほうが県産農産物を購入することが示されている。

4）イチゴの育種段階では果型や色，大果性といった基準が使われるが，ここでは

「色つや」や「いたみのなさ」が，品種特性ではなく鮮度に代表されるおいし

そうな見た目を反映するものと考える。また，「価格」はおいしさに直接結び

つかないと考え，因子 2を「見た目のおいしさ」と解釈する。

5）筆者は，半杭[5]において食生活一般のモデル化と子供の有無のみによって分

析対象を分類したが，ターゲットへのアクセスを考慮して，本章ではフェイス

項目のクラスタリングにより世帯の類型化を行った。

6）選択実験の結果から，イチゴの「産地」が消費者に近い場合，また，「品種」

の情報がある場合に効用が高まると考えられる。従って，「産地」を重視する

場合は，他の有名産地よりも地元を志向していることが推察される。

7）福島県では，「ふくしま食・農再生戦略」において，「安全・安心で環境と共生
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する農業への取組み，消費者への情報提供の充実，地域に受け継がれた伝統野

菜や食文化の継承などを促進」，また，「マーケティングを重視した，安全・安

心な農産物の生産体制の強化と効果的な販売促進対策の展開」といった形で，

施策に安全・安心を位置づけている。

8）ここでは，「安全」「安心」を相関関係のある 2 変数としているが，「安全」「安

心」の関係には議論の余地が残されている。例えば，中嶋[6]は，「安心の向上

については，確実な安全対策をベースにして，国民・消費者に働きかけて心理

的な安寧をもたらすアプローチが必要」としており，永木[7]は，「『安心』とは，

安全性概念を包含しつつも，より深遠なる内面的な『不安の払拭』，あるいは

『安堵』という情緒的表現が適当」としている。両者とも「安全」「安心」は

区別すべきとしている点は共通である。また，堀田[8]は「安全性は客観的・科

学的なもの，安心とは主観的に消費者が受け止めるもの」としたうえで，「生

産段階の取り組みとして，客観的・科学的と考えられるものについては安全性，

それ以外の消費者に安心を向上させる取り組みについてもそれが科学的に根拠

があるかどうかは別として安全性への配慮が存在する場合，安全・安心という

表現を用いる」と記述している。

9）ここで用いている「農薬散布回数」については，農薬は適正な利用をすること

で安全性は高く，とくに消費段階において使用の有無や程度において安全性に

違いはないが，ここでは，一般に農薬を使わないことは安全につながるという

イメージがあることを踏まえている。

10）図 2-4の因果関係モデルにおけるこれらの制約の組み合わせは 16個あるが，

その詳細は紙幅の都合から割愛する。

11）福島県による「食彩ふくしま販売促進プラン」にこのことが明記されている。

引用文献

[1] Mangione, Thomas W. (1995) Mail Surveys: Improving the Quality, SAGE 
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の実際：調査における品質管理のノウハウ』同友館，1999年）.
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第３章 都道府県が育成した品種に対する小売業者ニーズ

第１節 目的と課題

都道府県が新たに育成した品種を市場に導入する場合，販売戦略において，既存

の産地や品種の構成に対してどのようなポジショニングを採用するかという点を明確

にする必要がある。こうした新商品の市場導入にあっては，実務レベルでノウハウが

蓄積されているが，品種の育成主体である都道府県においては，こうした実務分野の

知見を育成新品種の販売戦略において活用できていないケースもあると推察される。

新たに育成された品種は，多収性や耐

病性といった栽培面のメリットがあるた

めに，生産サイドにとってはその採用に

明らかな利点があるが，イチゴのように

品種名が販売時点で表示される品目にお

いては，販売する品種アイテム数が限ら

れているため，その品種の品質と数量が

売り場の棚割りを確保できるだけの水準

に達していなければ，販売機会を失って

しまう。新品種を投入する市場において

標準的な品種が存在する場合，生産規模

が小さく市場占有率の低い後発産地が独

自品種を市場に導入することは，取引機

会の損失を招く可能性もあるため，産地

にとって品種更新の意思決定は容易では

ない。従って，一般的な新製品開発のプ

ロセス（図 3-1）に従えば，市場テストを経て市場に導入された新品種の市場での反

応や顧客の動向をフィードバックし，産地の販売戦略としてのマーケティング・ミッ

クスに調整を加えていくことが重要なのであり，本章の目的は，市場に出回り始めた

新品種の販売時点の評価を通じて，都道府県育成品種の生産拡大に向けた産地戦略構

築のための知見を得ることと整理できる。

前章においては，消費者によるイチゴの選択について，産地および品種の情報が

消費者に求められつつあること，また，そのターゲットとなる消費者像を明らかにし

図３－１ 新製品開発のプロセス

注：小川[1]によるアーバンらの図を引用。
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てきた。イチゴの品種育成は，都道府県が主体となって行われることが多いが，この

ことは，各地の気象や土壌の条件に適合した品種が育成されるというだけでなく，消

費者にとっては，自身が居住する地元で育成された品種が出回ることを意味し，同時

に，流通・小売り段階にとっても，地元育成品種という新たな商品アイテムが得られ

ることにつながるため，都道府県が主体となって育成する新品種は，生産段階だけで

なく，流通・小売段階にとっても採用するメリットがあると考えられる。

こうしたことから，本章の課題は，小売業者の調査を通じて，明確でない産地育

成品種に対する小売り段階のニーズの存在を確認することと，出回り始めた新品種の

評価を明らかにすることである。小売業者にあっては，さまざまな産地や品種のイチ

ゴを扱っているため，産地育成品種について他の産地や品種と比較して客観的な評価

を行うことができると考えられるが，こうした小売業者を対象として新品種の評価に

ついて調査を行った先行研究はほとんど見受けられず，本章で行う調査は産地の販売

戦略構築にとって有意義なものであると考えられる。

第２節 データと方法

１．データ

（１）小売業者を調査することの意義

本項では，実施した小売業者の意義と調査方法の詳細について述べる。市場に導入

された新製品は，実際の市場での反応や顧客の動向を見ながら，マーケティング・ミ

ックスに変更が加えられる。こうした新製品導入のプロセスとして新品種の市場導入

を捉えると，販売時点での評価を産地が捉えることが必要であると考えられる。

品種の育成は目標とする特性を確認した段階で完了するため，育成・登録された品

種は遺伝的に一定の特性を保持し，他の品種との区別性を有する。しかし，そのこと

は栽培管理に影響を受けるフィールドレベルで斉一性を持った同一の水準のものが生

産・出荷されていることを担保しないため，育成段階の試験圃や実証圃における品質

水準ではなく，消費者が実際に手に取る果実の品質水準（これをコマーシャル品質と

本章では呼称する）は異なっていることも想定される。また，イチゴは個体ごとのば

らつきが大きい品目であり，同じ品種であっても産地ごとの差が大きいことが筆者の

行った聞き取り調査で指摘されている。ここでは，フィールドで生産され始めた産地

育成品種の評価について，実際に商品としてのイチゴを取り扱っている小売業者を対
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象に調査し，その結果を分析することによって，産地育成品種のコマーシャル品質に

対する評価を確認する。

ここでは，調査対象となる小売業者を品種が育成された都道府県内に限定する。こ

れは，本研究が後発産地による新品種の育成と生産拡大に着目しており，出荷ロット

の小ささを補うために，遠隔の大消費地ではなく地元市場での販売を想定しているこ

とに基づくものである。また，小売業者については，イチゴが一般に取り扱われてい

る販売チャネルを網羅するため，食品スーパー，総合スーパー，青果店，生協，農産

物直売所とする。

（２）調査の概要

後発産地による育成品種の販売戦略に対する知見を得るため，事例として福島県

オリジナル品種の「ふくはる香」および「ふくあや香」について，調査を実施した。

なお，「ふくはる香」「ふくあや香」はごく一部の例外を除いていずれも福島県内を主

な出荷先としているため，調査対象となる小売業者も福島県内に限定した。

方法は，郵送による質問紙調査である。サンプリングに当たり，職業別電話帳を

用いて「スーパー」「青果店」「くだもの屋」に記載のあるものから系統抽出法によっ

て無作為に抽出した 330 件に調査票を配布し，116 件を回収した。なお，実施時期は

2008 年 1 月である。調査した項目は，店舗において取り扱う品種の数や種類，県オ

リジナル品種の知名度，品種ごとに質問した品種特性に関する具体的な評価である。

２．方法

（１）福島県産イチゴの流通

分析に先立ち，福島県産イチゴの生

産・流通状況を確認しておこう。

福島県において作付けされているイ

チゴの品種は表 3-1 のとおりである。

最も多いのは作付面積の過半を占める

「とちおとめ」である。2 番目に多い

のは「さちのか」であり、栽培許諾に

よって複数県で栽培されている品種の

作付け割合が高い。福島県オリジナル

表３－１ 福島県内の品種別作付面積 (ha) 

品種 面積（%）

とちおとめ 41.9（55）
さちのか 7.5（10）
ぴいひゃらどんどん 3.3（ 4）
ふくはる香 2.9（ 4）
ふくあや香 2.3（ 3）
その他 18.2（24）
計 76.1

注：福島県「平成 17 年度野菜生産状況調査」

による。
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品種の「ふくはる香」「ふくあや香」は合わ

せて 10%に満たない。次に，福島県産イチ

ゴの出荷先を示したのが表 3-2 である。主な

出荷先はおよそ 7割を占める卸売市場であり，

なかでも福島県と北海道の市場の割合が多い

が，これらの市場において流通している主な

品種は「とちおとめ」であり，複数の県が出

荷を行っている。さらに，福島県内の卸売市

場における入荷量と福島県産の割合を示した

のが表 3-3 である。福島県産の割合は 35～

74%と幅があるが，取扱量の最も多いいわき中央卸売市場において福島県産の割合は

3 割台と少ない。これは，特に 12 月期の福島県産の入荷量が少なく，栃木県産や茨

城県産にシェアを奪われていることが要因として考えられる。

まとめると，福島県において

は，おもな出荷市場である福島

県内と北海道で標準的になって

いる「とちおとめ」が多く栽培

され，福島県オリジナル品種の

作付けは伸び悩んでおり，また，

県内の市場流通においては県外

産が一定の割合を占めているた

め，福島県産の伸びしろがある

といえる。

表３－２ 福島県産イチゴの出荷先

数量（t） 構成比

卸売業者 1,790  69.9
（うち県内 807） 31.5
（ 北海道 664） 25.9
（ 京浜 282） 11.0
直売・直販 734  28.7
小売業者 26  1.0
加工業者 10  0.4
合計 2,560 100
注：東北農政局「東北地域における青果

物の生産・流通と消費」，福島県「食

彩ふくしま販売促進プラン」（いずれ

も平成 16年）による。

表３－３ 福島県内の市場別入荷量(t)  

市場 数量 うち福島県産

福島中央卸売 544 388 (71%)
いわき中央卸売 1,162 431 (37%)
郡山市総合地方卸売 585 351 (60%)
東印郡山卸売 54 40 (74%)
会津公設地方 331 117 (35%)
合計 2,676 1,327 (50%)
注：東北農政局「東北管内対象市場における主要野菜の

入荷量と価格」平成 16年に基よる。なお，カッコ内
は入荷量に占める福島県産の割合を示す。 
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（２）新製品開発と先発優位性

本研究が課題とするイチゴの

新品種について，新しい品種を

用いた新製品の投入として考え

ることとする。イチゴ市場は，

市場全体が成熟化しているなか，

「とちおとめ」が高いシェアを

獲得しており，先発の「とちお

とめ」に対する競争優位をねら

うためのブランド化を後発産地

が図るという構図として捉える

ことができよう。図 3-2 に示したアンゾフの製品市場グリッドは，成長戦略を考える

うえでの最も古典的な枠組みである。「とちおとめ」主体の市場への新品種の導入は，

現有市場に新製品を投入する，製品開発戦略と位置付けられる。新製品開発にはリス

クが伴うが，田中[2]は，新製品開発のリスクが収益の期待値と不確定性によって決

定されるため，不確定性を低減する一つの方法として，アンゾフの製品市場グリッド

における市場開拓戦略，すなわち，既存市場にとどまっての製品開発がリスク・マネ

ジメントの点から有効であることを述べている。

Kotler and Keller[3]は，企業のポジショニング戦略と差別化戦略について，製品ラ

イフサイクルの間に起きる製品，市場，競合他社の変化に応じて変えていかなくては

ならないと述べている。製品ライフサイクルは，導入期，成長期，成熟期，衰退期か

らなり，ほとんどの製品において S 型を描くとされる。製品ライフサイクルのなか

の導入期において課題となるのが，市場に参入する順位である。市場に先んじて参入

することによって獲得する競争優位性は先発優位性と呼ばれ，多くの研究成果がそれ

を支持している。Carpenter and Nakamoto[4]は，1923 年にマーケット・リーダーで

あった 25 社のうち 19 社が 60 年後の 1983 年にもマーケット・リーダーであり，ま

た，先発ブランドの優位性について，ある製品カテゴリーにおける製品属性が不明確

な場合において，先発ブランドが当該カテゴリーの典型例として参照されるため，消

費者の選好が先発ブランドにシフトしていくことを指摘している。韓[5]は，先発ブ

ランドに対する消費者の認知構造について分析し，新しく形成された目的志向カテゴ

リーについては，伝統的な分類カテゴリーとは異なるカテゴリー・スキーマが形成さ

れるため，伝統的な製品カテゴリーにおいて後発であっても，目的志向カテゴリーに

図３－２ アンゾフの製品市場グリッド

注：小川[1]から引用。
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おいては典型的なブランドとして消費者に知覚されるため，競争優位性を獲得できる

という概念的フレームワークを提示した。こうした後発ブランドが新しいサブ・カテ

ゴリーを発見することによって競争優位性を獲得するという実例として，角田[6]は，

特定保健用食品茶系飲料市場における「ヘルシア緑茶」を対象として分析を行ってい

る。また，恩蔵[7]は，ブランド戦略について，先発ブランドと後発ブランドを比較

して成功要因をまとめており，後発ブランドについては，先発ブランドよりも優れて

いることを訴えるベター・プロダクト戦略よりも，自らが一番手になれる新たななサ

ブ・カテゴリーを発見することが重要であることを指摘している。

新製品の導入について

は，実務的な分野を含め

て数多くの蓄積がある。

この新製品開発のプロセ

スについて，陸 [8]は，

シーズから出発するテク

ノロジー・ドリブン型と

ニーズから出発するマー

ケティング・ドリブン型

があることした上で，前

者では開発された新技術

についてどのような効果

を消費者が認知するかを

確認する製品テストが先

行し，後者では消費者の

ニーズを確認するコンセ

プトテストが先行すると

いう差異があることを指摘している（図 3-3）。新製品開発においては，開発部門主

導でのシーズからの発想や技術の新しさを追及することではうまくいかないことが多

く，マーケティングのアプローチによってニーズを汲み上げることの重要性も指摘さ

れている（田中[2]，杉田[9]）。また，恩蔵ら[10]は，ハイテク企業を対象として分析

を行い，顧客志向の組織文化が醸成されることで，製品開発チームを構成するメンバ

ーが顧客ニーズの充足という目標を有するチームへの帰属意識を高め，新製品パフォ

ーマンスを向上させることを指摘しており，顧客志向が組織とそのパフォーマンスに

図３－３ 新製品開発プロセスの２類型

注：陸[8]に基づいて筆者作図。



- 85 - 
 

影響することを示している。

（３）福島県によるイチゴ品種選択のシナリオ

本項では，福島県において栽培する品種を選択する上で，採り得るいくつかのシ

ナリオを提示する。後発産地である福島県が，県オリジナル品種を産地戦略において

どのように活用していくかということに着目した上で，想定されるシナリオは以下の

とおりである。

1 つめは，「とちおとめ」を上回る特性をもった品種を育成し，県外への栽培許諾

を行って，数多の「とちおとめ」産地において品種転換を促し，市場の標準的な品種

のポジションを獲得するシナリオである。

2 つめは，「とちおとめ」を基幹品種として，県オリジナル品種を品揃え品種とし

て位置づけるシナリオである。このシナリオには，県内消費者が県オリジナル品種に

ついて「とちおとめ」に対して差異を知覚することが条件となる。

3 つめは，県オリジナル品種の縮小・撤退である。県オリジナル品種が流通・小売

段階で求められていないならば，他品種の生産・販売の支援に対して資源を集中すべ

きであろう。

これら 3 つのシナリオのうち，1 つめの市場の標準的な品種となるシナリオについ

ては，「とちおとめ」を上回る特性をもった品種の育成が実現すれば可能性は皆無で

はないが，そうした品種の育成は一般に困難であり，品種の転換についても他産地の

意思決定に関与することができないため，県産品としてのイチゴの生産振興を行政的

な施策目標として考えた場合，現実的ではない。

2 つめと 3 つめのシナリオについては，導入先となる市場に対する事前の分析と市

場の反応や顧客の動向によって評価する必要がある。多くのイチゴ産地にとって，自

らの育成した新品種は，先発の高い市場シェアを獲得している品種の存在を前提とせ

ざるを得ない。福島県オリジナル品種にあっては，既に圧倒的な市場占有率規模を確

保し，福島県でも最も多く作付けされている「とちおとめ」の存在を前提とした後発

産地としての戦略立案を行う必要がある。韓[5]や恩蔵[7]の示している後発産地であ

ってもサブ・カテゴリーを発見することで競争優位性を得ることができるという知見

は，県オリジナル品種の新たなサブ・カテゴリーを発見することによって競争優位性

を獲得する可能性を示唆しており，2 つめのシナリオの可能性を支持するものと考え

られる。導入を検討する福島県内の市場については，「とちおとめ」が標準的な品種

であり，福島県産イチゴの市場占有率が出回り初期において特に少ないため，福島県
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産イチゴは生産を拡大する伸びしろがあると考えられる。また，前章において分析し

たように，消費者は産地に関して関心があり，地元産を重視する傾向もあり，品種に

ついても表示されている場合の効用が大きい。こうした産地および品種に対する消費

者のニーズに対して，県オリジナル品種が十分な商品特性を持っているかについては，

市場テストによって確認されるべきであるが，これまで，福島県における品種育成で

は，新製品としての本格的な市場テストは行われてこなかった。ここでは，県オリジ

ナル品種と他の流通している品種のコマーシャル品質について，小売段階の調査を通

じて商品特性としての果実品質を評価する。

（４）品種の評価手法

小売段階における品種の評価には，食味や果実の大きさといった狭義の果実品質

に加えて，輸送性や販売上の目新しさといった要素も想定し得る。本章では，こうし

た品種の評価するための要素を得るため，予備的に実施した聞取り調査をもとにして

評価項目を構成する。

はじめに，調査サンプルの概要について記述統計を示し，評価項目の分析には因

子分析を用いて因子を抽出し，得られた因子得点から各品種の特徴を明らかにする。

また，評価項目に対して構造方程式モデリングを用いて品種そのものの総合的な評価

と総合的な評価に対する個別の評価項目の影響の大きさを解析する。さらに，小売段

階における各品種の好ましさを順位付けし，クラスタ分析によって分析する。加えて，

自由記述による要望について整理し，評価項目に基づく品種の特徴と併せて，各品種

のポジショニングに関する情報を得る。 

第３節 結果

１．調査サンプルの概要と品種の取り扱い状況

小売調査において，回収したサンプル概要について述べる。業態については，食品

スーパー45%，総合スーパー11%，青果店 34%，生協 5%，農産物直売所 3%であっ

た。地域については，中通り 66%，浜通り 22%，会津 13%であった。
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品種の取り扱い状況に関する質問に対する応答を

以下に示す。取り扱う品種について，複数回答を許

容して調査した結果は表 3-4 のとおりである。「と

ちおとめ」が 97%とほとんどの小売店で扱われて

いる。また，「あまおう」「さちのか」が半数で扱わ

れていた。県オリジナル品種については，「ふくは

る香」29%，「ふくあや香」17%と比較的低い水準

であった。また，「ぴぃひゃらどんどん」は福島県

内の民間育成品種である。表 3-4 に示した品種のう

ち，福島県内で栽培されていないのは，福岡県内のみで栽培される「あまおう」と九

州を中心に栽培される「さがほのか」である。

取り扱う品種の数については，3 品種以上とした回答が最も多く 71%であり，2 品

種 16%，1品種 9%であった。

県オリジナル品種である「ふくはる香」「ふくあや香」の知名度については，「どち

らも知っていた」26%，「片方のみ知っていた」29%，「どちらも知らなかった」24%，

「県オリジナル品種があるということは知っていた」11%であった。

県オリジナル品種 2 品種のうち，主に取り扱っているものについては，「ふくはる

香」が 29%，「ふくあや香」が 9%，扱っていないという回答が 44%であった。

２．１５の評価項目に基づいた４品種の特徴

標準的な品種である「とちおとめ」とプレミアム品種として扱われていると考えら

れる「あまおう」，県オリジナル品種の「ふくはる香」「ふくあや香」の 4品種につい

て，品種の特徴を明らかにするため，果実品質から流通の対応，消費者の反応まで含

めた 15の評価項目に対して，「そう思う」から「そう思わない」の 5段階の多項単一

選択回答によって調査した。評価項目は，「鮮度がよい」「棚もちがいい」「時期を選

ばず食味がいい」「ばらつきが小さい」「12 月から量がそろう」「消費者の値ごろ感が

ある」「信頼感が持てる」「消費者に人気がある」「イメージがよい」「卸売市場・仲卸

の取り組みがよい」「3月以降に傷みがでない」「3月以降の食味がよい」「大玉である」

「品種に目新しさがある」「出荷量が安定している」であり，これらの項目の設定に

ついては先に行った聞き取り調査の結果を踏まえて筆者が構成した。県オリジナル品

種については，主に取り扱っているものについてのみ回答を得た結果，「ふくはる香」

表３－４ 取り扱う品種

品種名 （%）

とちおとめ 97
あまおう 47
さちのか 57
さがほのか 28
章姫 22
ふくはる香 29
ふくあや香 17
ぴぃひゃらどんどん 23

注：複数回答による。
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は 30 件，「ふくあや香」

は 8 件，「とちおとめ」

は 99 件，「あまおう」

は 68 件の応答があった。

これらの 4つの品種ごと

にそれぞれの評価項目の

平均値をスネークプロッ

トしたものが図 3-4 であ

る。県オリジナル品種に

ついては，「12 月から量

がそろう」「出荷が安定

している」「消費者の値

ごろ感がある」について

相対的な評価が低いが，

「時期を選ばず食味がい

い」「品種に目新しさが

ある」といった項目において高く評価されている。とくに，「ふくはる香」について

は，「3 月以降の食味がよい」において評価が高い。「ふくはる香」と「ふくあや香」

は同じような評価が得られているが，「ばらつきが小さい」については「ふくはる香」

が高いのに対して「ふくあや香」で低い評価となった。また，市場の標準的な品種で

ある「とちおとめ」は，「12 月から量がそろう」「消費者に人気がある」「出荷量が安

定している」といった項目において他の品種より高く評価されており，「あまおう」

は「大玉である」という評価が 4 品種中最も高い一方で，「3 月以降に傷みがでない」

という評価は最も低い。 

これらの 15 項目の質問への回答について因子分析を行って因子負荷量を求め，3

因子を抽出した（表 3-5）。抽出した 3因子について，「品種に目新しさがある」「3月

以降の食味がよい」「棚持ちがいい」「3 月以降に傷みがでない」「信頼感が持てる」

「時期を選ばず食味がいい」「鮮度がよい」「ばらつきが小さい」「大玉である」の因

子負荷量が大きい第 1因子について果実品質そのものを示す「アイテム性」として解

釈し，同様に，「出荷量が安定している」「12 月から量がそろう」「卸売市場・仲卸の

取り組みがよい」「消費者の値ごろ感がある」の第 2 因子を「市場性」として，果実

品質と独立した「イメージがよい」「消費者に人気がある」の第 3 因子を「イメージ」

図３－４ 評価項目のスネークプロット

注：「そう思う」を 5，「そう思わない」を 1とした 5段階スケール
で調査した。
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とする。

これら 3因子の因子得点を

品種別に集計し，因子を軸と

してプロットした。「アイテ

ム性」と「市場性」の組み合

わせについては，「とちおと

め」の「市場性」が高く，

「ふくはる香」「ふくあや香」

の「市場性」は「あまおう」

に近い。また，「ふくはる香」

は「アイテム性」の値が高く，

アイテム性については「とち

おとめ」と「あまおう」が似

た水準である（図 3-5(a)）。

「イメージ」と「市場性」の

組み合わせについては，「ふ

くはる香」と「あまおう」が同じように位置づけられていることがわかる。また，

「とちおとめ」の「イメージ」は「ふくはる香」および「あまおう」と似た値を示し

ているが，「市場性」について全く反対の評価となっている。「ふくあや香」について

は「イメージ」の値が大きく負である（図 3-5(b)）。因子得点から評価すると，県オ

リジナル品種の「ふくはる香」については「市場性」の評価は低いものの，「アイテ

表３－５ 因子分析結果

第 1因子 第 2因子 第 3因子

アイテム性 市場性 イメージ

鮮度 0.535 -0.375 0.341 
棚持ち 0.640 -0.334 0.062 
食味 0.569 -0.067 0.211 
ばらつき 0.505 -0.014 0.263 
１２月量 -0.010 -0.717 0.105 
値ごろ感 0.196 -0.608 0.209 
信頼感 0.590 -0.367 0.429 
人気 0.196 -0.426 0.749 
イメージ 0.320 -0.220 0.757 
取り組み 0.289 -0.638 0.191 
３月傷み 0.647 -0.331 0.116 
３月食味 0.639 -0.219 0.098 
大玉 0.270 0.112 0.108 
目新しさ 0.728 0.128 0.053 
出荷安定 -0.089 -0.885 0.151 
固有値 3.322 2.882 1.702 
寄与率(%) 22 19 11
累積寄与率(%) 22 41 52

注：バリマックス回転を行った後の因子負荷量を示している。

(a) アイテム性×市場性 (b) イメージ×市場性

図３－５ 因子得点プロット
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ム性」や「イメージ」の評価が高く，「とちおとめ」に対しての差別化品目として位

置づける可能性があることを示している。

３．「ふくはる香」と「とちおとめ」に対する評価

前項では，因子分析を用いて評価項目に現れる品種の特徴について分析してきたが，

本項では，因子分析では知ることのできない評価項目間の関係について，変数間の因

果関係を分析可能な構造方程式モデリングを用いて，品種に対する評価をより詳細に

分析する。対象とする品種は，県オリジナル品種の「ふくはる香」と，福島県が出荷

している市場において標準的な品種である「とちおとめ」であり，これら 2品種の比

較によって，県オリジナル品種のポジショニングの可能性を検討する。分析する品種

の選定にあたり，「とちおとめ」に対して品種転換を図るという第 1 のシナリオに対

する適性を検討するため，「ふくはる香」と「とちおとめ」の比較を行う。 

15 の評価項目のなかから構造方程式モデリングに供したデータの概要を表 3-6 に

示す。5 段階の多項単一選択回答でデータを得たが，応答が全体に高いほうへ偏って

おり，変数によっては天井効果が見られるものもある。しかし，両品種とも多変量尖

度が小さいため，構造方程式モデリングによる分析が可能と判断する。

果実品質に関係する変数として，「食味」「大玉」を用いる。良食味や果実の大きさ

については品種の育成においても育種目標として設定されている。また，市場流通へ

の適性に関係する変数として，質的な安定性を示す「棚もち」と量的な安定性を示す

表３－６ 構造方程式モデリングに供したデータ

変数 ふくはる香 とちおとめ

棚もちがいい 3.9 (1.1) 3.5 (1.0) 
出荷量が安定している 2.4 (0.7) 4.3 (0.8) 
大玉である 3.6 (1.1) 3.4 (0.7) 
時期を選ばず食味がいい 4.1 (1.1) 3.6 (1.0) 
消費者に人気がある 3.8 (1.0) 4.4 (0.7) 
信頼感が持てる 4.1 (1.0) 4.0 (0.8) 
イメージがよい 4.1 (1.0) 4.2 (0.8) 
多変量尖度 0.1 0.6 

注：1) 変数の下線部を略称として用いる。

2) それぞれ，「そう思わない」を 1，「あまりそう思わない」を 2，「どち

らともいえない」を 3，「ややそう思う」を 4，「そう思う」を 5 とす

る評定法により回答を得た。  

3) 品種ごとに平均値（標準偏差）を示した。
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「出荷安定」を用いる。さらに，小売業者における品種の評価の指標となる変数とし

て，「人気」「信頼感」「イメージ」を用いる。「人気」は消費者のダイレクトな反応を

反映するものとして，「イメージ」は既に評価の定まっている「とちおとめ」と未だ

評価の定まらない「ふくはる香」の可能性を汲み上げるものと考えられる。「信頼感」

で小売業者から見た品種に対する評価を得るものとする。これら 7つの評価項目につ

いて回答に不備があるものを除くと，「ふくはる香」が 14 件，「とちおとめ」が 59

件となった。

分析するモデルは図 3-6 の

とおりである。四角形で囲ま

れた変数はそれぞれ観測変数

を示し，楕円形で囲まれた

「評価」については，直接観

察できない潜在変数を示す。

矢印は因果関係とその方向を

示している。このモデルは，小売業者による果実品質や流通への適性に関する反応が

直接観察できない「評価」に反映され，その「評価」は「人気」「信頼感」「イメージ」

を指標として表現されるという多重指標多重原因モデル（MIMIC モデル）であり，

その構造を「ふくはる香」「とちおとめ」の異なる母集団としての 2 品種について同

時に分析する多母集団の同時分析を行う。なお，果実品質や流通への適性に関する変

数については相互に関係があるものとした。推定されたパス係数と適合度指標は表

3-7のとおりである。

適合度指標は概ね良好である。品種ごとのパスを見ると，「ふくはる香」は，「出荷

安定」「棚もち」といった市場流通への適性において係数の符号がマイナスであり，

図３－５ 小売業者の分析モデル

表３－７ パス係数の推定値

パス 分類 ふくはる香 とちおとめ

食味 → 評価 果実品質 0.875 (0.046) 0.317 (>0.001) 
大玉 → 評価 果実品質 0.091 (0.009) 0.342 (>0.001) 

出荷安定 → 評価 流通適性 -0.087 (0.025) 0.314 (>0.001) 
棚もち → 評価 流通適性 -0.021 (0.098) 0.148 (>0.001) 
評価 → イメージ 評価指標 0.546 (  -  ) 0.833 (  -  ) 
評価 → 信頼感 評価指標 0.899 (0.025) 0.841 (>0.001) 
評価 → 人気 評価指標 0.542 (0.098) 0.707 (>0.001) 

適合度指標 CFI=0.953 RMSEA=0.087 

注：値は標準化係数であり，カッコ内は P 値である。
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この品種の市場流通の適性が低いことを示している。一方，「食味」から「評価」へ

の係数は高い値を示しており，良食味が小売業者には高く評価されている。一方，

「とちおとめ」はいずれのパス係数の値も「ふくはる香」と比較して高い傾向がある。

小売業者による 2品種の評価を定量

化するため，直接観察できない「評価」

の構成概念スコアを算出し，品種間で

比較したのが表 3-8 である。student

検定の結果，品種の評価については，

「とちおとめ」と「ふくはる香」の間

には有意な差があり，「ふくはる香」

の評価を「とちおとめ」が上回った。

４．品種の好ましさ

小売段階における評価については，「県オリジナル品種」「とちおとめ」「あまおう」

について，小売業者にとって好ましい順に順位付けをする形でも調査を行った。設問

のワーディングは，「販売する立場からの評価として，より好ましい品種はどれです

か？」というものであり，好ましいと思う順に順位を付ける方法によるものである。

結果は図 3-7 のとおりであり，「とちおとめ」が 1 位とした回答が最も多いという結

果であった。「あまおう」については 2位あるいは 3位という回答が多く，「県オリジ

ナル品種」は 2位と 3位が多いものの，1位という回答もわずかに見られた。

表３－８ 「評価」の構成概念スコア

ふくはる香 とちおとめ

平均値 1.95 3.84 
標準偏差 0.53 0.59 
平均値の差 1.88 
t値（自由
度） 

10.98 (71)  

P値 <0.001 
注：Levene の検定の結果，等分散性の仮定は採択
される。

図３－７ 販売する立場から見た好ましさ



- 93 - 
 

販売する立場から見た好ましさについて，回答者を各品種に対する応答から類型

化する（表 3-9）。類型化にはウォード法によるクラスタ分析を用いた。いずれのク

ラスタにおいても「とちおとめ」が 1 位であり，全体の 43%と最も多くの回答者が

分類されるクラスタ 1 では，「とちおとめ」に続いて，「県オリジナル品種」が 2 位，

「あまおう」が 3 位という順位であった。2 番目に多いクラスタ 3 は全て無回答とい

うものである。続いてクラスタ 4 が全体の 16%を占めて 3 番目に多く，「県オリジナ

ル品種」について無回答，「あまおう」を 2 位とするものであり，さらに少ないクラ

スタ 2 においては「県オリジナル品種」を 2 位とし，「あまおう」を 3 位とするもの

であった。

５．自由記述による要望

小売調査においては，要望を自由記述によって記入する欄を設けている。この自

由回答欄には 40件の応答があり，その内容を分類したものが表 3-10である。自由記

述を分類した結果，「数量」に関するものが最も多く，続いて，「宣伝」「食味」「選果」

「命名」に関することが記述されていた。量的な安定性や宣伝の不足といった記述が

多かったことは，小売段階に対する調査ならではという調査結果であると考えられる。

イチゴの主な販売チャネルはスーパー等の量販店であり，自由記述の最も多い分類が

「数量」であったこともそうした現状の流通を反映している。また，「宣伝」につい

ては都道府県が積極的に関与できるものである。小売業者に対する調査結果から，こ

うした項目が県オリジナル品種の振興施策にはとくに不足していると考えられる。

表３－９ 好ましさの順位によるクラスタ分析結果

クラスタの解釈 n (%) 県オリジナル とちおとめ あまおう

サブ・カテゴリーの発見 50 (43) 2 1 3
回答なし 25 (22) - - -

オリジナル品種不要 19 (16) - 1 2
あまおうからの転換 11 ( 9) 2 1 -
とちおとめへの集中 11 ( 9) - 1 -

注：各クラスタの中央値を示した。ハイフンは無回答を示す。
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第４節 考察

福島県は，イチゴ産地としての規模は必ずしも大きくないため，すでに市場で先行

して高いシェアを獲得している産地に対して，後発の小規模産地としてどのような生

産・販売戦略を採り得るのか，また，新たに育成した品種を新製品の開発と導入とと

らえた場合，どのように活用するのがよいのかというのが本章における関心である。

後発産地として採り得る戦略を検討する上で，市場に先に参入したブランドが売り

上げや利益の優位性を獲得することを先発優位性と呼ぶが，消費者行動に関する先行

研究においては，後発のブランドであっても，サブ・カテゴリーを発見することで競

争優位性を得ることができるという知見も示されている。

消費者のニーズについては，福島県郡山市の消費者に対するグループインタビュー

の結果から，現時点では消費者の多くは品種を意識していないが，潜在的に品種によ

ってイチゴを選択したいというニーズが存在することが明らかになっており，福島県

内の卸売業者に対する聞き取り調査からも，福島県が育成した品種が待たれていたと

いう意見が得られている。

表３－１０ 自由記述

分類 件数 具体的記述の例  

数量 12

昨年はふくはる香を販売していましたが，数量が不安定で販売しづら

い。味は良いが棚持ちが悪い点から今年は見送っています。ふくはる

香，ふくあやかの数量が増えてくれば取り扱いを再開したいと思いま

す。また，12 月からの販売も考えて欲しいと思います。【食品スーパ
ー】 

宣伝 9
ふくあや香，ふくはる香の販促にもっと力を入れてほしい。例えばパッ

ケージにしてもきちんと品種名を入れて説明（かけあわせ，おいしさの

特徴など）入れてみてはどうか？【総合スーパー】

食味 7

今シーズンからふくあや香を扱っています。ふっくらとした実は歯ごた

えがやさしくおいしい。しかし暖かくなる頃には実のやわらかさが気に

なってくるのではと思っている。その点さちのかは売りやすい。【農産

物直売所】

選果 3 生産者によって同じサイズでもばらつきがあるので再度基準を見直し
てください。【食品スーパー】

命名 3
オリジナル品種，ふくあや香，ふくはる香の名称覚えにくい。もっと単

純にふくいちごの方が消費者に浸透しやすいのでは？【業態につい

て無回答】

注：分類は筆者によるものであり，件数は延べ件数である。また，【 】内に回答者の業態

を示した。
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育成時点で確認される果実品質に対して，実際に流通している段階での果実品質を

コマーシャル品質と呼ぶこととし，コマーシャル品質を評価できる主体として小売業

者を位置付けて調査対象とする小売調査を実施した。

福島県オリジナル品種「ふくはる香」の品種全体の評価について，「とちおとめ」

と比較したところ，「ふくはる香」は，食味の良さが小売業者には高く評価されてい

るものの，市場流通の適性が低いため，「とちおとめ」を上回るほどの品種特性は有

していないと評価されていた。優れた特性をもつ品種を育成して「とちおとめ」に置

き換えるという第 1のシナリオは採り得ないことがこの結果から示される。また，福

島県オリジナル品種「ふくはる香」の品種全体の評価は，「とちおとめ」に置き換え

られる水準ではないものの，個々の評価項目を因子分析した結果，「とちおとめ」に

対してイメージやアイテム性の点で優れている項目もあった。とりわけ「ふくはる香」

については，「とちおとめ」に対して市場性の点で劣るが，アイテム性が高く，また，

イメージも良いため，小売業者の評価からは「あまおう」と似た位置づけとなってい

た。こうした結果は，県オリジナル品種には流通および消費段階のニーズがあるため，

生産振興から撤退するという第 3のシナリオは機会損失につながるものであるために

採るべきでないことを示している。

イチゴの取り扱いに関する調査結果は，ほとんどの小売業者は複数の品種を取り扱

っているが，ほとんど全ての小売業者が取り扱っていたのは「とちおとめ」であり，

この品種が市場の標準的な品種であることを反映するものであった。また，県オリジ

ナル品種の 2 品種に対する知名度について，どちらも知っていたという回答が 26%

あったが，一方でどちらも知らなかったという回答も 24%であり，新品種の振興主

体である県から小売業者に対しての周知の不足がうかがえる。こうした周知の不足は，

自由記述による要望においても宣伝の不足として指摘されていた。小売業者は，販売

時点での陳列や対面販売の場合のセールストークなど，オリジナル品種の販売に大き

な役割を果たすと考えられるため，小売業者への周知が不足であることは県オリジナ

ル品種の販売拡大において大きな瑕疵といえよう。

こうした小売段階での評価を受け，育成地が採り得る産地戦略としては，「ふくは

る香」を基幹的な品種と位置付けることは困難であるため，消費者のなかに潜在的に

存在する地元で育成された品種に対するニーズに応えるという第 2のシナリオを採用

すべきである。これは，先発の品種である「とちおとめ」を主体とした販売のなかで

品揃え品として位置づける，すなわち，基幹品種に対する地元育成品種というサブ・

カテゴリーを発見するシナリオによる品種の活用と捉えられる。この戦略は，現在，
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卸売市場でも取り組まれている方向性や本研究で行った小売業者における県オリジナ

ル品種の順位付けの調査結果とも合致する。この地元で育成された品種というサブ・

カテゴリーは，福島県内においては，県オリジナル品種が県内消費者にとって優位性

を保ち続けることができる（注 1）。消費者の多くは品種を意識していないという聞

き取り調査の結果との整合性については，東日本の市場で「とちおとめ」が支配的で

あることは揺るがないものの，各地で育成された多様な品種が育成されて出回るよう

になっていること，また，地産地消の拡大や直売の進展など流通の変化も消費者のニ

ーズの多様化を後押ししており，地元で育成された品種が消費者の多様化するニーズ

に応え得る環境が整いつつあるといえよう。

福島県が育成した品種であるというストーリーを強調して差別化を行っていくには

ブランドとしての統一性が必要であり，そのためには生産から流通・販売の各段階が

密に連携することが重要と考えられる。地元育成品種としての差別化戦略は，購買者

が地元で育成された品種であることに価値を見出すことが要件となるため，福島県内

における小売業者に対する調査からも不足が指摘されていた宣伝の力点をここにおく

必要がある。加えて，農業体験や食育などの地域貢献を含めた取り組みもまた，地元

消費者ならではのアプローチ方法といえるだろう。こうした住民とのパートナーシッ

プを強化し，産地としての信頼感を醸成することを地元育成品種へのニーズの創出お

よび強化のプロセスと考えると，摘みとり園などにおける体験や，対面でのアピール

が可能で福島県産イチゴの出荷量の 3割を占める直売や直販を活用することも後発産

地の弱点であるロットの小ささを補うために有効であろう。

本章の結論として，新しい品種を市場に導入し，コマーシャル品質を評価できる小

売業者を対象とした調査を行った結果から，福島県オリジナル品種の「ふくはる香」

については，市場の標準的な品種である「とちおとめ」に加えて，地元育成品種であ

ることをサブ・カテゴリーとしてのポジショニングを行い，直売・直販や摘み取り園

といったチャネルを活用した販売戦略を構築することが求められる。

新品種の導入を新製品開発として捉えた場合，品種の育成主体となる都道府県には，

消費者のニーズに基づいた品種の育成と販売戦略が求められる。新製品開発のプロセ

スにおいては，顧客価値やマーケット重視，事前のコンセプト明確化の貢献度が高く，

ニーズを考慮しないトレンドの重視や技術の新しさを追求することは新製品の成功に

はつながりにくいことが先行研究からも示されている。イチゴにおける新品種の育成

は公設試験研究機関で行われていることが多く，生産の振興や流通・販売にかかる業

務を担当する行政部門との連携によって，効率的な産地戦略における品種の活用が期
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待される。品種育成部署がマーケットを考慮せずに自らの思い入れや思い込みによる

果実品質を目標としたり，生産振興部署が既存の市場における品種構成や小売段階の

ニーズを踏まえずに自らの育成品種の生産拡大を企図するといったアンバランスは，

部門間の連携によって避けることができる。こうした部門間の連携の下，産地におい

て育成された品種を活用するにあたっては，一定の生産・販売戦略に基づいた育種目

標が設定されるべきであり，新品種の評価についても市場環境を踏まえたマーケット

志向のものである必要がある。今後，ポスト「ふくはる香」「ふくあや香」の育成と

振興を効率的に進めるにあたっては，育種，流通，知財管理の複数部門が顧客を重視

したマーケット志向を共有することが一層重要になるであろう。

福島県産イチゴの最も大きな流通チャネルは表 3-2 や図 1-4 に示したように全体の

6 割以上を占める系統出荷からの卸売市場出荷である。福島県内の量販店においては

県内産と県外産の「とちおとめ」が圧倒的なシェアを占めており，県外に栽培許諾を

していない福島県オリジナル品種が陳列棚に並ぶかどうかは，「とちおとめ」という

既に定位置を確保した品種がある市場において，一定の占有率が得られるかどうか，

言葉を換えれば福島県産のロットのまとまりがあるかどうかにかかっている。とする

ならば，量販対応としては，育成したオリジナル品種の県外への栽培許諾を行って可

能な限り多くの生産者をつくる仕組みが重要である。栽培許諾を行わない育成地内で

囲い込む戦略は大産地で有効なものであり，生産規模が必ずしも大きくない産地であ

る福島県が育成した県オリジナル品種が有する，電照が要らないという栽培面でのメ

リットは隣接県の生産者の関心も高く，県外への栽培許諾を実施するメリットのほう

が県外への許諾を行わずに囲い込むことのメリットよりも大きいと考えられる。加え

て，顧客との関係性に基づいた農産物直売所や直販，摘み取り園といった量販店以外

の販売チャネルも積極的に活用して生産を拡大していくことが望まれる。

新製品開発のプロセスにおいても，市場への導入後は市場の反応や顧客の動向を見

ながらマーケティング・ミックスを調整していくことは一般的な手続きの一つである

が，これまでの「ふくはる香」「ふくあや香」における作付面積の伸び悩みを解消す

る手段の一つとして，県外への栽培許諾という方針転換も選択肢の一つとして検討す

べきと考えられる。

注

1）筆者は，福島県内で行った調査から県外産よりも県内産，地元産のイチゴの方が

消費者の効用が高まることを示した（半杭[11]）。
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第４章 イチゴにおける品種のネーミングと品種活用方策

第１節 目的と課題

イチゴが販売される際には，品種名が表示されるため，消費者はこれを手がかりと

して購入する。また，1990 年代以降，新しい品種が盛んに育成されている。品種名

の決定については育成者によるネーミングに加えて消費者への公募も行われており，

育成地名や女性的な単語の導入など消費者にとり親しみがある品種名が増えている。

さらに，織田[1]によれば最近 10 年間に主な促成栽培用品種として育成されたイチゴ

31 品種のうち 25 品種が都道府県によって育成されており，都道府県がその品種育成

の主体となっている。一般的に都道府県の役割である産地振興において，消費者に対

して好意的なイメージを喚起するネーミングは，育成した品種によるブランド化に大

きな役割を果たしている。こうしたことから，消費者に好印象をもたれ，市場評価が

高められるような品種名を考案することおよびその方法が求められている。

都道府県による産地振興は，産地の育成，生産基盤の強化，価格形成力の強化，収

益の確保等の様々な役割をもっている。また，育成品種の戦略的活用には，耐病性等

の品種特性に基づく生産面への貢献，ブランド化による生産物の高付加価値化に加え，

知的財産として県外への栽培許諾（以下，県外許諾と記す）といった事項が関係する。

とりわけ，イチゴは一般に店頭で品種名が表示されていることから，品種名には産地

によるブランド化において消費者へ差別化ポイントをアピールするという機能がある。

産地の販売戦略は，果実品質を左右する品種選択，出荷市場の選定，直売や摘み取

り園での利用も含めた販売方法に至るまで様々な構成要素を持つ。こうした販売戦略

と育成品種のネーミングは整合的に行われる必要があるが，育成品種のネーミングと

産地戦略との関係を論じた先行研究は皆無であるため，既存の品種が一定程度のシェ

アを確保している現在の市場環境において，今後新しい品種をデビューさせようとし

ている主体にとって，市場におけるポジショニングを明確にし，消費者に好意的なイ

メージを与え，購買につなげるには，どのようにネーミングしたらよいのかは手探り

の状態である。そのため，都道府県がイチゴ品種の育成と産地振興の双方を担ってい

るにもかかわらず，品種の育成方針や産地の販売戦略に沿ったネーミングを行わない

ことにより，新たな品種が他の多くの品種との競争に埋もれてしまうことが危惧され

る。 

ネーミングの要素には，含まれる単語や文字によって果実品質や産地をイメージさ
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せる示唆的イメージや，品種名そのものの語感がある。現在流通している品種名につ

いて，消費者に対してこうした示唆的イメージが伝達されているか，また，語感によ

って好意的な印象がもたれているかを検証することは，戦略的なネーミングを行う上

で重要である。

本章の目的は，新たに育成したイチゴ品種に対して戦略的なネーミングを行うため

の知見を得るため，既存のイチゴを対象とした品種のネーミングを解析し，育成地に

よる品種の活用方策との関連性を考察することである。

本章の課題は，第 1に，品種のネーミングに関して，品種名に込められた意図や言

語学的な検討によって品種名の特徴を整理し，消費者の調査を通じて，品種名の特徴

を構成する示唆的イメージや音象徴の機能を評価することである。第 2に，産地によ

る品種の活用方策の類型化である。産地は育成品種の県外許諾や産地の規模といった

要素によって異なる産地戦略を採り得るが，産地戦略における品種の活用方策につい

て，これらの要素によって類型化を行う。第 3に，類型化した品種の活用方策とネー

ミングの関係について分析する。

第２節 データと方法

１．データ

（１）分析対象品種の選定

分析に用いたのは表 4-1 に示した 8 品種（注 1）である。これらの選定にあたり，

県外許諾の有無と育成地の出荷量による産地規模に基づいた。全国的に流通する品種

のなかから県外許諾と産地規模による分類を行って，育成地ごとに 1品種ずつを選定

した。全国的に流通する品種に加えて，小規模産地の戦略的な展開について知見を得

るため，宮城県と福島県の育成品種を対象に加えた。福島県では，用途が共通であり

作型が異なる 2品種を同時に育成・登録し，かつ，後述するようにこれらに対して類

似したネーミングを行っている。こうしたネーミングの類似性と小規模産地が複数品

種を育成・登録することに対する評価を得るため，福島県の育成品種については 2品

種とも対象とした。
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（２）調査の概要

ネーミングに関する育成地の意図や語感について，消費者の受ける印象と整合性が

あるか検証するためにグループインタビューと質問紙調査による消費者調査を実施す

る。本章では，福島県の育成品種に特に注目するため，消費者調査の対象を評価対象

の 8品種が出回る可能性のある福島県在住者に限定する。これは，県外への許諾を行

わず，流通のほとんどが福島県内に限定されており，福島県で育成されたことを示唆

する品種名である「ふくはる香」「ふくあや香」に対する評価を得やすいと考えたた

めである。その方法と対象は表 4-2，表 4-3 のとおりである。なお，質問紙調査につ

いては，回答者に植物品種に関する一定の知識があることを前提とするため，特定の

範囲を対象としたが，バイアスを小さくできるように質問項目や調査範囲を工夫した。

表４－１ 分析対象のイチゴ８品種に関する育成者，県外許諾状況

品種名 登録年 育成者
育成地出荷量

（育成地規模）

県外許諾

（代表的な県）  

とちおとめ 1996 栃木県 26,600（大）  19件（茨城県）

さちのか 2000 農研機構 －（－） 34件（長崎県）

さがほのか 2001 佐賀県 10,200（中）  9件（熊本県）

紅ほっぺ 2002 静岡県 10,500（中）  13件（愛知県）

あまおう 2005 福岡県 17,500（大）  なし

ふくはる香 2006 福島県 2,490（小）  なし

ふくあや香 2006 福島県 2,490（小）  なし

もういっこ 2008 宮城県 6,130（小）  5件（千葉県）

注：1) 「さちのか」は野菜茶業試験場久留米支場（当時）において育成され，育成者権は（独）農研
機構が有している。

2)  県外許諾については，ヒアリング調査に基づいて許諾件数とカッコ内に代表的な県名を示し
た。  

3) 育成地出荷量は県別の 2009 年産出荷量 (t)であり，農林水産省「野菜生産出荷統計」に基
づく。育成地規模はそれぞれの比較から筆者が判定した。
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２．方法

本章では，分析対象の 8品種について，育成権者が品種名に込めた意図やねらいに

対する消費者の評価と品種活用方策の関係を明らかにする。なお，イチゴは都道府県

による品種の育成が盛んであるため，本章では，産地あるいは育成地について，都道

府県のレベルを想定する。

はじめに，品種のネーミングに関して，育成者の品種名に込めた意図並びに言語

学的な面から品種名の示唆的イメージおよび語感を先行研究に基づいて整理する。品

種名に込めた意図やイメージと語感については，消費者調査を用いて検証する。消費

者調査にあたっては，グループインタビューによって定性的な評価，質問紙法によっ

て定量的な評価を得る。質問紙調査においては，調査項目に対して因子分析を行うと

表４－２ グループインタビューの概要

項目 内容

調査対象 福島県内在住の学生および主婦のグループ
主婦グループ：30－40歳代の専業主婦 5名
学生グループ：同一の大学に通う男性 3名，女性 5名

実施日 2010年 6月 23日（主婦），7月 13日（学生）
調査方法 グループインタビュー（品種名について始めは説明な

しに示し，途中で育成地や生産地等の説明をした）
調査内容 8品種の品種名に関する印象

表４－３ 質問紙調査の概要

項目 内容

調査対象 福島県農業総合センター正規および臨時職員 150 名
（イチゴに関する業務に携わらない者）  

実施日 2010年 7月 26日～8月 5日
調査方法 留め置きによる質問紙法
有効回答数 95 （回収率 63%）
調査内容 8 品種について，「おいしそう」「おぼえやすい」「親し

みがもてる」「野暮ったい，ダサい（符号を逆にした）」
「かわいい，かわいらしい」「凝っている」「声に出し
てよみやすい」「作ったところがわかる」「イチゴらし
い」「力強い」「さわやかだ」「ユーモアがある，面白
い」「いい名前だ」の 13項目に関する評価

回答方法 「非常にそう思う」を 3点とし，「全くそう思わない」
を-3 点とした 7 件法により，それぞれの選択肢に点数
を示して回答を得た  

注：調査項目は，グループインタビューによって得られた意見に基づき設定

した。
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ともに，マーケティング・リサーチの領域で用いられる重要度・影響度分析を援用し

て，品種名の総合評価だけでなく，その構成要素となる変数についても分析を行う。 

次に，産地による品種の活用方策について類型化を行う。育成した品種の活用に

ついては，生産量が大きい場合には消費段階でにおける産地の知名度を背景とした販

売戦略での活用が期待され，また，新品種は知的財産として，育成者には発生する育

成者権の栽培許諾による活用も想定される。こうした，育成地の生産規模および県外

への栽培許諾の有無によって，既存品種の育成地を類型化する。

最後に，品種のネーミングと産地による品種の活用方策について，品種名に込め

られた意図やねらいに対する消費者の評価と，類型化した育成権者による品種の活用

方策とを突き合わせることによって，ブランド化等の産地の販売戦略と育成品種のネ

ーミングとの整合性を評価し，これらの関係に好影響を与えられる品種のネーミング

のあり方を示す。 

第３節 結果

１．品種のネーミング

（１）品種名の候補の提案方法と込められた意図

ここでは，表 4-4 のとおり，品種名の候補の提案方法や育成者がネーミングに込め

た意図について整理する。ネーミングの意図については，公表資料に基づくものを込

められた思いとし，ヒアリングによって得られた公表されていない情報を含むものを

ねらいとして区分する。
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表４－４ 品種名の候補の提案方法とネーミングの意図

品種名
候補の提案方

法

ネーミングの意図

込められた思い（公表資

料） ねらい（ヒアリング）

とちおとめ

県内の学生・

高校生・婦人

団体・料理学

校・市場関係

者から公募

栃木県のイメージを表しな

がら，いちごのもつ女性的

印象により生産者を始め消

費者や流通関係者から親し

みを持たれる様にとの願い

を込めた

―

さちのか

育成機関内部

から候補を提

案

安定して高い糖度，ビタミ

ン C含量と優れた香り，お
よび生産・流通面での省力

性から生産者，流通関係

者，消費者に限りない幸せ

をもたらすことを願って

・久留米の代表的品種で

ある「はるのか」「とよ

のか」の伝統を踏まえた

品種であること

・産地を特定するような

文字は加えず，全国の産

地に広がることを願って

命名

さがほのか

県庁内部，経

済連，市場関

係者（出荷先

等）の機関か

ら公募

ほのかな香りと適度な酸味

でおいしいいちごのイメー

ジに重ねて佐賀県の PRが
できる

おいしさ，新鮮さがイメ

ージされ，佐賀県の独自

品種として覚えやすく，

呼びやすい名前

紅ほっぺ

県内のイチゴ

関係者および

育成機関の公

開イベントで

公募

コクのある食味と中まで赤

いという特徴，かつ，かわ

いらしさ，愛らしさを表現

した

京浜市場で売るために地

方色がなく，一回聞けば

覚えられる名前

あまおう

県のテレビ番

組や広報誌と

いった媒体を

通じて県内か

ら公募

特長である「あかい，まる

い，おおきい，うまい」の

頭文字をとり，「いちごの

王様になるように」との願

いを込めた

・消費者に親しまれやす

いこと

・販売促進に結びつくこ

と

ふくはる香

県外も含め公

募

ふくしまの春の息吹と甘い

香りをいち早く消費者に届

け，幸福感をともに味わい

たい

品種の特徴をふまえ，福

島県をイメージする文字

が入るなど親しみやすい

名前

ふくあや香

県外も含め公

募

ふくしまオリジナルの酸甘

あやなす香味を消費者に届

け，幸福感をともに味わい

たい

品種の特徴をふまえ，福

島県をイメージする文字

が入るなど親しみやすい

名前

もういっこ

育成機関内部

から公募

糖度と酸度のバランスがよ

く，そのすっきりとした甘

さには，大粒の果実にも関

わらず，ついつい‘もういっ
こ’手を伸ばしてしまう魅力
があります

イチゴ品種に地名を付け

たものが多かったことか

ら，違った視点でネーミ

ングをしたいという意図

注：1) 「さちのか」は野菜茶業試験場久留米支場（当時）において育成された。なお，「はるのか」「とよの
か」も同支場で育成された品種であり，「ねらい」における久留米とはこの支場を指している。

2) 「ネーミングの意図」は，公表資料と育成地に対するヒアリング調査に基づき筆者が構成した。表
記上のばらつきは原資料に起因する。
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「とちおとめ」に込められた意図は，栃木県のイメージを表すこと，また，女性的

印象により親しみをもたれることである。以下同様に，「さちのか」は，高い糖度お

よびビタミン C 含量並びに優れた香りによって幸せをもたらすこと，育成者が過去

に育成した「はるのか」「とよのか」の伝統を踏まえた品種であること，産地を特定

するような文字を加えないことで全国の産地に広がることである。「さがほのか」は，

ほのかな香りと適度な酸味，佐賀県の PR ができること，おいしさと新鮮さのイメー

ジ，覚えやすく呼びやすいことである。「紅ほっぺ」は，コクのある食味と中まで赤

いという特徴，かわいらしさや愛らしさ，地方色がないこと，覚えやすさである。

「あまおう」は，あかい・まるい・おおきい・うまいという特長，いちごの王様にな

るようにとの願い，親しまれやすいことである。「ふくはる香」は，春の息吹，甘い

香り，幸福感，福島県をイメージすること，親しみやすいことである。「ふくあや香」

は，酸味と甘み，幸福感，福島県をイメージすること，親しみやすいことである。

「もういっこ」は，すっきりとした甘さ，大粒の果実，地名を付けないことによる違

った視点でのネーミングである。

また，育成品種に産地戦略と整合するネーミングを行うためには，品種名の候補を

提案するものに一定の知識を求めざるを得ない。しかし，「とちおとめ」「さがほのか」

「紅ほっぺ」「あまおう」「ふくはる香」「ふくあや香」では，広く品種名の候補を公

募している。これに対し，「紅ほっぺ」は産地戦略と品種特性を熟知している育成機

関内部からの候補提案も併せて行っている。育成機関内部のみから候補を提案してい

るのは「さちのか」「もういっこ」である。

（２）品種名の言語学的検討

１）ネーミングの先行研究

ネーミングの研究は，主としてブランド名を対象として実務段階で行われてきた

（黒川[4]，岩永[5]）。ブランド名は，消費者に対して，意味を連想させたり，音の

響きによって印象を形成する。Robertson[6]は，戦略的に望ましいブランド名の特性

として，単純さや識別性，製品クラスとの関連性，言語学的要素等を挙げている。

イチゴの品種名については，食味を始めとした果実品質，イチゴらしさであるカテ

ゴリー適合性，有名産地や地元産の手がかりとなる育成地名といった事項を，意味の

連想によって訴求する示唆的イメージを含むものが見られる。Brendl et al.[7]は，ブ

ランド名に消費者の名前が含まれるときにニーズが高まるとしているが，女性の名前

として用いられる単語をイチゴの品種名に利用することが多いのは，こうした効果へ
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の期待と推察される。また，育成地名の示唆についても，地元志向の強い消費者の関

与水準を高めることに寄与するであろう。Keller et al.[8]は，特定の製品に関係する

属性や便益の情報を伝達する示唆的なブランド名が，広告の便益訴求を再生させやす

くすると同時に，意味的関連の小さい便益訴求を低下させることを示した。示唆的な

ブランド名は強い連想をもたらすが，同時に再ポジショニングの難しさを持っている

ため，イチゴの品種名における果実品質や育成地の示唆は，産地の販売戦略と密接に

関連付けることが求められる。

音の響きについては，「単語が本来有する意味とは独立に，その発音にも象徴的意

味が存在する（朴ら[9]）」ことを主張する理論である音象徴が，ブランド名を対象に

研究されている。朴ら[9]は，ブランド名の発音から連想される製品属性の特徴とし

て，舌が前に位置し高い音を発する前舌母音/i,e/に比べ，舌が後ろに位置し低い音を

発する後舌母音 /a,u,o/のほうが，大きく，重く，丸い製品属性を連想させるという

Klink[10]の研究について日本人を対象とした実験から確認している。日本語におい

て，仮名１文字の発音に相当する音韻論的時間を一般に拍と呼び，俳句の五七五はこ

の拍を数えたものであるが，越川[11]は，ロングセラー商品のブランド名について拍

ごとの音象徴を分析し，ブランド名の語頭に「か行」もしくは「ま行」の音をおくこ

と，日本語の特徴である特殊拍（促音「っ」や撥音「ん」，長音）を含めることが，

消費者に比較的強い印象と影響を与えるのに効果的であることを示した。

２）品種名の示唆的イメージ

品種名が示唆するイメージには，直接的なものと消費者の類推による間接的なもの

がある。例えば，「さがほのか」の「さが」は「佐賀」を直接的に示すものであり，

佐賀県をイメージさせるであろう。「とちおとめ」は，品種名に示唆的された「とち」

から，消費者が「とち」→「栃」→「栃木」と類推することで栃木県のイメージが伝

達されることを育成者が意図している。このように，間接的な示唆であってもイチゴ

の品種名であるという条件によって，「とち」から「土地」といった関わりの小さい

単語は類推されにくいと考えられる。この点を考慮し，表 4-5 に分析対象の品種名に

関するイチゴとしての示唆的イメージを示す。 
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「とちおとめ」には，「栃木県」「乙女」がある。「さちのか」には，「幸せ」「香り」

「果実」がある。また，格助詞「の」によって，幸せの香りまたは果実といったイメ

ージが喚起される。「さがほのか」には，「佐賀県」，形容動詞あるいは人名としての

「ほのか」がある。「紅ほっぺ」には，「紅色」「ほっぺ」，擬音語の「ほっ」があり，

赤い頬のイメージを喚起する。「あまおう」には，「甘い」「王様」がある。「ふくはる

香」には，「福島県」，名詞あるいは人名としての「福」「春」「香り」，形容動詞ある

いは人名としての「はるか」がある。春と香りが示唆されることによって，旬である

春の香りのイメージが喚起される。「ふくあや香」には，「福島県」，名詞あるいは人

名としての「福」，名詞あるいは人名としての「あや」「香り」がある。「もういっこ」

には，「もう一個」がある。

品種名の示唆的イメージとして，育成者によって込められた意図である育成地や親

しみやすさ，香りが複数の品種で示されている。また，他の品種にない王様といった

イメージを示唆する「あまおう」，もう一個という普通の語（助詞＋数詞）がそのま

ま使われた「もういっこ」のような独特なものもある。

３）品種名の音象徴

表４－５ 分析対象品種名に関するイチゴとしての示唆的イメージ

品種名
示唆的イメージ

直接的 間接的

とちおとめ とち【栃，橡】，おとめ【乙女】 栃木県

さちのか さち【幸】，の［格助詞］，か
【香，果，華，花】

幸せ，さち［固有名詞（人名）］，香
り，果実，華やか

さがほのか さが【佐賀】，ほのか［形容動
詞，固有名詞（人名）］，か【香，
果，華，花】

佐賀県，佐賀［固有名詞（人名）］，
香り，果実，華やか

紅ほっぺ 紅，ほっぺ，ほっ［擬音語］ 紅色，ほっぺた

あまおう あま【甘】，おう【王】 甘い，王［固有名詞（人名）］，王様

ふくはる香 ふく【福】，はる【春】，はるか
［形容動詞，固有名詞（人名）］，
香

福［名詞，固有名詞（人名）］，福島
県，遥か，香り，香［固有名詞（人
名）］

ふくあや香 ふく【福】，あや【綾，文，絢，
彩】，あやか［固有名詞（人
名）］，香

福・綾・文・絢・彩［名詞，固有名
詞（人名）］，福島県，香り，香［固
有名詞（人名）］

もういっこ もういっこ【もう一個】 もう［副詞］，個［助数詞］

注：1）示唆的イメージはネーミングの意図を考慮して筆者が構成した。また，連想される漢字
についてはイチゴの品種名として関係が薄いと考えられるものを省き，地名については
各地の生産規模を考慮した。

2）音からの連想が想定される漢字を【】で，想定される品詞を［］で示した。



- 108 - 
 

ここでは，品種名の音の響きによる印象の形成を音象徴に基づいて整理する。拍ご

との音象徴は，品種間で共通するものが多いため，育成者の意図に近似していること

を品種ごとの特徴と捉え，特徴が表れているものを指摘する（表 4-6）。なお，拍ご

との音象徴は越川[11]，木戸[12]に依った。

「とちおとめ」は「と」音の強大さや「お」音のやや暗い印象，「ち」音の鋭さが

ある。「さちのか」は「さ」音の爽快さや「ち」音の鋭さがある。「さがほのか」も

「さ」音の爽快さと「ほ」音の柔らかさがある。「紅ほっぺ」は「ほ」音の膨らみや

柔らかさと促音の軽快感，「ぺ」音の明るさがある。「あまおう」は後舌母音のみで構

成される品種名であり，大きく，重く，丸い製品属性を連想させる（朴ら [9]，

Klink[10]）という知見からも裏付けられるように，強大さや開放感，安定感が全て

の音から感じられる。「ふくはる香」は「ふ」音の膨らみや柔らかさと「は」音の明

るさと柔らかさがある。「ふくあや香」は「ふ」音の膨らみや柔らかさと「あ」音と

「や」音の明るさがある。「もういっこ」は「も」音の柔らかさ，長母音の安定感，

「い」音の鋭さ，促音の軽快感があり，越川[11]の指摘する効果的な音象徴を含んで

いる。

品種名の音象徴によれば，イチゴの品種名には爽やかさや柔らかさといったイメー

ジが付随する傾向が認められる。また，「あまおう」のように，強大さや開放感，安

表４－６ 分析対象品種名に関する拍ごとの音象徴

品種名 拍ごとの音象徴

とちおとめ と：強大さ，ち：強大さ・鋭さ・窮屈さ，お：鈍重さ・強大さ・暗さ・
柔らかさ，と：強大さ，め：鋭さ・優しさ

さちのか さ：強大さ・爽快さ，ち：強大さ・鋭さ・窮屈さ，の：強大さ・柔らか
さ，か：強大さ

さがほのか さ：強大さ・爽快さ，が：強大さ，ほ：膨らみ・柔らかさ，の：強大
さ・柔らかさ，か：強大さ

紅ほっぺ べ：鈍重さ・不快さ，に：鋭さ・明るさ・強大さ，ほ：膨らみ・柔らか
さ，っ：スピード感・軽快感，ぺ：明るさ

あまおう あ：明るさ・開放感・強大さ，ま：強大さ，お：鈍重さ・強大さ・暗
さ・柔らかさ，長母音（う）：アクティブ感・安定感

ふくはる香 ふ：膨らみ・柔らかさ，く：窮屈さ，は：明るさ・開放感・柔らかさ，
る：―，か：強大さ

ふくあや香 ふ：膨らみ・柔らかさ，く：窮屈さ，あ：明るさ・開放感・強大さ，
や：明るさ・開放感，か：強大さ

もういっこ も：柔らかさ・強大さ・暗さ，長母音（う）：アクティブ感・安定感，
い：鋭さ・明るさ・窮屈さ・強大さ，っ：スピード感・軽快感，こ：強
大さ 

注：1) 拍ごとの音象徴は越川[11]および城戸[12]に依拠した。また，音象徴が特定できないもの
を―とした。

2) 育成者の意図に近似していることを品種ごとの特徴と捉え，特徴が表れているものに下
線を付した。
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定感をもたらす音のみから構成される品種名は他の品種とは異なった印象を与える。

（３）品種名に対する消費者の評価

１）グループインタビューの結果

グループインタビューの結果は表 4-7のとおりである。

示唆的イメージのうち，育成地名や「乙女」「ほっぺ」「甘」「春」「香り」は，直接

的・間接的のいずれもが消費者に伝達されている。また，こうしたイメージは学生と

表４－７ グループインタビューから抽出された品種名に対する印象

品種名 学生グループ 主婦グループ

とちおとめ 乙女がかわいい／栃木の「と

ち」だと思う／イチゴだから乙

女っぽい／

栃木／乙女だからかわいい／定着

してる／

さちのか 優しい感じ／さわやか／いい名

前だと思う／どういう意味かわ

からない／

幸せのさち／イチゴのイメージが

ない／甘そうではない／作った場

所はわからない／○○のかって似
てる／さがつくから佐賀県なのか

な／ 
さがほのか 作ったところはわかる／「ほ」

がさわやか／人の名前っぽい／

濁音が駄目／

ほのかに香る感じ／佐賀県だとわ

かる／やっぱりイチゴは香り／な

んで「のか」ってつくのかな／

紅ほっぺ ほっぺの赤い子供を連想してか

わいい／いい名前だと思う／お

いしそう／覚えやすい／語呂が

いい／かわいい／

赤くてかわいい／ほっぺがかわい

い／サツマイモみたい／赤いから

紅っていう漢字は有り／  

あまおう おいしそう／力強い／覚えやす

い／甘いと王だから／ストレー

ト／味が入っていておいしそう

／

甘い王様／粒の大きいイチゴ／男

性的なイメージ。乙女と逆／迫力

がある／目で見たインパクトがあ

る／ 
ふくはる香 はるかって人の名前／味が入っ

てない／春のイメージ／さわや

か／柔らかい感じ／かわいい／

福岡が有名だから福岡かと思っ

た／漢字がこの読みでいいのか

なって思う／ 

福島のって感じ／春っぽい／香っ

ていう字がイチゴの香りを連想さ

せる／名前がかわいい／一文字漢

字が入るとインパクトが違う／ 

ふくあや香 家族の名前なので好き／あやっ

て何？／完全に人の名前／おい

しいイメージはない／さわやか

じゃない／ふくはる香を覚える

とふくあや香は覚えられない／

あやかが名前みたい／お米だかな

んだかわからない／頭の中にイメ

ージが膨らまない／あやって何？

／ふくはる香とふくあや香はどっ

ちか無くても／

もういっこ もう一個食べたいということだ

ろうとは思う／これ好き／凝ろ

うとしてるけどストレートすぎ

／面白いと思う／イチゴじゃな

いみたい

おいしいかも／もう一個食べたく

なるってこと？／イチゴっぽくな

い／１回は食べてみたい／インパ

クトだけはある／お菓子のイメー

ジ／期待する名前／
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主婦による違いはなく伝達されていた。さらに，「もういっこ」が「もう一個」を意

味していることや「イチゴらしくない」「面白い」「インパクトだけはある」といった

ネーミングの遊び・面白みが評価されていた。 

音象徴については，「さちのか」「さがほのか」「ふくはる香」のさわやかさ，「さち

のか」の優しさ，「あまおう」の力強さ，「ふくはる香」の柔らかさも指摘されている。

このうち，音象徴とから予め予想されていたのは「さ」音の爽快さ，「あ」「お」の強

大さ，「ふ」「は」音の柔らかさである。

その他，「ほのか」「はるか」「あやか」といった Brendl et al.[7]に示されているよ

うな人名との関わり，「～のか」という名前がなぜつくのかという疑問，「ふくはる香」

と「ふくあや香」の識別性の低さが指摘されている。とくに，「ふくはる香」と「ふ

くあや香」については，5 文字中 2 文字が異なるのみであり，酷似している品種名の

組み合わせだが，「ふくはる香」が好意的な意見が比較的多いのに対して，「ふくあや

香」では否定的な意見が多く得られた。また，これらの品種では音に加えて，「香」

の一文字だけが漢字であることについて，学生グループにおいて読み方がこれでいい

のかという意見があり，主婦グループでは一文字漢字が入るとインパクトが違うとい

う意見が得られている。漢字については，「紅ほっぺ」においても用いられているが，

イチゴが赤いために紅という漢字には肯定的な意見が得られた。

２）質問紙調査の結果

ネーミングの示唆的イメージと音象徴，グループインタビューから得られた印象を

検証するため，これらの分析結果から表 4-5 に示した 13 の質問項目を抽出し，これ

らの項目について，それぞれ，「非常にそう思う」を+3，「どちらでもない」を 0，

「全然そう思わない」を-3 として示された 7 段階の評価スケールから 1 つを選択す

るという方法で，質問紙調査によりデータを収集した。
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質問項目のうち，「いい名前だ」については，

品種名そのものの良し悪しを直接的に示すと考え

られるため，総合評価として用いる。表 4-8 は，

その平均値と品種間の多重比較の結果であり，

「とちおとめ」「紅ほっぺ」「あまおう」において

高い評価が得られている。また，その他の質問項

目について，ネーミングの意図や工夫が消費者に

どの程度伝達されているのか，また，そうした評

価が好意的に受け取られているかといった，「い

い名前だ」に影響する要因を解析することも重要

であり，この点については，重要度・影響度分析を援用する（注 4）。

調査項目のうち，総合評価である「いい名前だ」と，「いい名前だ」との共通性が

低い「野暮ったい，ダサい」を除いたものについて因子分析を行った。調査項目の因

子負荷量から，第 1 因子は「親近性」，第 2 因子は「イチゴらしいイメージ（以下，

イメージ）」，第 3 因子は「イチゴらしからぬ工夫（以下，工夫）」を意味すると推定

される（表 4-9）。

表４－８ 品種名の総合評価

品種名 平均値

とちおとめ 1.03a

紅ほっぺ 0.83ab

あまおう 0.68abc 

ふくはる香 0.37abcd

ふくあや香 0.17bcd 

さがほのか 0.14bcd 

さちのか -0.09d

もういっこ -0.13d

注：ポストホックテストの結果，同
一符号間で Scheffé の方法によ
り有意水準 5%で差がない。

表４－９ 調査項目の因子分析結果

調査項目
第 1因子 第 2因子 第 3因子

共通性
親近性 イメージ 工夫

おいしそう 0.617 0.361 0.277 0.588
おぼえやすい 0.884 0.127 0.227 0.849
親しみがもてる 0.723 0.431 0.269 0.781
声に出してよみやすい 0.636 0.283 0.147 0.506
かわいい，かわいらしい 0.233 0.645 0.241 0.528
イチゴらしい 0.375 0.587 0.125 0.502
さわやかだ 0.123 0.687 0.137 0.507
作ったところがわかる 0.123 0.491 -0.226 0.307
凝っている 0.106 0.140 0.538 0.320
ユーモアがある，面白い 0.229 0.051 0.869 0.811
力強い 0.261 -0.021 0.385 0.217
因子負荷量の二乗和 2.446 1.909 1.560
累積寄与率（％） 22.2 39.6 53.8
注：「いい名前だ」と共通性の低い「野暮ったい，ダサい」を省いた 11 項目につ

いて，バリマックス回転後の因子負荷量を示した。
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8 品種それぞれについて，これらの調査項目の評価の平均値を合致度として，また，

「いい名前だ」に対する偏相関係数を貢献度として，それぞれ合致度を縦軸，貢献度

を横軸として２軸上にプロットする。なお，合致度については，絶対値が 0.5 以上で

ある場合に育成者の意図や工夫に合致し，また，貢献度については，偏相関係数が統

計的有意性を持つ場合に「いい名前だ」への影響があるものとして，品種ごとに合致

度と貢献度のいずれかが基準を満たす項目について分析した。合致度が負の場合も命

名者の意図や工夫に合致しているとするのは，品種によってはネーミングによる差別

化を意図している場合もあり，調査項目によっては当てはまらないことが命名者にと

って望ましい場合があると考えられるためである。図 4-1 に示したように，合致度と

貢献度がいずれも正，あるいは，いずれも負の場合は育成者の思惑通りの評価が得ら

れており，合致度が正かつ貢献度が負，あるいは，合致度が負かつ貢献度が正のとき

は育成者にとり思惑外れの評価が得られていると考えられる。いずれの基準も満たさ

ない項目は割愛した。品種ごとの分析結果を図 4-2に示す。 

図４－１ 合致度と貢献度による評価と命名者の思惑

注：合致度と貢献度により，消費者の評価が命名者の思惑との関係

を示した。また，分析から割愛する合致度の絶対値が 0.5 未
満かつ貢献度が統計的有意性を持たない範囲を網掛けで示し

た。
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図４－２ 品種別の調査内容に関する合致度と貢献度

注：1) 項目別に，「非常にそう思う」を 3 点，「全くそう思わない」を-3 点とした 7 件法による
平均値を重要度とし，項目「いい名前だ」に対する各項目の偏相関係数を影響度とした。

2) 親近性因子に関する項目について○，イメージ因子について△，工夫因子について□で示
した。

3) 育成者の意図および示唆的イメージに該当する項目を実線，音象徴に該当する項目を破線
で囲んだ。
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「とちおとめ」は，「いい名前だ」の評価が最も高い品種である。合致度・貢献度

とも大きいのは，「おいしそう」「おぼえやすい」「かわいい，かわらいしい」「イチゴ

らしい」「さわやかだ」といった項目である。育成地名を示唆する「作ったところが

わかる」の合致度は大きく，育成地によるネーミングの意図については伝達されてい

るものの，「いい名前だ」への影響は 0と有意な差は見られない。また，「親しみがあ

る」については，合致度は大きいが貢献度が負であり，親しみがあることが「いい名

前だ」の評価に結びついていない。因子ごとにみると，プロットされたなかで唯一の

「工夫」因子である「力強い」が第３象限に位置している。このことは，「とちおと

め」はイチゴの女性的なイメージを訴求するネーミングが消費者の評価と一致してお

り，育成者の思惑通りと評価できる。

「さちのか」は，合致度が「どちらでもない」をあらわす 0に近い項目が多い。し

かし，「おいしそう」「さわやかだ」の貢献度は大きく，特に，「さわやかだ」の評価

については，音象徴が機能していると考えられる。また，「作ったところがわかる」

の合致度が負であることは，育成者の意図である産地を特定する字は加えないという

ネーミングを反映している。

「さがほのか」は，「さわやかだ」の合致度が大きくないが正であり，貢献度も大

きい。「さちのか」と同様に，音象徴から爽快さがもたらされ，品種名全体の印象に

貢献していると考えられる。また，「作ったところがわかる」の合致度は大きく，育

成地名の示唆が伝達されているものの，「いい名前だ」への影響は 0 と有意な差は見

られない。さらに，「さがほのか」の「親近性」因子については，合致度と貢献度か

らプロットされない結果となった。

「紅ほっぺ」もまた，「いい名前だ」という評価の高い品種名である。第 1 象限に

「おぼえやすい」「かわいい，かわいらしい」「ユーモアがある，面白い」という 3つ

の項目がプロットされている。また，貢献度は 0 と有意な差は見られないが，「おい

しそう」「親しみがある」「よみやすい」の合致度が大きい。かわいらしさと覚えやす

さは育成者の意図でもあり，ネーミングの意図が効果的に伝わっていると考えられる。

さらに，「作ったところがわかる」の合致度は負であり，ネーミングの意図である地

方色がないことと一致しているが，貢献度は 0 と有意な差は見られず，「いい名前だ」

には影響していない。

「あまおう」については，「おいしそう」の合致度・貢献度とも大きく，食味の良

さという果実品質を前面に出したネーミングが「いい名前だ」という高い評価に繋が

っている。また，示唆的イメージと音象徴のいずれとも関連する「力強い」について
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も，8 品種中唯一，第 1 象限にプロットされている。因子ごとにみると，「親近性」

と「工夫」因子の合致度が正，「イメージ」因子の合致度が負である。特に「イメー

ジ」因子の合致度が全て負であることは，「とちおとめ」と逆の結果である。

「ふくはる香」は，育成地によって，福島県のイメージと親しみやすさが意図され

ている。「親しみやすい」については，合致度・貢献度とも大きく，育成地の意図が

伝達されている。また，「作ったところがわかる」については，合致度は「親しみや

すい」と同程度の水準であるが，貢献度については 0と有意な差は見られない。また，

第 1象限では，「さわやかだ」について，合致度・貢献度とも高い。 

「ふくあや香」もまた，育成地によって，福島県のイメージと親しみやすさが意図

されているが，「親しみがある」の合致度・貢献度が正であり，「作ったところがわか

る」の合致度が正であるが貢献度が有意でないことは「ふくはる香」と同様の傾向で

ある。「ふくあや香」においては，「かわいい，かわいらしい」の合致度・貢献度が高

く，品種名の特徴となっている。

「もういっこ」は，第 1 象限において原点から最も遠くプロットされているのは

「ユーモアがある，面白い」であり，品種の特徴を示す項目と考えられる。また，

「イメージ」因子である「作ったところがわかる」「さわやかだ」「イチゴらしい」の

合致度はいずれも負であり，違った視点でネーミングをしたいという意図が評価にも

明確に表れている。特に，「作ったところがわかる」については第３象限に位置して

おり，「いい名前だ」に対する負の貢献度も有意である。このことは，育成地名がわ

からないことがむしろ「いい名前だ」という評価を上げることを意味しており，育成

地名を示唆しないというネーミングの意図が好意的に捉えられていることを示してい

る。 

（４）示唆的イメージと音象徴の評価

育成者の意図や示唆的イメージ，音象徴が，消費者に対して特定のイメージを類推

させることが可能であるのか，また，育成者の意図やイメージ，語感は消費者に伝達

されているのか検討した結果について以下に示す。 

育成者の意図については，「とちおとめ」「さがほのか」「ふくはる香」「ふくあや香」

における育成地の示唆，「あまおう」における食味と王様のイメージ，「紅ほっぺ」に

おけるかわいらしさが消費者に伝達されている。

示唆的イメージは，育成者の意図によって込められたものが反映するため，育成者

の意図と重複するものが多いが，グループインタビューにおいて現れた「さがほのか」
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「ふくはる香」「ふくあや香」の人名との関連性の指摘については，育成者の意図に

明確に示されていたものではなく，女性の名前の示唆的イメージが好意的な印象や覚

えやすさ，親しみをもたらすものと推察される。Brendl et al.[7]が指摘するような名

前文字効果が品種名についても認められるといえよう。また，この名前文字効果は育

成地名の示唆が地元である場合にも消費者にとってニーズを高める可能性もある。

音象徴については，「さ」音によってもたらされるさわやかさが「さちのか」「さが

ほのか」において，後舌母音によってもたらされる大きい，丸い，重いといったイメ

ージが特に「あまおう」において消費者評価にも表れていると考えられるため，音象

徴の効果は越川[11]が指摘するようにネーミングの一側面であるが，分析結果は音象

徴によるイメージの伝達を支持するものである。

育成者の意図や示唆的イメージ，語感がもたらす品種名の評価を検証するために行

った質問紙調査から，「いい名前だ」と評価されているのは「とちおとめ」「あまおう」

「紅ほっぺ」といった品種名であった。この評価は，「おいしそう」「おぼえやすい」

「かわいい，かわいらしい」「面白い，ユーモアがある」といった項目と相関が強い。

育成者の思惑通りの評価が得られていると考えられる第１象限には「親近性」因子の

項目が多く現れる傾向にある。

個別の品種名では，育成地名の示唆について，「とちおとめ」では，大産地である

育成地名をアピールすることが育成者の意図や示唆的イメージにも示されており，品

種名に含まれるのが「とち」という示唆する単語の一部であるにも関わらず，消費者

評価から栃木県のイメージが明確に伝達されている。また，「さがほのか」において

も佐賀県のイメージが伝達されている。一方，育成地名の一部が含まれている「ふく

はる香」と「ふくあや香」については，福島県であることが伝達されているが，同時

に福岡県ではないかという誤解も生じている。表 4-1 に示したように，福岡県と福島

県は産地規模が大きく異なり，「ふくはる香」「ふくあや香」は，ほぼ福島県内でのみ

流通している。そのため，福島県内では育成地名の一部が示唆されても育成地が連想

されやすいが，こうした育成地の示唆は福島県内においてのみ有効であると考えられ

る。 

「あまおう」では，「力強い」というイメージが消費者に評価されているが，他の

品種ではこの項目は「いい名前だ」という評価と負の相関を持つ場合もある。また，

「あまおう」において，「イメージ」「工夫」因子の評価が「とちおとめ」と正反対で

あることは，2 大産地として鎬を削ってきた両産地の市場におけるポジショニングが

ネーミングに現れていると考えられる。
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ネーミングの遊び・面白みが特徴である「もういっこ」は，「面白い，ユーモアが

ある」という評価に加え，「作ったところがわかる」という項目について，育成地の

ネーミングの意図に示されている地名を付けないことによる違った視点でのネーミン

グが消費者に肯定的に評価されている例といえる。なお，「イメージ」因子である

「作ったところがわかる」，「工夫」因子である「面白い，ユーモアがある」について

は，多くの品種で同じ象限には現れず，育成地名の示唆と遊び・面白みが両立しない

ことを示唆している。

また，示唆的イメージの多くは消費者に伝達されるが，そのことは必ずしもいい名

前だという評価には繋がらない。とりわけ，イチゴの品種で行われることが多く，県

外許諾と密接にかかわる要素である育成地名の示唆は，いい名前だという評価への相

関が弱く，消費者に伝達はされるものの，消費者へのアピールとしては限定的と考え

られる。

１．品種活用方策の類型化

（１）県外許諾と産地規模による分類

イチゴは販売時点で品種名が表示されるため，棚に並べられる限られた選択肢から

外れた品種は販売機会を失う。従って，産地が品種を選択するにあたっては，各品種

は無差別とならず，出荷する市場における品種や産地シェアの構成は非常に重要な要

素となる。

市場シェアについては，都道府県が品種を育成することの優位性は育成した品種が

一定規模の市場シェアを得ることができる場合に生じるのであり，一定規模の市場シ

ェアを獲得できなければ育成した品種は一般的な流通チャネルから外れるため，産地

は都道府県が育成した品種を選定せず，結果として栽培は縮小せざるを得ないことが

予想される。

また，新たに育成された品種は知的財産であり，他県も含めた産地に対して栽培を

許諾し，種苗生産を統制することによって，育成した都道府県は便益を得ることがで

きる。一方，県外許諾を行わず地域限定生産を行うことには，栽培管理の指導を行き

届かせて果実品質を統制することや，その産地でしか作られていないという希少性を

アピールできるなどの利点があり，果実品質の統制と希少性のアピールのいずれの場

合も市場の主流品種（注 2）に対抗するブランドとして差別化を図ることができる。

2 大産地である栃木県と福岡県は，それぞれ「女峰」「とよのか」で東西の横綱と
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評される市場シェアを築いていたため，短期間に品種更新を完了することで「とちお

とめ」型戦略と「あまおう」型戦略による最大シェアの確保と製品差別化がそれぞれ

スムーズに機能したと考えられる。さらに，栃木県による「とちおとめ」の県外許諾

は，市場での販売機会を増やすために周辺の複数産地に「とちおとめ」の選択を促し，

東日本の市場において主流品種としての地位を確立することによって品種育成の便益

を得る戦略と捉えられる。

都道府県が新たな品種を育成・活用して産地振興を図る場合，与件としての市場

における品種や産地の構成に対応した戦略が必要となる。一般的な製品市場において

は，標準化された規格が競争関係に大きな影響を及ぼすことがある。自分以外のユー

ザー数が増加することによって，その製品から得られる便益が増大することをネット

ワーク外部性と呼ぶが，このネットワーク外部性が強い市場においては，価格や品質

といった商品特性ではなく，シェアをめぐる競争が起きており，大きなシェアを先に

得た規格がデファクト・スタンダードとして標準化される。ここでは，白石[2]によ

る規格の標準化プロセスに基づきながら，イチゴにおける都道府県が育成した品種の

競争関係を見ていくこととしよう。白石[2]は，規格の標準化プロセスのケースを分

類し，標準設定に関する何らかの関心と特定の標準そのものに関する選好がいずれも

高い場合を「コンフリクト」（注 3）とし，この場合においてネットワーク外部性が

強い性質をもつために競争関係からデファクト・スタンダードが成立しやすいとして

いる。品種の育成主体である都道府県にとって，市場の標準となる品種設定に関する

関心については，品種が明確に知的財産と位置付けられており，かつ，各地で積極的

な育成が見られることからも高く，また，特定の標準そのものに関する選好について

も，品種名が販売時点で表示されていること，かつ，土壌条件や気候条件に対応する

ために品種の選択が有効であるという品種のもつ特徴によって，栽培の主体による品

種の選択が 1品種に集中したり，反対に栽培主体によって品種が無差別であることが

考えにくいことから高いと判断される。従って，イチゴの品種については「コンフリ

クト」のケースに当てはまると考えられる。こうした市場においては，商品特性によ

る優位性よりも早期のシェア拡大が重要であり，ポーターの基本戦略として知られる

コストリーダーシップや製品差別化とは異なる戦略的原則が合理的である。こうした

イチゴ市場における特徴を踏まえると，品種間の競争関係のもとで，早期のシェア拡

大によって，市場における標準的な品種としての地位を確立するという育成地の戦略

が有効的と考えることができるため，本章では「とちおとめ」の県外許諾を，市場に

おける主流品種としての地位を確立するための戦略的行動と捉える。
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斎藤[3]は，公的研究機関の役割と都道府県の生産・販売戦略について，栽培を県

外に許諾する公益的戦略の「とちおとめ」型と都道府県内または地域限定生産に商標

登録を併せた産地ブランド化戦略の「あまおう」型があり，中規模以上の産地で「あ

まおう」型品種の増加による品種の飽和化によるブランドの生き残り競争に発展する

ことを予想しており，県外許諾を公益性の視点から評価しているが，その一方で県外

許諾は品種間の競争を優位に進め，市場シェアを確保するための手段としての性格を

もつといえる。本章では，この点を重視し，特定の産地と独立して育成される国・独

立行政法人の栽培許諾を公益的戦略として位置づける。

以上の点を踏まえ，栽培許諾の有無と産地規模を指標とし，育成地による競争優位

を目的とした品種の活用方策を類型化する。

まず，県外許諾を行わず，地域内限定生産を行う方策は，地域のブランド化を目指

すという方向性が同じであるため，規模に依らず「囲い込み型」とする。

これに対して，県外許諾を行う方策は，産地規模によって 2つのタイプに分類でき

る。１つは既に大きなシェアを得ているタイプであり，知名度の高い産地として品種

更新をスムーズに行い，県外許諾によって得た大きな市場シェアを背景として他産地

の品種更新も促すことによって市場内の影響力を維持するもので，これを「展開済み

型」とする。もう１つは既に大きなシェアを持つ競合産地が市場に存在する場合に，

育成地が育成品種のシェア拡大を目標とし，その手段として県外への栽培許諾によっ

て他産地の生産力を活用しながら栽培面積の拡大をねらうタイプで，これを「新展開

型」とする。

また，国・独立行政法人が品種を育成している方策を「公益型」とする。

これらの品種について，東京都中央卸売市場における品種別，育成産地別の金額シ

ェアと単価を表 4-10 に示した。本章では福島県内の消費者を調査対象としているが，

品種別のデータが公表されているのが東京市場のみであるため，育成地規模と許諾の

有無が市場の金額シェアと単価にどのように影響しているかを明らかになると考えて

このデータを利用する。
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（２）類型ごとの品種名の特徴

１）県外許諾を行っている都道府県育成品種

県外許諾されている「とちおとめ」は「展開済み型」に該当する。「とちおとめ」

は，全国で最も多く生産され，市場の主流品種となっているが，育成地名の示唆が消

費者に伝達されていることは，かつて東の横綱といわれた「女峰」の主力産地として

栃木県が多くの消費者に知られているためと推察される。また，「おとめ」という語

による女性的なイメージの示唆は，他産地で育成された品種でも追随されており，こ

の品種の影響の大きさを示している。

「新展開型」は「紅ほっぺ」「さがほのか」「もういっこ」が該当する。産地規模が

中規模以下である多くの都道府県は，2 大産地である栃木県の「とちおとめ」と福岡

県の「あまおう」を意識せざるを得ず，出荷市場における育成品種のポジションを得

るためには品種特性に優れるだけでは不十分であり，県外許諾を行って作付面積を広

げる「新展開型」戦略をとることが効果的である。その「新展開型」戦略と育成地を

示唆するネーミングは必ずしも合致しない。育成地を示唆するネーミングの品種は，

許諾を受ける側の産地にとっては他の産地名を冠した品種であるため，積極的な導入

には繋がりにくく，シェア拡大には限界が生じるであろう。

「さがほのか」は，他県からの要望に応じて，シェア拡大を目的とした県外許諾を

行い，佐賀県内外の作付面積が同程度にまで拡大しており，関西市場では大きなシェ

アを獲得している（佐賀県[13]，大串[14]，上田[15]）が，育成地を示唆しない品種

名であれば，より大きな市場シェアを獲得できた可能性もある。

「紅ほっぺ」は，「京浜市場で売るため」という明確な販売戦略に基づいて，育成

地名を示唆しないことと県外許諾により，産地戦略と合致したネーミングとなってい

表４－１０ 東京都中央卸売市場における分析対象品種のシェアと単価

品種名
品種別

育成地
育成産地別

シェア
（%）

単価
（円）

シェア
（%）

単価
（円） 

とちおとめ 46 971 栃木県 34 998
さちのか - - 農研機構 - -
さがほのか 13 1,015 佐賀県 13 1,017
紅ほっぺ 9 1,004 静岡県 7 1,056
あまおう 21 1,281 福岡県 21 1,281
ふくはる香 - -

福島県 0 879
ふくあや香 - -
もういっこ - - 宮城県 1 948
注：2010 年の「東京都中央卸売市場月報」に基づく。
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る。東京市場のシェアにおいても，品種別のシェアが育成地のシェアをわずかながら

上回っており，許諾による品種シェアの拡大がみられる（表 4-10）。また，育成者の

意図である「かわいらしさ」についても紅色とほっぺを示唆することによって伝達さ

れている。さらに，「紅ほっぺ」の販売戦略とネーミングの整合は，品種名候補が育

成機関内部からも提案されていることも理由の一つと考えられる。

「新展開型」の「紅ほっぺ」「もういっこ」は，いずれも育成地を示唆していない

ため，他県で許諾を受けて栽培するには抵抗が少ないと評価できる。また，図 5-2 に

おいて示されているように，ネーミングにおいては「工夫」因子とりわけ「ユーモア

がある，面白い」に対する回答が，「いい名前だ」という評価に繋がっている。しか

し，「もういっこ」では「いい名前だ」という評価が低く，「新展開型」においてこう

した直接に遊び・面白みを伝達するネーミングの効果は限定的と推察される。

「新展開型」は，県外許諾による市場シェアの獲得という育成品種の活用方策とし

て，中から小規模の産地が目指す姿の一つを示していると考えられる。ネーミングに

おいて育成地名を示唆せず，既存の品種に対して特徴のある品種名を考案する必要が

あろう。

２）県外許諾を行わない都道府県育成品種

「囲い込み型」戦略は地域限定生産を行ってブランド化を図るものであり，ネーミ

ングにおいて差別化ポイントを明確にする必要がある。ブランド化を図るという方向

性は同じであるが，育成産地の規模によって，求められる方策とネーミングは異なる

ため，育成産地の規模が大きい場合を「囲い込み型Ⅰ」，育成産地の規模が中から小

の場合を「囲い込み型Ⅱ」とする。

「囲い込み型Ⅰ」に該当する「あまおう」は，西の横綱と評された大規模産地であ

る福岡県が育成した品種であり，産地の高い知名度や甘みと大果性を反映した力強さ

が示唆され，この力強さを差別化ポイントとする産地戦略が品種のネーミングに反映

されている。表 5-9 に示したように「あまおう」は市場でも高単価で取引されており，

店頭での販売価格も高く，プレミアム品種としての地位を確立している。一般的に女

性的，かわいいといったイメージを持つイチゴにおいて，大きな産地規模を背景とし

た「あまおう」のネーミングがもたらす男性的な印象は，他品種に対する差異化に寄

与していると推察され，図 5-2 において市場の主流品種となっている「とちおとめ」

と「イメージ」「工夫」因子の座標が正反対の位置関係にあることはその裏付けと考

えられる。本章において対象とした品種のなかで「囲い込み型Ⅰ」に該当するのは
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「あまおう」のみであるが，1 都道府県で差別化を図れるだけの生産規模がある産地

は限られており，他の産地がこの戦略をとるにあたっては困難が予想される。十分に

製品差別化が行えるだけの果実品質をネーミングにおいて訴えることが有効である。

「囲い込み型Ⅱ」に該当する「ふくはる香」「ふくあや香」は，育成地名を示唆す

ることでブランド化をねらっている。小規模な産地であっても，高いシェアを確保で

きる地元市場においては，地元育成品種である点を差別化ポイントとした販売を行う

ことが可能である。この戦略では，育成地名を示唆するネーミングが，ここだけでし

か手に入らないといった販売促進と合致して機能すると考えられる。しかし，育成地

以外の産地が育成地名を示唆する品種の県外許諾を受けるには，Keller et al.[8]が指

摘するように示唆的ブランド名が持つ再ポジショニングの困難性から，育成地名を示

唆するネーミングがむしろ足枷となる。育成地名を示唆している「さがほのか」は，

表 5-9 に示したように東京市場に出荷されるイチゴのほとんどを佐賀県産で占めるだ

けの産地規模を背景として，東京市場でも一定のシェアを得ており，2 大産地に続く

有名産地としてブランド化にある程度成功していると考えられるが，小規模産地であ

る福島県が京浜市場で一定のシェアを得ることは出荷ロットが小さいために困難であ

り，県外許諾を行ったとしても「ふくはる香」という育成地を示唆するネーミングで

は他産地での積極的な栽培は難しいといえよう。

末澤[16]は，キウイを対象として，多くの産地が高級化・ブランド化を志向した戦

略のもとで品種や技術を囲い込んでいることに対し，複数産地の協力体制のもとで品

種や技術の適切な評価と普及を行い，売り上げ増加につなげることで市場全体を育て

ることを述べている。イチゴの品種においても，地元市場に出荷先を限定し地元育成

品種である点を差別化ポイントとすることは，市場のボリュームが小さく需要量が頭

打ちになることも予想され，主流品種に対して差別化をはかるという販売戦略は生産

の拡大には必ずしもつながらないと考えられる。末澤[16]が指摘するような複数産地

の協力体制の下での市場全体を育てることも検討されるべきである。

３）国・独立行政法人の育成品種

「公益型」には「さちのか」が該当する。「公益型」の品種名は特定の産地を示唆

しない方が望ましい。関西市場においては「さがほのか」に次いで２番目のシェアを

獲得（上田[15]）している「さちのか」も育成地を示唆していないことで，全国の産

地に広がることをねらいとした品種名であり，そうしたネーミングのコンセプトが育

成機関内部からの候補提案によって徹底されて実現したと考えられる。
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産地の規模によっては，品種の育成をあえて行わずに「公益型」戦略の「さちの

か」のような品種の栽培によって生産の振興につなげるという選択肢も検討されるべ

きであろう。

３．品種の活用方策とネーミング

分析対象である 8品種を，類型化した育成地の品種の活用方策に当てはめたものが

図 4-3 である。図 4-3 に示された品種の活用方策は，それぞれの出荷規模や市場にお

けるポジションによってもたらされる市場シェアに依存しており，その分類は流動的

なものと考えられる。

本章の分析結果から，品種の活用方策と望ましいネーミングの関連について以下

のようにまとめることができる。

「展開済み型」の品種は，今後もより優れた品種の育成と県外許諾，スムーズな品

種転換によって市場における影響力を保つことができると考えられる。ネーミングに

あっては，育成地名の示唆，カテゴリー適合性を訴求することが有効であろう。

「囲い込み型Ⅰ」は大きな育成産地の規模を背景として，特に優良な果実品質をも

つ品種を活用して差別化を図るものである。従って，この活用方策をとることのでき

図４－３ 品種の活用方策の５類型

注：カッコ内に該当する品種名，各類型の下部に該当する品種のネーミングの特徴
を記した。
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る産地は限られているといえよう。ネーミングにあっては，競合する「展開済み型」

の品種とは違う特徴を差別化ポイントとして示唆することが有効であると考えられる。

「囲い込み型Ⅱ」は育成産地の規模が中から小であるにもかかわらず囲い込みを行

うものであるが，こうした戦略は生産拡大につながりにくいことが予想されるため，

県外許諾を行って出荷規模を拡大するという「新展開型」への移行を検討すべきと考

えられる。地元育成品種としてブランド化を図るのであれば育成地名を示唆すべきで

あるが，出荷規模を拡大することによる「新展開型」へのシフトを想定しているなら

ば育成地名を示唆すべきでない。

「公益型」においては育成地名を示唆するべきではなく，市場で競合する品種に応

じてカテゴリー適合性を訴求するか，品種の特徴が伝達されやすいネーミングを行う

べきである。

第４節 考察

新たな品種の育成に当たっては，産地戦略における品種の活用方針との整合性が求

められる。自らの産地規模に基づく出荷市場におけるポジションを明確化し，販売に

おいて品種をどのように活用するかという戦略に基づいて，品種育成の必要性の判断

や育種目標の設定が行われることが望まれ，そうした戦略と整合したネーミングが求

められる。

ネーミングの特徴を消費者調査によって検証した結果から，育成者の意図や示唆的

イメージ，音象徴は，消費者に対して特定のイメージを類推させることが可能であり，

育成者の意図や示唆的イメージ，語感の多くが消費者に伝達されている。

中規模以下の多くの産地においては，既存の産地や品種に影響を及ぼす市場シェア

を初めから獲得するのは困難であり，育成品種の活用に当たっては，差別化ポイント

として地元市場において地元育成品種であることを訴求する「囲い込み型Ⅱ」を志向

するのか，県外への許諾を行って幅広く産地を拡大することで市場シェアを高める

「新展開型」を志向するのかを判断した上で品種名を決定する必要がある。育成地を

示唆することの是非は，そうした産地戦略との関連で検討されるべきであり，全国的

に広がりをもつ「公益型」品種を選択し，独自の品種を育成しない選択肢も検討する

必要がある。また，そうした産地戦略と合致したネーミングを行うために，公募だけ

でなく，育成機関の内部から品種名の候補を提出することも加えられるべきである。

また，分析結果から，「いい名前だ」という評価に貢献しているのは，「おいしそう」
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「おぼえやすい」「かわいい，かわいらしい」「ユーモアがある，面白い」といった項

目である。特に「親近性」因子を構成する項目は合致度・貢献度とも高く，「親近性」

に「イメージ」「工夫因子」を組み合わせることがネーミングの方法の一つとなり得

るだろう。

さらに，音象徴による語感もまた，品種名に影響を与えていることが明らかとなっ

た。音象徴については事前に考慮することは難しいと考えられるが，品種名の候補を

検討する段階では，音象徴による語感は消費者へのイメージの伝達を検証する有効な

手段となるであろう。

こうして検討された品種名の候補について，育成地の意図が消費者に伝達されてい

るかの確認も必要である。例えば，「ふくあや香」は，ネーミングに込められた思い

である「酸甘あやなす香味」が伝達されておらず，「ふくはる香」と名前が酷似して

いることから識別性がないことも消費者評価に現れているが，本章で用いた分析手法

を利用して品種名の候補を事前に検討することができれば，より好ましいネーミング

ができたと考えられる。

品種名の決定に当たっては，ネーミングが先行し，品種の活用方針がいわば後付け

で考えられていたために，県外許諾できる品種であるにもかかわらず，他産地が導入

に抵抗のある育成地名の示唆といった不一致が起きていると考えられる。イチゴにお

いては，多くの場合，都道府県が産地振興と品種の育成を担っているため，産地戦略

と整合的なネーミングを行い，地域産品のブランド化につなげることが可能であり，

本章の結果はそうしたネーミングに寄与すると考えられる。

注

1）「あまおう」は全国農業協同組合連合会が商標権を有する商標名であり，品種

名は「福岡 S6 号」であるが，本研究では「あまおう」を便宜的に品種名とみ

なす。

2）本章では，市場の占有率が高く，果実品質や栽培特性について主流と位置付け

られ，品種の育成においても比較対象となり得る品種を指す。 

3）他のケースは，関心が高いが選好の低い「純粋調整」，関心が低く選好の高い

「私的財」，関心と選好のいずれも低い「公共財」の 3つである。

4）本章における各項目の合致度と貢献度をプロットする方法については，商品開

発等の分野で用いられている重要度・影響度分析（CS 分析あるいは CS ポート

フォリオ分析とも呼ばれる）を援用したものであり，ネーミングにおける調査
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内容の各項目を属性とし，各質問項目に現れる品種名の特徴を明らかにするた

めに用いる。
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第５章 ブランド化戦略向け品種としての都道府県育成品種の評価

第１節 目的と課題

農産物のブランド化戦略にはいくつかの方向性があるが，その一つが地元の住民

に対して地元産であることを訴求するシナリオである。地元産であることは POP 等

の表示でも伝達可能であるが，地元で育成された品種を活用することも消費者にアピ

ールする手段の一つであり，同じ地元産農産物であっても，消費者にとって地元で育

成された品種と，他県でも生産されているナショナル・ブランドとして位置付けられ

る品種との間では，消費者が異なる反応を示すことも予想される。地元産であること

に加えて，地元で育成された品種であることを評価する消費者にとっては，産地育成

品種であることを販売時点で表示することによって差別化できる可能性があり，こう

したブランド価値構造における概念価値とされるストーリー性によって消費者との間

により強固な関係性を形成することで，地元産農産物のブランド化戦略の構築に寄与

するものと考えられる。しかし，こうした地元育成品種であるという情報が消費者の

購買意思決定においてどのように評価され，商品選択行動に繋がっているかという点

については，ほとんど議論されてこなかったため，産地としては地元育成品種を評価

する消費者へのアピールや産地戦略への反映についても手探りの状態である。また，

産地によって新たに育成された品種は，消費者にとっても新しい商品アイテムであり，

新商品の市場への導入という視点でのマネジメントが求められている。このような地

域農産物の販売には，首都圏をはじめとした遠隔消費地をターゲットとする場合と，

産地と重なる範囲の消費地をターゲットとする場合，あるいはその両方をねらう場合

が考えられる。本章では，消費地と産地が重なる場合に焦点を合わせ，地元育成品種

の活用による地元産農産物のブランド化がどのようにして達成されるのかを明らかに

することを目的とする。

地元産農産物のブランド化と並んで，都道府県が進める施策の一つが試験研究機関

における新品種の育成である。都道府県が品種の育成を行う理由として，気象条件お

よび土壌条件等の地域特性に応じた試験研究，都道府県は研究設備や遺伝資源を備え

ているために農業者や規模の小さい企業に比べて新品種の開発費用を低減できるとい

う規模の経済の存在，都道府県民に対する食料の安定供給，民間企業の参入が少ない

ことが挙げられる（徳田[1]）。こうした理由からコメや果実といった品目を中心とし

て都道府県による品種の育成が行われているが，とりわけ都道府県が主体となった品
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種の育成が活発な品目がイチゴであり，織田[2]によれば，近年育成されたイチゴ品

種 31品種のうち，25品種が都道府県によって育成されている。

イチゴは一般的に販売時に品種名が表示されているため，産地の情報に加えて，品

種の情報が消費者に伝達可能である（注 1）。消費者のイチゴ選択において，産地が

地元産であるということは消費者の効用を高めることが明らかとなっている（半杭

[3]）が，消費者に地元育成品種が知られていれば，品種の情報を手がかりとして消

費者は地元産のイチゴを買うという購買意思決定を行うことができる。このように，

店頭で表示される品種名には，消費者に育成地を伝達するという機能もある。この品

種の機能は，消費者の居住地を地元産地とする場合において，地産地消との親和性が

あるため，地元育成品種に対する消費者の評価を分析することによって，地元産農産

物のブランド化の可能性を検討できると考える。

地元産農産物をブランド化する方向性としては産地の情報も大きな役割を果たすと

考えられるが，都道府県が主体となる農産物のブランド化における育成品種の役割を

明らかにするため，本章では品種の情報のみに課題を限定して論じる。

ここで，品種の情報によるブランド化について以下に整理する。品種の情報には，

購入の際の標識としての機能がある。すなわち，消費者は初めて見る品種に接した場

合，何らかの理由でその品種の試し買いを行って食味に代表される果実品質と購入価

格等とを勘案し，再度購入するかどうかを決定するが，再度購入する際には，品種を

標識として過去の喫食経験に基づいて選択を行う。従って，食味のような購入後のみ

評価可能な商品属性は，試し買いを行った後に検討されるのであり，育成された品種

によるブランド化は，初めて見る品種に対しての試し買いを誘導する手段としての役

割が大きいと考えられる。当然のことながら，2 度目以降の購入の場合も，優れた果

実品質に適合したネーミングが行われることによって，その品種に対する消費者の態

度が，より強固なものとなることが予想されるが，本章においては，品種の試し買い

を誘導する手段としての機能を重視しているため，ブランド化の成立について，購買

行動の継続性を要件としていない。

本章の課題は以下のとおりである。第 1に，消費者調査の対象となる品種について，

知名および喫食経験を調査する。新しく育成された品種は既存の品種に対して知名と

喫食経験のいずれも低い水準と考えられるため，これを調査して分析の端緒とする。

本章の核となるのが地元育成品種としてのブランド化の可能性であり，消費者行動を

モデル化して分析を行う。この消費者行動モデルにおいては，既存の品種に対して差

別化を図る品種として，地元育成品種と有名産地である他県の育成品種を組み入れる。
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課題の第 2として，消費者行動における好意的な態度の形成が購入意向につながるこ

とを検証し，また，好意的な態度を形成する要因を探索する。第 3として，態度の形

成要因が品種ごとの態度や購入意向にどの程度影響するのか解析する。

第２節 データと方法

１．データ

（１）調査事例の選定

本章では，事例として福島県が育成したイチゴ品種を対象とする。福島県はイチゴ

産地としては中位の産地規模であり，福島県外の市場への出荷量は必ずしも多くない。

また，より規模の大きい産地と隣接していることから福島県内の市場においても他県

産の入荷量が多いため，地元産としての福島県産イチゴの販売は今後も拡大の余地が

あるといえる。福島県はそういった環境の下で「ふくはる香」「ふくあや香」の 2 つ

のイチゴ品種を育成しており，標準的な品種である「とちおとめ」に加えてこれらの

品種を生産し，「県オリジナル品種ブランド化推進事業」等によって福島県オリジナ

ル品種のブランド化を進めている。なお，いずれの品種も福島県外への栽培許諾を行

っておらず出荷が福島県内にほぼ限定されているため，品種の育成と地元産農産物と

してのブランド化の主体を都道府県が担っている事例として評価が可能である。

本章では，福島県が育成した 2品種のうち，作付面積も比較的大きい「ふくはる香」

を分析する。「ふくはる香」は，甘みが強く，大玉で果型に優れるという特徴がある。

販売時点では，大果性を活かした大玉に揃えたパッケージング（注 2），卸売市場に

よる「とちおとめ」より高い価格設定，品種名を印字したフィルムの使用（注 3）等，

差別化を意図した取り組みが行われている。

（２）「ふくはる香」と「あまおう」への限定

福島県オリジナル品種の「ふくはる香」については，福島県内での生産および販

売における標準的な品種である「とちおとめ」に対して差別化を図ることによるブラ

ンド化が福島県を主体して取り組まれている。こうした取り組みは，第 3章で検討し

たように，「とちおとめ」に置き換えるシナリオでなく，サブ・カテゴリーを発見す

ることによって後発ブランドとして競争優位性を獲得しようとする方向性とも整合的

である。こうした視点から品種の評価を行うため，「ふくはる香」に加えて比較対象
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として「あまおう」を選び，調査地域を「ふくはる香」の育成地である福島県として

消費者の調査を実施する。これら 2品種は福島県内の市場において標準的な品種であ

る「とちおとめ」に対して，「ふくはる香」は地元育成品種として，いずれも標準的

な品種である「とちおとめ」に対して差別化を意図した販売が行われている。さらに，

これら 2品種は育成権者である福島県と福岡県が県外への栽培許諾を行わず，いずれ

も自県内に産地を囲い込んだ生産が行われているため，「ふくはる香」は福島県のみ

で，「あまおう」は福岡県のみで栽培されており，消費者の評価において，産地と品

種の識別ができなくなるという恐れがない。また，福島県内における標準的な品種で

ある「とちおとめ」を評価対象に加えないのも同じ理由による。

消費者の調査にあたって，被験者に与えられている情報は，品種名のみである。産

地や価格といった他の商品属性や写真による外観品質等は，品種の情報によるブラン

ド化を捉えるという本章の目的に照らして攪乱要因となるため省いている。また，そ

の他の品種に関する情報である，2 品種とも「とちおとめ」に対して差別化を意図し

た販売が行われていること，「ふくはる香」が福島県オリジナル品種であることも伏

せられており，各品種に対する評価は被験者の喫食経験と品種名がもたらすイメージ

に依存する。

（３）調査の概要

消費者調査の概要を表 5-1 に示した

（注 4）。調査対象は，福島県に居住す

る成人女性とした。女性に限定している

のは，食料品を購入する機会が多いため

にイチゴの購入に関する判断が可能であ

ると考えられるためである。標本の抽出

と回答の回収にはインターネットを用い，

日常的にスーパー等で野菜を買うことを条件としたスクリーニングと年齢による割り

付けを行った上で，500 件を回収した。調査期間は，イチゴの出回り時期を考慮し，

2011 年 1 月とした。調査項目は，地元産農産物といった場合の地元の範囲をどの程

度と捉えるか，地元に対する意識，イチゴの選択に当たっての意識，品種ごとの意識

の違いである。こうした調査項目について，ほとんどの設問において 5段階の多項単

一選択回答による回答方法とした。

表５－１ 消費者調査の概要

項目 内容

対象 福島県に居住する成人女性

期間 2011年 1月 28日から 30日
方法 ウェブ調査（属性絞り込み方

式） 
回収数 500件
注：実際の調査は首都圏の消費者と併せて実施し

た。ここでは福島県の結果のみを利用する。
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２．方法

（１）品種選択におけるブランド・スイッチ

本章は，「とちおとめ」を中心とした市場の品種構成である福島県において，「ふ

くはる香」を対象として，地元育成品種としてのサブ・カテゴリーを発見することに

よって競争優位性を獲得しようとするシナリオを検討する。そこでは，消費者による

既存の品種から「ふくはる香」への選好のスイッチが期待されるが，その理論的な背

景となるバラエティ・シーキングについてここで整理する（注 5）。

バラエティ・シーキングは，現象としては，特定の製品カテゴリーにおけるブラ

ンド・スイッチとして顕在化するものである。バラエティ・シーキングは，消費者行

動論とマーケティング・サイエンスの 2つの流れによって研究されてきた。消費者行

動論における多様性行動をもたらす理由については，McAlister and Pessemier[4]に

よってその枠組みが示され，説明可能な個人の多様性行動が直接的な理由と派生的な

理由によるものに分類できるとされている。このうち，直接的な理由とは，消費者が

変化そのものを求める場合であり，既知の対象間でのスイッチ，未知の対象へのスイ

ッチ，情報を得るためのスイッチがある（小川[5]）。

消費者行動論におけるバラエティ・シーキングは，はじめ心理学領域における探

索行動の一つとして捉えられた。探索行動とは，特に学習心理学の分野で学習実験に

おいて示された，学習された反応パターンを取らない行動の一つであり，外的な報酬

がなくとも行われるため，内発的に動機づけられた行動と考えられてきた。これに対

して，土橋[6]は，バラエティ・シーキング研究について整理し，学習された反応パ

ターンをとらないバラエティ・シーキングが内発的動機づけによって起こる行動とす

る考え方を批判的に検討し，値引きや入手可能性といったマーケティング活動による

外発的動機づけであってもバラエティ・シーキングに密接に関係することを指摘して

いる。

バラエティ・シーキングを内発的動機づけと関係づけてきた先行研究において，

理論的な基礎となったのが，最適刺激水準（optimal stimulation level: OSL）である。

最適刺激水準とは，個人の環境刺激に対する反応を特徴づける特性であり，人は刺激

レベルに対して最適あるいは選好される水準をもつというものである。そこでは，環

境刺激が最適水準を下回れば「飽き」の状態となり，新奇な刺激や複雑な刺激を求め

る行動がとられ，最適水準を上回ると刺激を減らして最適点を維持するように行動す
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ると考えられている。バラエティ・シーキングは，理想的な水準を下回っているとき

に刺激を調整するために非反復購買を行うために起きると想定されるのである。

消費者を分類したアサエルのマトリクスによれば，バラエティ・シーキングは関

与水準が低く，ブランド間の知覚の差異が大きい製品においておこり，そこでの消費

者の購買プロセスは「認知→行動→評価」という順序となるとされている。バラエテ

ィ・シーキングが低関与水準で起こると考えられた理由として，購買パネルデータが

低関与製品で集められやすかったこと，相対的に関与の低い製品は刺激が少なく，飽

きられやすいと見做されたこと，バラエティ・シーキングがブランド・ロイヤルティ

と対比される概念として扱われたため，高関与であるブランド・ロイヤルティに対し

て低関与でバラエティ・シーキングが起こるとされたこと等が挙げられる（西原[7]）。

西原[7]は，バラエティ・シーキングと関与水準について，ブランド・スイッチン

グという顕在的行動を行う消費者において，価格面だけを考慮する消費者に対して，

製品カテゴリ―内の他ブランドについて新奇性やバラエティを知覚するには，購買お

よび消費の経験，知識を必要とするため，バラエティ・シーキングを行う消費者は一

連の行動を通して情報処理を行っており，高い関与水準でもバラエティ・シーキング

が起こり得ることを検討した。チョコレートを対象とした実験から，製品関与水準が

高い消費者が一番多くチョコレートを購買し，様々なブランドを購買しており，バラ

エティ・シーキングが行っている可能性を示した。また，一般的なブランドを変える

理由についても，外部要因によるブランド・スイッチングや「飽き」を解消するブラ

ンド・スイッチングが高い関与水準でも起こること，加えて，「食べ比べや味の違い

を楽しみたい」「食べたことがないブランドは一度試してみたい」といった項目に対

する高関与消費者の応答が多いことを示している。

田中[8]は，バラエティ・シーキングについて，十分に情報を集めて意思決定し効

用を最大化するという，伝統的な経済学で仮定された功利的消費者像とは異なり，ブ

ランドの選択が変化したことを楽しい記憶として留めているといった行動が行われて

いることを指摘し，外部手がかりによって引き起こされるブランド・スイッチである

派生的変化購買行動とは関与水準が高いという点で異なるとしている。

小野[9]は，消費者の関与概念について，多属性アプローチの概念枠組みの有用性

を示し，製品関与と購買関与が製品選択と情報探索という消費者行動プロセスの異な

る局面に影響を及ぼすために相関を持たないことを主張した。その上で，情報取得に

関係する購買関与において，「試し買い」について情報の抽出，記憶保持，その後の

関連購買における内部情報探索，想起を含むものとしている。
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土橋[10]は，バラエティ・シーキングの行動パターンには，達成型とコンサマトリ

ー型の 2種類があり，達成型は消費者個人の目的達成のために消費者の内的状態と外

部環境の相互作用から生じる問題の認知によって始動され，コンサマトリー型は特定

ブランドへの飽きや気分転換，新しいブランドを試したいといった消費者内部の動因

によるもので，目的志向的な行動や外部の誘因の影響とは区別されるものであるとし

ている。

以上の先行研究を踏まえた上で，本研究におけるバラエティ・シーキングについ

て述べる。イチゴは全国で都道府県を主体とした品種の育成が行われており，多くの

新品種が登場している。また，売り場においても品種名が表示されているため，品種

名自体が消費者の選択の手がかりとなり，ブランドとして扱われ得る。第 2章におい

て示したように，消費者においては，イチゴの品種については知識がないものの，品

種について知りたいと考えており，また，いろいろな品種を食べ比べたい，地元の品

種を食べたいというニーズも存在している。こうした消費者の品種に対する積極的な

意識は，情報探索や製品に対する愛着と結び付けて考えることが可能であり，高い関

与水準を示唆するものといえるだろう。本研究において，バラエティ・シーキングと

は，McAlister and Pessemier[4]による直接的な変化そのものに加えて，新奇性，多

様性，好奇心によって生起した，高関与条件下におけるブランド・スイッチをもたら

す消費者の内面として捉えられる。

（２）消費者の態度

本章において明らかにしようとするのは，地元育成品種を活用したブランド化のプ

ロセスであり，ブランド化については，消費者において同一のカテゴリーのなかで差

異が認められ，購入意向が表明されることをもって成立するものとする。ここで，カ

テゴリーはイチゴであり，「ふくはる香」と「あまおう」の 2 品種において購入意向

が表明される機序について，消費者の態度の形成から分析し，2 品種の間における差

異の有無を検証する。

消費者の意思決定に影響を与える要因はざまざまであるが，それらは，個人的差異，

環境的影響，心理的プロセスの 3つに区分することができる。その 3つの区分のうち，

心理的プロセスのなかに，情報処理，学習，態度と行動変容が含まれる（Blackwell 

et al.[11]）。態度については，購買行動を予測する変数と考えられるため，社会心理

学やマーケティングにおいて重要な概念として扱われてきた。田中[8]は，これまで

議論されてきた態度の定義について整理し，態度概念に共通するものとして，第 1に，
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何らかの情報や経験を通じて学習するものであること，第 2に，予め人々が持ってい

る先有傾向であり，直接観察できないこと，第 3に，好意的あるいは非好意的な反応

であること，第 4に，人，商品・ブランド，商品カテゴリー，事柄，行動といった対

象に対しての反応であること，を挙げている。これまでの態度の定義に関する議論を

まとめると，「対象物，問題，それに人に対する貯えられた評価」（清水[12]），「ある

対象に対して示す好意的あるいは非好意的判断であり感情のこと」（田中[8]）という

ことができる。また，態度に隣接した概念として信念や行動があるが，そうした概念

は態度に含まず，信念は態度の先行変数として，行動は態度の結果変数として扱われ

るのが一般的である。こうした隣接する概念との関係については，態度が認知，感情，

行動から構成されるという 3次元モデルは現在では主流ではなくなってきており，態

度が信念に続き，意図と購買に先行する一次元的な流れの中で捉えられるという単一

次元モデルが現在では一般的となっている（図 5-1）。この単一次元モデルにおいて

は，要素間の因果関係が一貫性を保つための説明として重視される（田中[8]）。態度

の前後においてそれぞれの要素が一定の方向を持った因果関係で説明される，という

ことは，態度が行動の前兆になるということを意味し，態度の形成が購買意思決定に

おいて重要であることを示している。

こうした態度をはじめとする心理的プロセスが消費者選好にどのように影響するか

という点について，ブランドを対象とした研究も蓄積されてきている。ブランドに対

する態度は，ブランド・コミットメントとして扱われる。ブランドに対するコミット

メントと購買行動に関する先行研究には青木[13]，井上[14]，寺本[15]がある。青木

[13]は，ロイヤルティが購買という行動面でブランドとの関係性を捉えているのに対

して，コミットメントは売り手と買い手双方の関係性に対する態度であるとし，ロイ

ヤルティとコミットメントを対比して定義している。井上[14]は，行動的指標である

ロイヤルティと対比する概念としての態度的指標であるコミットメントが，感情的コ

ミットメント，計算的コミットメント，陶酔的コミットメントの 3次元からなること

を実証的に示し，排他的な思い入れである陶酔的コミットメントが，ブランドの選択

図５－１ 態度の単一次元モデル

注：田中[8]から引用。
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確率を向上させ，バラエティシーキング変数についても負の効果があり，コミットメ

ントが安定的な売り上げや確固たる市場ポジションの獲得につながることを指摘して

いる。寺本[15]は、Dick and Basu[16]のコミットメントとの関係により真のロイヤル

ティ，潜在的ロイヤルティ，見せかけのロイヤルティとして構造化されたロイヤルテ

ィに基づき，実証分析を通じて消費者セグメントを導いている。

消費者の態度に関して，地域農産物やそれに隣接する概念を対象とした先行研究と

しては，林[17]が，研究分野として蓄積の浅い地域ブランドについて，先行研究にお

いて経験的・暗黙的に存在が仮定されてしまっている地域ブランド効果の存在を確認

し，地域ブランド力の強い産品は良いイメージを想起させ，好ましい態度（注 6）や

購買意図を形成しやすいこと，また，関与概念について，永続的関与は地域ブランド

効果に影響を与えていなかったものの，状況的関与のうち，外部評価の存在が地域ブ

ランド効果に影響を与え，製品の信念評価と態度評価を変化させることを示している。

朴ら[18]は，消費者の態度と購入意向について，地域イメージとブランド評価を対象

として，地域態度から購入意向への影響は小さく，また，ブランド態度から購入意向

への影響は個人差が大きいため有意でないことを示している。阿部[19]は，有機野菜

を対象として，有機野菜と一般の野菜に対する態度を計測し，それぞれ有機野菜のプ

ラスイメージから有機野菜は正の影響，一般の野菜は負の影響を受けており，いずれ

も有機野菜の購買行動に影響していることを示している。

単一次元モデル（図 5-1）に示したように，態度は，信念に続き，意図および購買

に先行するという一連の因果関係にある。本章では，消費者の態度に着目し，イチゴ

というカテゴリーのなかで，消費者が品種間に差異を見出す要因として，消費者の地

元に対する好意的な感情（「地元志向」とする）と多様な品種を探索する行動様式

（「探索的購買」），高い価格を避ける行動様式（「低価格志向」）の 3 つの構成概念を，

態度の形成に影響を与える態度形成要因と想定する。このうち，「地元志向」につい

ては，地産地消を背景としたマーケティングの可能性を検討するため，居住地に対す

る感情と地元産農産物に対する意識によって構成されるものとする。「探索的購買」

については，消費者自身の経験から多様な品種の差異を認める探索的な意識によって

構成されるものとする。「低価格志向」については，標準的な品種に対して価格差を

設定する可能性を検討するため，低価格を志向する行動様式を表現するものである。

本研究が取り扱うデータは実際の行動ではなく，インターネット調査による仮想的な

ものであるため，これらの要因が差別化達成の代替変数としての「購入意向」に先行

する変数である「態度」に影響すると考える。
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こうした態度形成要因となる構成概念と，購買行動において現れる現象および消

費者の内面との関係を示したものが図 5-2である。

消費者のブランド・スイッチとして顕在化するのが消費者内面におけるバラエテ

ィ・シーキングであり，これを本研究では「探索的購買」という構成概念によって計

測する。同様に，消費者のロイヤルティとして顕在化するのがコミットメントであり，

本研究ではこれを「地元志向」という構成概念によって捉える。

本章では，コミットメントを「地元志向」として捉える。これは，「地元志向」が

情動的，心理的な愛情によってもたらされるものと考えたためである。コミットメン

トは，関係性を維持する動機づけになること（井上[14]）や他ブランドへの代替傾向

を低減させる（青木[13]）という性質をもち，同時に，感情的コミットメントや計算

的コミットメントといった多次元性を持っている。ここでは，「地元志向」を他のブ

ランドへのスイッチを抑制するものとして扱うため，感情的コミットメントあるいは

陶酔的コミットメントと関係が深いものとして捉える。

（３）分析モデル

消費者の態度に関する先行研究を踏まえ，本章で検証する仮説は，消費者の「地元

志向」，「探索的購買」，「低価格志向」がともに「態度」形成に影響し，好意的な「態

度（注 5）」が形成されることによって，意図および購買からなる行動の代替変数と

しての「購入意向」が高まるというものである。態度の単一次元モデル（図 5-1）を

反映し，「態度」から「購入意向」へは単一方向の因果関係があるものとした（図 5-

3）。なお，「態度」と「購入意向」については対象となる品種ごとに設定する。

この仮説に基づいたモデルについて構造方程式モデリングを行い，「地元志向」「探

索的購買」「低価格志向」から「態度」へのパス係数および「態度」から「購入意向」

図５－２ 現象および消費者の内面と構成概念の対応
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「どちらでもない」を 3，「あまり当てはまらない」を 2，「当てはまらない」を 1 と

した 5段階の多項単一選択回答によって回答を得るものであり，結果は表 5-3のとお

りである。

態度形成要因については，消費者個人に特有のものであり，各品種に共通である。

このうち「地元志向」については，住んでいる土地への愛着も含んだ地元産農産物に

対する消費者個人の関与水準を示唆するものである。「探索的購買」については，本

研究が想定する高関与水準の下でのスイッチをもたらす理由として，変化そのものに

加えて，多様性や新奇性，好奇心があることを踏まえた質問項目となっている。「低

価格指向」については，価格というマーケティング変数としての消費者にとっての外

部要因に対応した質問項目である。

「地元志向」については，対象をイチゴに限定していない。これを構成する観測変

数のすべての項目で中央値が 4 であり，項目間に差は見られなかった。「探索的購買」

と「低価格指向」のイチゴに限定した項目については，「いろいろなイチゴを食べ比

べたい」「新しい品種を試してみたい」「繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを見

つけたい」については中央値が 4 であり，「食べたことのないイチゴを取り寄せて買

いたい」「少し傷みがあっても安いものを選びたい」「少し高くてもおいしそうなもの

を選びたい」「粒が小さくても安いほうが良い」については中央値が 3 と項目間に差

が見られた。

表５－３ 分析に用いた態度形成要因の変数の概要

態度形成要因 変数 中央値 平均値

地元志向 なるべく近くでとれたものを食べたい 4 3.9

住んでいる地域に貢献したい 4 4.0

地域の農業が衰退しているのは問題だと思う  4 4.3

有名な産地より地元のものを好む 4 3.7

住んでいる地域が好きだ 4 3.9

探索的購買 いろいろなイチゴを食べ比べたい 4 3.7

新しい品種を試してみたい 4 3.6

繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを見つ

けたい
4 3.4

食べたことのないイチゴを取り寄せて買いたい 3 2.8

低価格志向 少し傷みがあっても安いものを選びたい 3 3.1
少し高くてもおいしそうなものを選びたい 3 3.3
粒が小さくても安いほうが良い 3 3.2

注：態度形成要因のうち，「地元志向」については対象をイチゴに限定していないが，「探索的購買」と

「低価格志向」についてはイチゴに限定している。
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続いて，品種ごとの態度と購入意向に対する評価を得るため，「ふくはる香」「あま

おう」に加えて，標準的な品種である「とちおとめ」と福島県内でも生産されている

「さちのか」について，態度と購入意向に関する変数に対して回答を得た。回答方法

は，それぞれの評価項目について，「そう思う」を 5，「どちらかというとそう思う」

を 4，「どちらでもない」を 3，「あまりそう思わない」を 2，「そう思わない」を 1と

した 5段階の多項単一選択回答によるものであり，結果は図 5-4のとおりである。品

種ごとの評価については，態度を規定する変数（注 7）である「このイチゴを買うこ

とは好ましいことだ」「このイチゴを買うことは良いことだ」「このイチゴを買うこと

は賢いことだ」と「買いたい」の項目については回答の傾向が似ており，「とちおと

め」が最も高く，続いて「あまおう」，3 番目に「ふくはる香」と「さちのか」が同

程度の水準であった。購入意向を規定する変数のうち，最も品種ごとにばらついてい

たのは「食べたことがないので試してみたい」に対する回答であり，もっとも高い評

価が「ふくはる香」であり，最も低い評価が「とちおとめ」であった。また，価格差

の許容に関する「他

に比べて 1 パック

100 円増しでも買い

たい」「他に比べて

1 パック 50 円増し

でも買いたい」につ

いては，全体的に

「どちらでもない」

よりも低い水準であ

ったが，「あまおう」

が最も高く評価され

ていた。

構造方程式モデ

リングに用いたモデ

ルと推定値を図 5-5

に示した。図 5-3 の

分析モデルにおける

「態度」から「購入

意向」について，

図５－４ 品種ごとの態度と購入意向に関する評価

注：5段階のスケールを数値化し，平均値を示した。



「ふくはる香」と「あま

いてのみ，「地元志向」

8）が「態度」に影響す

測変数や誤差変数につい

合度については表 5-4

が 0.783，RMSEA が 0

が，図 5-3が検証的なモ

注：n.s.を
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まおう」についてそれぞれ設定し，また，「

から地元で育成された品種であること（「地

するというパスを設定した。パス係数は標準

いては簡便のため省略した。なお，観測変数

のとおりである。適合度指標について，AGFI

0.108 であり，より適合の良いモデルが存在

モデルであることを鑑み，この推定結果を考

図５－５ パス係数の標準化推定値

を付したパス以外はすべて有意水準 5%で 0 と差がある

「ふくはる香」につ

地元育成品種」）（注

準化係数であり，観

数へのパス係数と適

GFI が 0.702，CFI

在する可能性がある

考察する。

る．



- 142 - 
 

（２）好意的な態度形成と購入意向

態度形成について，「地元志向」から「態度；あまおう」への直接のパスは有意で

はなかった。また，「地元志向」から「態度；ふくはる香」への直接のパスは有意で

はないが，「地元志向」から「地元育成品種」および「地元育成品種」から「態度；

ふくはる香」へのパスはいずれも有意であり，「地元志向」から「態度；ふくはる香」

への直接のパスと「地元育成品種」を介する間接のパスとの総合効果は正である。

「探索的購買」から「態度」へのパスはいずれも有意であり，これらのパス係数につ

いて品種間で有意差はない。「低価格志向」から「態度」へのパスはいずれの品種で

も有意でなかった。

表５－４ 構成概念と観測変数，パス係数

構成概念 観測変数
パス係数

（品種共通）

地元志向

なるべく近くでとれたものを食べたい 0.747 
住んでいる地域に貢献したい 0.855 
地域の農業が衰退しているのは問題だと思う  0.640 
有名な産地より地元のものを好む 0.724 
住んでいる地域が好きだ 0.535 

探索的購買

いろいろなイチゴを食べ比べたい 0.730 
新しい品種を試してみたい 0.737 
繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを見つけ

たい
0.591 

食べたことのないイチゴを取り寄せて買いたい 0.612 

低価格志向

少し傷みがあっても安いものを選びたい 0.730 
少し高くてもおいしそうなものを選びたい -0.444 
粒が小さくても安いほうが良い 0.651 

 ふくはる香 あまおう

態度

このイチゴを買うことは好ましいことだ 0.930 0.937 
このイチゴを買うことは良いことだ 0.986 0.968 
このイチゴを買うことは賢いことだ 0.841 0.762 

購入意向

買いたい 0.478 0.475 
食べたことがないので試してみたい 0.271 0.211 
他に比べて 1パック 100円増しでも買いたい 0.902 0.923 
他に比べて 1パック 50円増しでも買いたい 0.961 0.946 

適合度指標

AGFI=0.702 CFI=0.783 RMSEA=0.108 

注：構成概念から観測変数へのパス係数は全て有意水準 5%で 0 と差がある。なお，パス係数は標準化係

数である。
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「態度」から「購入意向」へのパスは「ふくはる香」「あまおう」とも有意であっ

た。また，これらのパス係数に品種間で有意差はない。

なお，態度形成要因間の相関については，「地元志向」と「探索的購買」の間で正

の相関があり，「探索的購買」と「低価格指向」，「地元志向」と「低価格指向」の間

での相関は見られなかった。

（３）態度形成要因の態度および購入意向への影響

ここまで，パス係数によって，変数間の因果関係の大きさを見てきた。ここから，

3 つの態度形成要因である「地元志向」「探索的購買」「低価格志向」が，それぞれの

品種の「態度」と「購入意向」に対してどのような効果をもたらしたのか見ていこう。

態度形成要因ごとに，それぞれの因子スコアと品種ごとの「態度」と「購入意向」に

対する効果をまとめたものが表 5-5 である。表中に示したように，「地元志向」「探索

的購買」の因子スコアはいずれも大きく，「低価格指向」を上回っている。その効果

を比較すると，「態度」，「購入意向」のいずれも「地元志向」を「探索的購買」が上

回る結果となった。

第４節 考察

本章では，標準的な品種である「とちおとめ」に対して，差別化を意図した品種で

ある「ふくはる香」と「あまおう」について，差別化を購入意向の表明によって達成

されたと考え，消費者の態度形成が購入意向にどのように影響しているか分析した。

態度形成要因のうち，「地元志向」は地元に対する関与水準，「探索的購買」は本研

究においては高関与水準下での積極的な意味でのブランド・スイッチをもたらすもの

とし，「低価格指向」はマーケティング変数としての外的要因に対する反応とした。

本研究では意図と購買からなる行動について直接取り扱っていないため，行動の代

表５－５ 態度形成要因の態度・購入意向への効果

態度形成要因 因子スコア

効果

態度 購入意向

ふくはる香 あまおう ふくはる香 あまおう

地元志向 3.770 0.054 -0.009 0.029 -0.004
探索的購買 3.366 0.457 0.500 0.246 0.246
低価格志向 1.793 0.066 0.065 0.036 0.032

注：因子スコアは平均値であり，効果については標準化総合効果により示した。
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替変数として導入した「購入意向」の観測変数には，「他に比べて 1 パック 50／100

円増しでも買いたい」というものが含まれており，「購入意向」は他品種に対する価

格差の受容という側面も有している。

分析結果から，「地元志向」が地元育成品種であることを介して「ふくはる香」に

対する好意的な「態度」を形成し，「購入意向」に繋がるという説が支持された。こ

のことは，地元育成品種であることが購買に結びつく可能性を示すものと考えられる。

一方，品種の育成と生産が他県で行われている「あまおう」について，「地元志向」

と好意的な「態度」形成が無関係であったことは想定された結果である。このことは，

品種の育成とともにブランド化を担う主体としての都道府県の役割に対して，産地だ

けでなく品種が育成されていることもアピールポイントになり得るという示唆を与え

る。この地元育成品種を介するパスは必ずしも大きくないが，このことは「ふくはる

香」が福島県内の作付面積の 1割に満たない程度であり，表 4-2に示したように消費

者の認知度が低いことが理由として考えられる。この点は今後の産地が取り組むべき

方向性を示すものである。

「探索的購買」から「態度」へのパスが「ふくはる香」「あまおう」とも有意であ

ったことは，「ふくはる香」と「あまおう」の差別化販売の意図と消費者の意識が合

致していることを示している。福島県内の市場では「とちおとめ」が圧倒的なシェア

を形成しており，消費者行動における情報処理として，「ふくはる香」が探索的な行

動の対象として，プレミアム品種として全国的な知名度を誇る「あまおう」と並んで

扱われている可能性を示している。「低価格志向」から「ふくはる香」と「あまおう」

へのパスが有意でなかったことも，市場において標準的な品種であり喫食経験も高い

「とちおとめ」が相対的に低価格であることを消費者が認識していることの裏付けと

考えられよう。また，本章では，品種によるブランド化について，品種の標識として

の機能から，試し買いを誘導する手段としての役割を重視しているが，「探索的購買」

の観測変数に含まれる「繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを見つけたい」が有

意であることは，「探索的購買」による試し買いから継続的な購買によるブランドの

維持につながる可能性を示唆するものである。また，試し買いについては，小野[9]

が情報取得の手段として捉えている。すなわち，購買前に積極的な情報取得を行わな

い低関与な消費者であっても，試し買いを行うことによって，製品を一度試してみる

だけでなく，そこから情報の抽出，処理，記憶保持，その後の関連購買における内部

情報探索，想起を含むというものである。本研究においては，探索的購買を変化その

ものだけでなく，多様性や新奇性を理由として，品種に関する知識を増やしたいとい
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った消費者のニーズを背景とした，高関与下でも起こり得るブランド・スイッチと捉

えているため，「探索的購買」の因子スコアと態度形成への効果が大きいことは重要

な結果といえる。

3 つの態度形成要因の因子スコアを比較すると「低価格志向」より「地元志向」

「探索的購買」が大きい。地元育成品種であることが好意的な「態度」形成をもたら

し，「購入意向」につながる，という因果関係は確認されたが，その効果は必ずしも

大きくはないため，地元育成品種であることの効果は限定的である。

本章では，消費者行動の点からブランド化を定義し，好意的な態度の形成が購入意

向に結びつくことを明らかにした。その過程において，地元に対する愛着が地元育成

品種であることへの因果関係から好意的な態度につながることが示された。また，探

索的な行動様式も好意的な態度に影響していた。好意的な態度は購入意向につながっ

ているため，これらの結果は，地元消費地において地元育成品種であることを差別化

の手段として活用することによる，地元産農産物のブランド化の可能性を示唆するも

のである。

しかしながら，その影響の程度については相対的に大きなものではない。様々な品

種を試してみたいといった行動様式のほうが好意的な態度形成や購入意向に与える影

響は大きいため，地元育成品種であることによるブランド化については，ターゲット

となる消費者のボリュームは小さいのが現状であると考えられる。一般に，都道府県

が育成した品種は，大規模なプロモーションを行うことができないため，優れた品質

をもっていても既存の品種に比べて認知度の点で不利な競争を強いられることが多い

と推察されるが，本章の分析結果もそのことを示唆している。

また，一般製品で知られている製品ライフサイクルにおいては，商品の導入期と成

熟期では異なる顧客層を対象とした戦略が求められるとされるが，育成品種において

も同様のことが指摘できるだろう。すなわち，育成品種の初期においてはごく僅かな

イノベーターやアーリーアダプターと呼ばれる消費者層が購入しているのであり，需

要が拡大するステージにおいてはより慎重な消費者層を取り込むことが産地マーケテ

ィングとして必要と考えられる。育成品種の生産拡大を意図する産地戦略としては，

むしろ「探索的購買」を重視し，育成品種の県外許諾を積極的に行うことによる作付

面積の増加や，育成地名ではなく果実品質を訴求するような特徴的な名称や優れた形

質の積極的なアピールによって，「地元志向」の小さな消費者や地元以外に居住する

消費者もターゲットとして位置付けることによる消費者層の拡大が有効といえるだろ

う。 
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残された課題について述べる。本章では，地元育成品種であることによる好意的な

態度の形成が購入へつながるという消費者行動のなかでも態度から購入意向の表明ま

でを取り扱っており，価格やパッケージ等の販売に関係する要素については触れてい

ない。こうした購入意向と実際の購買行動の関係について，今後さらに研究を重ねる

必要がある。また，本章で検証したモデルは，品種の情報により差別化をもたらす要

因を解析するというものであり，産地マーケティングにおいては，今後，消費段階に

おいて品種の特性を生かして他品種との差異を如何にして作り出し続けるかというこ

とが，成立したブランドの維持という新たな課題となるといえよう。

注

1）食品流通構造改善促進機構[20]では，販売促進において「新品種の台頭が目立

つので，産地，品種特性を POPなどで訴える」といった方法が勧められている。

2）産地では，大果性を生かしたモールドパックによるパッケージも試験的に導入

されている。

3）品種名を印字したフィルムのほか，品種名を表示せず，「福島いちご」といった

産地名や，出荷組織のロゴマークを印字したものも一般的に使われている。

4) 本章では，第 6章と同一の調査結果のうち，福島県に居住する回答者のみを分析

に用いている。

5) バラエティ・シーキング varity-seeking behavior は，多様性追求と訳される。

variety は，品種の訳語として用いられることもあるが，本研究では，消費者の選

択における variety を議論するため，多様性という訳語を充てる。従って，バラエ

ティという用語については品種という意味は含んでいない。

6）林[17]では，態度を購買意向，好ましさ，期待度から構成される概念としてい

るため，本章における態度とは定義が異なる。

7）態度の観測変数は阿部[19]を参考とした。

8）調査画面のワーディングは「地元で作られた品種だ」であり，他の質問と同様

に「そう思う」から「そう思わない」までの 5 段階の多項単一選択回答によって

回答を得た。平均値は 2.592であり，中央値は 3である。
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第６章 新たに育成された品種を選択する消費者の購買意思決定プロセス

第１節 目的と課題

消費者による商品の選択行動である購買意思決定プロセスは，情報処理問題として

捉えられる。イチゴの品種は，購買時点で店頭に表示されているため，消費者は品種

名を手がかりの一つとして購買意思決定を行っている。また，イチゴは都道府県が主

体となって活発な品種開発競争が行われており，同時に，都道府県のブランド化事業

等によって新品種を有利販売に結び付けようとする取り組みが各地で進んでいるため，

近年，店頭に並べられるイチゴの品種が増えてきている。しかし，そうした新たに育

成された品種を選択する消費者の購買意思決定プロセスについてはほとんど研究され

てこなかったため，産地戦略の構築や具体的なマーケティング活動は手探りの状態で

行われている。

こうしたイチゴの購買時点における品種情報や産地が地元産であることの訴求が

消費者に高い効用をもたらすこと，また，地元育成品種であることが消費者に肯定的

に評価されること，さらに，品種名がもたらすイメージや育成地のような属性を伝達

できることについてはこれまで述べてきた。ここでは，模擬的にイチゴ品種を選択す

ることによって，消費者が購買意思決定プロセスにおいて品種の情報をどのように処

理しているのか，そのメカニズムを明らかにすることが目的である。

品種の情報が購買意思決定プロセスについてどのように処理されるのかについて

は，提示された選択肢から最終的な選好に至るまでの絞込みの過程を取り扱うことと

し，新たに育成された品種がどのようなプロセスを経て選好に至るのかについて論じ

る。また，品種の情報と価格設定の関係については不明な点も多く，価格差がどのよ

うに品種の選択行動に影響するのかも本章の重要な論点となる。

本章では，消費者の個人特性の定量化を行い，イチゴの品種に関する模擬的な購

買行動を通じて，購買意思決定プロセスにおける選好のメカニズムを分析する。課題

の第 1として，消費者の意識をモデル化し，選択行動に影響を与えると考えられる因

子を抽出する。第 2に，購買意思決定プロセスにおける知名および考慮，選好の各段

階を明らかにする。第 3に，知名集合および考慮集合のサイズと，その決定因につい

て消費者意識の因子も導入して解析を行う。第 4に，知名および考慮，選好の各段階

から消費者を類型化し，新たに育成された品種を選好する消費者類型を探索する。第

5に，新たに育成された品種を選好する消費者類型の選好理由を明らかにする。
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第２節 消費者の購買意思決定プロセスと考慮集合

１．農産物における購買意思決定プロセスに関係する先行研究

農産物の購買行動のなかでも購買意思決定プロセスにおける研究蓄積は必ずしも多

くない。近年の研究成果として，梅本[1]は消費者情報処理理論を適用し，実店舗に

おいて眼球運動分析とプロトコル法などを併用して購買意思決定プロセスを分析して

いる。この研究は観察不可能である購買意思決定の内的プロセスを動態的に捉えよう

としている点に特色がある。また，新山ら[2]は情報処理プロセスの概念モデルを提

示し，実店舗における発話思考プロトコル分析によって検証した情報処理プロセスに

おける決定方略について論じている。これらの農産物における購買意思決定プロセス

に関する先行研究は，いずれも消費者に対する表示や情報提示を検討することを背景

としており，実店舗における多様な品目，価格，量目，情報を対象とした実践的な内

容である。しかし，発話思考プロトコルや眼球運動分析等のデータ収集手法は，個人

単位で得られるデータは豊富であるものの，梅本[1]によればデータの分析手法が方

法論として確立されていないという問題点があり，また，こうした手法ではサンプル

サイズを大きくとることが困難であるため，新山ら[2]では，統計量を得るにいたっ

ていない。店舗内での行動研究は，現実の購買行動を対象にできるメリットはあるが，

行動の結果として現れる外的要因のデータを分析するため，消費者行動のブラックボ

ックスである内的要因へのフィードバックには限界があると考えられる。

本研究では，ブラックボックスである購買行動の内的要因にアプローチするため，

質問紙法による調査を行う。質問紙調査による選択は模擬的なものであり，実店舗に

おける購買行動とは異なることも考えられるが，選択肢集合を構成する項目や水準を

統制しやすいため，目的に応じたデータ収集が正確に行えるということと，大標本を

用いた統計処理による分析が可能であるというメリットがある。また，本研究ではイ

チゴの品種選択を対象として分析を行うが，イチゴは品種以外にもさまざまな要素を

持ち，作期にも幅があるため，実店舗による実験では品種による差異をとらえること

は困難である。

イチゴは果実的野菜であるため，食品のなかでは嗜好品に近い位置づけがされ，新

品種の育成と品種のブランド競争が活発である。こうしたことから，イチゴの品種選

択はブランド選択として捉え得る。ブランド選択の対象としてイチゴを取り扱うにあ
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たり，消費者にとっての選択肢集合は，外観に加えて，価格や産地，品種の情報をも

つ商品アイテム群ということになる。

消費者の購買意思決定を示したモデル

の代表的なものの一つに，Blackwell et 

al.[3]による BME モデルがある（図 6-

1）。BME モデルにおいては，購買意思

決定は「必要性の認識」→「情報探索」

→「代替案評価」→「購買」→「消費」

というプロセスを経る。イチゴを購入す

る消費者は，この購買意思決定プロセス

における「情報探索」および「代替案評

価」において選択肢の評価と絞り込みを行っていると考えられる。この消費者による

多様な選択肢からの絞り込みの過程を説明する概念のひとつが考慮集合である。

２．考慮集合に関係する先行研究

考慮集合は Howard が想起集合として導入した概念とされるが，意思決定プロセス

のなかで選択肢が絞り込まれていく過程として概念化した代表的な例としては，図

6-2 に示した Brisoux と Laroche の概念図（Brisoux and Cheron[4]）が挙げられよう。

Brisoux と Laroche の概念図は，知名→処理→考慮→選好と段階的に絞り込みが行わ

れていく過程を概念化しているために，考慮集合に入るブランドは常に知名集合に含

まれている。一方，図 6-3 に示した Peter と Olson による考慮集合形成プロセス

（Peter and Olson[5]）は，想起集合と考慮集合を峻別し，非知名ブランドも意図的

あるいは偶発的な発見によって考慮集合に含まれ得るとしている。考慮集合について

Hauser and Wernerfelt[6]は，集合のサイズは 2から 8程度であり，入手可能なものと

比較すると少ないこと，また，Roberts and Lattin[7]は対象とする財によって考慮集

合の形成と維持が異なることを示している。また，消費者の意思決定が非代償型によ

るスクリーニング段階と代償型による熟考段階の異なった方法で成されることが

Gensch[8]によって実証された。恩蔵[9]は考慮集合とほぼ同様の概念と捉えられてい

る想起集合に影響する消費者の要因について，関与水準が高いとサイズが小さくなり，

バラエティ・シーキング型の購買行動はサイズが大きくなる傾向であるとしている。

清水[10]は，住宅メーカーを対象として，意思決定が Brisoux と Laroche の概念図に

図６－１ BMEモデルにおける

購買意思決定プロセス（抜粋）

注：Blackwell et al. [3] に基づく。
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従って行われるが，大手企業では考慮集合形成の段階で復活が見られることを実証し

ている。

図６－２ Brisoux と Larocheの概念図
注：Brisoux and Cheron[4] に基づく。

図６－３ Peter と Olsonによる考慮集合形成プロセス
注：Peter and Olson[5]に基づく。
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３．分析視点

イチゴの品種を対象として，消費者行動の内的要因である購買意思決定プロセス

における知名，考慮，選好の段階に焦点を当て，特に考慮集合の形成について消費者

の購買に関する意識との関連から論じる。考慮集合の形成に着目するのは，ある品種

が選好されるためには，購買意思決定プロセスにおいて当該品種が考慮集合に含まれ

なければならないためである。本研究の目的は，新たに育成された品種のブランド化

であり，一般に知られていないブランドを如何にして既存のブランドから構成される

考慮集合に入れるかという点についての知見を得る。そのため，Peter と Olson によ

る考慮集合形成プロセスにおいて非知名ブランドが偶発的な発見から導入されること

を寧ろ積極的に評価し，偶発的に発見されたブランドが最終的な選好に至る「偶発的

選好」について検討する。

第３節 データと方法

１．データ

（１）購買意思決定プロセスを分析する対象

イチゴを対象として購買意思決定プロセスを分析するにあたり，東日本で圧倒的な

シェアをもつ標準的な品種として

「とちおとめ」，小売段階でプレ

ミアム品種として位置づけられて

いる「あまおう」，比較品種とし

て，全国的に流通している品種で

ある「紅ほっぺ」「さちのか」「さ

がほのか」，地域性の高い品種で

ある「ふくはる香」「もういっこ」

「ふくあや香」の 6品種を供する。

これら 8品種を入手可能集合とし

て回答者に提示するが，品種名に

加えて，実勢価格を踏まえ，「と

ちおとめ」を 398 円および「あ

表６－１ 入手可能集合

品種名
価格設定 （参考）実勢価

格(A) (B) 

とちおとめ 398 398 298, 398, 498, 
598 

あまおう 780 780 598, 780, 980 
紅ほっぺ 498 398 350, 498, 680 
さちのか 498 398 398, 598 
ふくはる香 498 398 -
さがほのか 498 398 -
もういっこ 498 398 -
ふくあや香 498 398 -
注：1) 価格設定は「とちおとめ」を基準とした仮想的
なものであり，単位はパック当たり円である。

2) 参考として示した実勢価格は，調査期間と同時
期の同日における福島県内の大型スーパー，食
品スーパー，青果店，生協店舗における販売価
格である。
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まおう」を 780 円として，その他の 6 品種を「とちおとめ」より 100 円高い 498 円

とした (A) と「とちおとめ」と同水準の 398 円とした (B) の 2 種の仮想的な価格設

定を用意した（表 6-1）。この価格設定によって，標準的な「とちおとめ」に対して

価格差を設けることの影響を検討する。

なお，品種名は全てのイチゴに関係する要素であることと，本研究における問題意

識から，品種名と価格のみを回答者に提示する選択肢の構成要素とした。従って，品

種の育成地に関する情報も回答者には伏せられている。

（２）調査の概要

消費者の意思決定プロセスを調査するにあたり，本章ではデータの収集にインター

ネットを用いた。消費地および品種の育成地における購買経験に基づいたデータを得

るため，調査地域には，消費地として首都圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県）

を選択し，育成地として福島県を選択し

た。調査対象は成人女性とし，普段スー

パー等で青果物の買物をする条件により

スクリーニングを行ったサンプルに対し

て年齢による均等割り付けを行い，属性

絞り込み方式による Web 調査（注 1）

を実施し，それぞれ 500 件を回収した

（表 6-2）。なお，調査期間は出回り期

を考慮して 2011 年 1 月 28 日から 30 日

とした。

本研究で分析に供する調査項目は，年

齢，家族人数，子供人数，職業の有無か

らなるフェイス項目，イチゴの購買等に

関する意識，模擬的な選択行動における

イチゴ品種の知名および考慮の有無，最

終的に選好した 1品種である。なお，調

査票のワーディングは「次の 8種類のイ

チゴについて，当てはまるものを選択し

てください」に対して，知名は「知って

いる」であり，考慮は「購入を検討する」である。

表６－２ 回答者のサンプリング概要

首都圏
(n=500)

福島県
(n=500) P値

年齢 44.4 41.0 <0.001
家族人数 2.5 2.8 0.005
子供人数 0.3 0.4 <0.001
有職ダミー 0.5 0.6 0.307

回答者の割り付け  
年齢 首都圏 福島県

20代
30代
40代
50代
60代

100
100
100
100
100

118
118
118
120

26
注：1) 子供人数は小学生以下の子供の人数
であり，有職ダミーは，何らかの職

業に就いている場合を 1 としたダミ
ー変数である。

2) P 値は年齢・家族人数・子供人数に
ついて平均値の差の検定，有職ダミ

ーについて比率の差の検定の結果で

ある。

3) 年齢によって回答者の均等割り付け
を行ったが，福島県の 60 代について
は回収数が少なかったため，他の年

齢の回収数を増やした。
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２．方法

分析は，以下のように実施した。

課題の第 1については，購買行動に関する意識を構造方程式モデリングを用いて潜

在的な因子を抽出して整理する。本章の意識構造のモデルについては，第 5章におけ

るモデルを拡張する形で変数を導入して構築する。

第 2に，購買意思決定プロセスにおける知名，考慮，選好の各段階について，価格

設定や回答者の居住地により集計する。ここで，価格設定や居住地によって知名，考

慮，選好が変化するのか検討する。

第 3に，考慮集合および非知名集合から絞り込まれる考慮集合の形成について，購

買意思決定プロセスの前段階である知名集合のサイズ，決定因となる個人特性や購買

行動に関する意識の潜在因子，価格設定の影響回帰モデルを用いて分析する。

第 4に，知名，考慮，選好のあり方には個人ごとに一定の傾向があると想定される

ため，これらの要素を用いて消費者をクラスタ分析し，本研究の目的である偶発的選

好を行う類型を探索する。

第 5に，偶発的選好を行う類型がもつ特徴を整理した上で，その類型において選好

がどのようにして行われるのか検討する。偶発的選好が起こる品種を特定し，選好に

ついて決定木分析を行うとともに，自由記述による選好理由についてテキストマイニ

ング手法を用いて分析する。

第４節 結果

１．購買行動に関する意識モデル

消費者のイチゴの購買行動に関する意識については，示した質問文に対して「あて

はまらない」から「あてはまる」までの 5段階の多項単一選択回答によって得た。分

析に供したこれらの観測変数の概要を表 6-3 に示す。対象をイチゴに限定した観測変

数に対しては，ほとんどの設問で中央値が 3の「どちらともいえない」という結果で

あった。なお，中央値が 4 であったものは「いろいろなイチゴを食べ比べたい」「新

しい品種を試してみたい」という設問であった。また，対象をイチゴに限定しない場

合には，ほとんどの設問で中央が 4 であり，「有名な産地より地元のものを好む」と
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いう設問についてのみ中央値が 3であった。

これらの回答から，構造方程式モデリングによる確認的因子分析を用いて潜在的な

因子を仮定した。確認的因子分析とは，事前に仮説に基づいた因子構造をモデル化し，

仮説としての因子構造につい

て検証するものであり，因子

構造が判然としないために得

られたデータに基づいて因子

構造を決定していく探索的因

子分析とは区別される。因子

構造のモデルは図 6-4 のとお

りであり，潜在変数および観

測変数とパス係数，適合度指

標からなる分析結果は表 6-4

のとおりである。

適合度指標について，CFI，GFI はいずれも 0.9 から 0.95 の間であり，RMSEA が

0.05 と 0.1 の間であることから，狩野・三浦[11]が示している基準に照らしてモデル

の当てはまりは許容できるものと判断し，イチゴの購買行動について「反復的購買」

「探索的購買」「低価格指向」「地元志向」の 4 因子を仮定した。すなわち，「反復的

表６－３ 分析に供する観測変数の記述統計

対象品目 変数 中央値 平均値

イチゴに限定 いつも同じ品種を選ぶ  3 2.6 
いつも同じ産地や生産者を選ぶ 3 2.5 
いつも同じお店から買う  3 2.7 
いろいろなイチゴを食べ比べたい 4 3.7 
新しい品種を試してみたい 4 3.5 
繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを

見つけたい
3 3.4 

食べたことのないイチゴを取り寄せて買い

たい
3 2.8 

少し傷みがあっても安いものを選びたい 3 3.0 
少し高くてもおいしそうなものを選びたい 3 3.3 
粒が小さくても安いほうが良い 3 3.2 

イチゴに限定せず なるべく近くでとれたものを食べたい 4 3.7 
住んでいる地域に貢献したい 4 3.8 
地域の農業が衰退しているのは問題だと思

う
4 4.2 

有名な産地より地元のものを好む 3 3.5 
住んでいる地域が好きだ 4 3.8 

図６－４ 意識構造のモデル
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購買」は同じ品種や産地を選ぶといった購買行動に係る習慣的な因子，「探索的購買」

は食べ比べや新品種を試したいといった探索的な因子，「低価格指向」はより安価な

ものを求める因子，「地元志向」は地元志向を示す因子である。これらの因子（構成

概念）は第 5 章で用いたものに「反復的購買」を加えた。「地元志向」が感情的コミ

ットメントと関係が深いのに対して，「反復的購買」は計算的コミットメントと関係

が深いものと考える。なお，因子間の相関は全体的に低いものであったが，特に「低

価格指向」と他の因子との相関は低い傾向である。これら 4因子の因子得点を求め，

フェイス項目と併せて個人特性として購買意思決定との関連を論じる。

２．購買意思決定プロセス

（１）知名および考慮，選好

ここでは，購買意思決定プロセスにおける知名，考慮，選好の各段階について概観

表６－４ イチゴの購買に関する意識のモデル

因子 変数 係数

反復的購買 いつも同じ品種を選ぶ  0.862***
いつも同じ産地や生産者を選ぶ 0.947***
いつも同じお店から買う  0.729***

探索的購買 いろいろなイチゴを食べ比べたい 0.703***
新しい品種を試してみたい 0.751***
繰り返し購入したい品種や産地のイチゴを見つけたい 0.653***
食べたことのないイチゴを取り寄せて買いたい 0.663***

低価格志向 少し傷みがあっても安いものを選びたい 0.760***
少し高くてもおいしそうなものを選びたい -0.415***
粒が小さくても安いほうが良い 0.667***

地元志向 なるべく近くでとれたものを食べたい 0.795***
住んでいる地域に貢献したい 0.828***
地域の農業が衰退しているのは問題だと思う  0.577***
有名な産地より地元のものを好む 0.772***
住んでいる地域が好きだ 0.468***

相関係数 適合度指標

反復的購買←→探索的購買 0.330*** CFI 0.903
反復的購買←→低価格志向 0.046 GFI 0.922
反復的購買←→地元志向 0.379*** AGFI 0.889
探索的購買←→低価格志向 0.029 RMSEA 0.082
探索的購買←→地元志向 0.345***
低価格志向←→地元志向 0.135** 
注：1) 互いに相関のある「反復的購買」「探索的購買」「価格」「地元」の潜在的な 4 因子を
仮定し，因子からのパスを受ける変数を示した。なお，係数は標準化係数である。

2)  ***，**はそれぞれ，有意水準 0.1%，1%で 0と有意に差があることを示す。 
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する。

品種ごとの知名の有無について表

6-5 に示す。全体として，「とちお

とめ」が 95%を超える回答者が知

っていると答えており，この品種の

高い認知度を示している。「あまお

う」も 80%前後と 2 番目に高い値

を示しており，栃木県と福岡県とい

う東西の横綱と称された育成地の品

種が，調査地域に依らず消費者によ

く知られていた。「紅ほっぺ」も比

較的高い認知度を得ている品種であるが，首都圏において福島県より高い値となった。

また，「さがほのか」の認知度も首都圏で高い。反対に，福島県が首都圏を上回って

いるのは，福島県オリジナル品種である「ふくはる香」「ふくあや香」の 2 品種であ

った。

同様に，品種ごとの考慮の有無について表 6-6 に示す。考慮の有無は知名の有無に

関わらずに選択できるものとし，考慮された品種から考慮集合が形成されるものと考

える。この考慮段階は，価格の影響を受けると考えられるため，(A), (B) 2 種類の価

格設定に応じて示した。価格設定に依らない知名の有無については，居住地による差

がある品もあるが，購入を検討する品種については，居住地による差が見られない。

価格設定については，考慮について差がある品種が見られた。比較品種の価格が「と

ちおとめ」と同水準であるとした (B) について，考慮される品種が増える傾向があ

る。品種ごとには，ここでも「とちおとめ」が考慮される割合が 80%台と大きく，

相対的に最も高い価格設定をした「あまおう」は知名の割合よりも考慮の割合が低い

傾向がある。その他の品種は，(A)の価格設定では 20～50%台であり，(B)の価格設

定では 30～60%台であった。

表６－５ 知名の有無

品種名 首都圏 福島県 P値

とちおとめ 482 (96) 488 (98) 0.227
あまおう 434 (87) 383 (77) 0.557
紅ほっぺ 306 (61) 225 (45) 0.015
さちのか 243 (49) 206 (41) 0.392
ふくはる香 38 ( 8) 125 (25) <0.001
さがほのか 129 (26) 56 (11) <0.001
もういっこ 21 ( 4) 29 ( 6) 0.199
ふくあや香 19 ( 4) 40 ( 8) 0.003
（該当なし） 17 ( 3) 12 ( 2) 0.577
注：1) カッコ内は割合%である。

2) 品種ごとに居住地に関する比率の検定の結
果を P値で示した。
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品種ごとの最終的な選好について，表 6-7 に示した。選好は，考慮した品種のなか

から 1品種のみを選択可能なものとした。最終的な選好においても，居住地，価格設

定を問わず「とちおとめ」が 50%前後と高い値を示し，「あまおう」が 20%程度と続

いている。居住地については，首都圏に比べて福島県において，「ふくはる香」「ふく

あや香」が選好される傾向にある。価格設定については，「とちおとめ」に対して比

較品種が高い  (A) に対して「とちおとめ」と同じ水準の (B) において，「紅ほっぺ」

「ふくはる香」といった品種が選好される傾向にある。

表６－６ 考慮の有無

品種名

(A) (B) P値

首都圏 福島県 首都圏 福島県
居住

地
価格設定

とちおとめ 212 (84) 214 (85) 214 (85) 218 (87) 0.243 0.026
あまおう 128 (51) 115 (46) 125 (50) 119 (47) 1.000 0.067
紅ほっぺ 134 (53) 112 (44) 159 (63) 152 (60) 0.786 0.586
さちのか 121 (48) 92 (36) 133 (53) 143 (57) 1.000 0.441
ふくはる香 100 (40) 82 (32) 112 (44) 132 (52) 0.415 0.283
さがほのか 97 (38) 66 (26) 110 (44) 100 (40) 0.194 0.550
もういっこ 87 (34) 62 (24) 108 (43) 106 (42) 0.511 0.110
ふくあや香 90 (36) 68 (27) 111 (44) 117 (46) 0.958 0.097
（該当なし） 22 ( 8) 22 ( 8) 19 ( 7) 10 ( 4) 0.481 0.013
注：1) カッコ内は割合%である。

2) 品種ごとに，価格設定と居住地に関する比率の差の検定の結果をそれぞれ P値で示
した。

表６－７ 選好の有無

品種名
(A) (B) 

首都圏 福島県 首都圏 福島県

とちおとめ 128 (51) 136 (54) 122 (48) 117 (46)
あまおう 53 (21) 57 (22) 52 (20) 50 (20)
紅ほっぺ 23 ( 9) 17 ( 6) 31 (12) 26 (10)
さちのか 2 ( 0) 6 ( 2) 3 ( 1) 10 ( 4)
ふくはる香 7 ( 2) 4 ( 1) 8 ( 3) 24 ( 9)
さがほのか 4 ( 1) 1 ( 0) 2 ( 0) 0 ( 0)
もういっこ 6 ( 2) 6 ( 2) 5 ( 2) 6 ( 2)
ふくあや香 5 ( 2) 1 ( 0) 8 ( 3) 7 ( 2)
（該当なし） 22 ( 8) 22 ( 8) 19 ( 7) 10 ( 4)

品種に関する独立性

価格設定 P=0.002 居住地 P=0.031

注：1) カッコ内は割合%である。

2) 品種に対する独立性は，価格設定と居住地について独立性の検

定の結果をそれぞれ P値で示した。
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（２）知名集合および考慮集合

前項までは知名および考慮の有無について見てきた。本項では集合のサイズに注目

したい。集合のサイズは，購買意思決定プロセスにおいて知名あるいは考慮される品

種の数によって表され，本章では選択肢として 8 品種を提示しているために最大が 8

で最小が 0となる。知名集合と考慮集合のサイズについて表 6-8に示す。今回得られ

たデータ全体での知名集合はおよそ 3 であり，考慮集合はおよそ 4 である。(A), (B) 

の価格設定と居住地について，知名集合に差はないが考慮集合については，比較品種

の価格を「とちおとめ」と同水準とした (B) において多くなる傾向が見られる。知

名集合より考慮集合のサイズが大きくなることは，知らない品種でも考慮集合に入る

という偶発的選好の条件が成立することを示唆している。

この考慮集合のサイズを決定する要因について分析を行う。偶発的選好が達成され

るためには，非知名でありながら考慮集合に入ることが条件となる。この非知名かつ

考慮集合と考慮集合を規定する要因を分析するため，非知名かつ考慮集合と考慮集合

を従属変数とし，年齢，居住地，職業の有無，家族人数，子供人数，地元志向・低価

格指向・探索的購買・反復的購買のイチゴ購買に関する 4因子，提示された価格設定，

先行する意思決定プロセスである知名集合のサイズが考慮集合のサイズに影響すると

仮定したモデルについてポアソン回帰を行い，ステップワイズ法によって変数を選択

した結果を表 6-9に示す。 

表６－８ 集合のサイズ

(A) (B) 
全体

首都圏 福島県 首都圏 福島県

知名 3.3 3.1 3.4 3.1 3.2
考慮 3.9 3.2 4.3 4.3 3.9
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非知名かつ考慮集合を従属変数とした場合については，知名集合のサイズ，探索的

購買因子，反復的購買因子，回答者が福島県に居住していること（福島ダミー），提

示された価格設定が低い（価格ダミー），年齢，何らかの職業に就いている（有職ダ

ミー），子供人数，家族人数，が選択された。推定値の符号は知名集合のサイズ，反

復的購買因子，福島ダミーで負であり，知名集合のサイズが小さいほど，探索的購買

因子が大きいほど，反復的購買因子が小さいほど，価格設定が低い場合，福島県に居

住していない場合，年齢が高いほど，子供人数が多いほど，非知名かつ考慮集合のサ

イズは大きくなるという結果である。

考慮集合を従属変数とした場合については，推定値の符号は反復的購買因子でのみ

負であり，年齢が高いほど，探索的購買因子が大きいほど，反復的購買因子が小さい

ほど，子供人数が多いほど，価格設定が小さい場合において，考慮集合のサイズは大

きくなるという結果である。

（３）意思決定プロセスの類型化

これまでの結果から，イチゴの品種に対する選択行動において，知名，考慮，選好

の各段階が消費者によって異なることが示唆されるため，ここでは，この意思決定プ

ロセスを用いて消費者の類型化を試みる。

表６－９ 集合の決定要因

非知名かつ考慮 考慮

推定値 Z値 推定値 Z値

知名集合 -0.160 -9.718*** 0.104 11.234***
「探索的購買」因子 0.516 11.133*** 0.340 11.356***
「反復的購買」因子 -0.257 -7.577*** -0.120 -5.580***
価格ダミー 0.372 7.451*** 0.183 5.704***
福島ダミー -0.109 -2.140*  
年齢 0.007 3.461** 0.005 3.363***
有職ダミー 0.089 1.716   
子供人数 0.110 3.003** 0.064 2.814** 
家族人数 0.043 1.676   
定数項 0.295 2.047*  0.682 9.369***
Log lilelihood -2055.467 -2376.769 
AIC 4130.9 4727.5 
注：1) 非知名かつ考慮されている集合と考慮集合を従属変数としたポアソ
ン回帰の結果である。

2) 価格ダミーは価格設定が(B)である場合を 1，福島ダミーは居住地が
福島県である場合を 1，有職ダミーは何らかの職業に就いている場
合を 1としたダミー変数である。

3) ***，**，*はそれぞれ，有意水準 0.1%，1%，5%で 0 と有意に差
があることを示す。 
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類型化に当たりクラスタ分析を用いる。対象とするのは(A), (B)の価格設定による

選好への影響を踏まえ，(A),(B)各 500 件の回答者である。クラスタ分析を行った変

数は，8 品種に「（該当なし）」を加えた 9 つの品種の選択肢に対して，知名，考慮，

選好の各段階における選択の有無について選択された場合を 1 とした合計 27 のダミ

ー変数である。この 27 変数に対して，ユークリッド距離を用いて対象間の距離を測

定し，ウォード法を用いたクラスタの合併により，(A), (B)のそれぞれについて類型

化した（表 6-10）。それぞれの類型の構成比について，居住地による差はないと考え

られる。なお，年齢，家族人数，子供人数，職業の有無について，類型による差は見

られなかった。

類型ごとに知名集合と考慮集合のサイズを示したのが図 6-5 である。知名集合のサ

イズを考慮集合のサイズが上回っているのが補助線より上に位置している類型(A)-3

および類型(B)-1であり，これらの類型が偶発的選好をもたらすと考えられる。

図 6-5からも読み取れるように，類型(A)-3と類型(B)-1については，知名集合を考

慮集合が上回る傾向がある。これらの類型は，偶発的選好の条件となる，非知名かつ

考慮集合が最も大きく，かつ，偶発的選好もそれぞれの価格設定で最も多く行われて

いる。また，類型ごとの最終的な選好は図 6-6 のとおりであるが，類型(A)-4 と類型

(B)-3 は最終的な選好に該当する品種がない類型であり，類型(A)-1 と類型(B)-4 は最

終的な選好が「とちおとめ」に集中しており，多様な選好が見られるのは類型(A)-2

と類型(A)-3，類型(B)-1と類型(B)-2である。

表６－１０ 消費者の類型と居住地別の度数

(A) (B) 

類型 首都圏 福島県 計 類型 首都圏 福島県 計

(A)-1 31 44 75 (B)-1 102 101 203
(A)-2 109 121 230 (B)-2 64 82 146
(A)-3 88 63 151 (B)-3 18 10 28
(A)-4 22 22 44 (B)-4 66 57 123
計 250 250 500 計 250 250 500
独立性の検定 P=0.071 独立性の検定 P=0.162
注：類型に対する独立性は，価格設定ごとに居住地について独立性の検定の結果
をそれぞれ P値で示した。
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意思決定の特徴は表 6-11 のとおりである。多様な選好を行う類型の間では，いず

れの価格設定においても非知名かつ考慮集合のサイズが異なっている。価格設定(A)

については，偶発的選好の発生割合とイチゴの購買に関する意識における探索的購買

の値が異なっている。

これらのことから，非知名かつ考慮集合と偶発的選好の発生に基づいて，以後，類

型(A)-3と類型(B)-1に焦点を当て，意思決定を分析する。

図６－５ 類型別の知名・考慮集合のサイズ

注：補助線は y=xである。

図６－６ 類型別の選好品種
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（４）偶発的選好を行う類型における選好

最も多く偶発的選好が発生する類型である，類型(A)-3 と類型(B)-1 の最終的な選

好について示したものが表 6-12 である。類型(A)-3 においては，「とちおとめ」「あ

まおう」「紅ほっぺ」「もういっこ」が多く選好されており，そのうち「もういっこ」

はその全てが偶発的選好であった。また，類型(B)-1 においては，「とちおとめ」「あ

まおう」「紅ほっぺ」「ふくはる香」が多く選好されており，なかでも「ふくはる香」

において偶発的選好が多く見られる。

表６－１１ 類型別の意思決定の特徴

類型
非知名かつ

考慮集合

偶発的

選好

反復的

購買

地元

志向

探索的

購買

低価格

志向

(A)-1 0c 0b -0.06 -0.07 -0.24c 0.19 
(A)-2 0.4b 0.07b 0.02 0.02 0.02b -0.05 
(A)-3 3.8a 0.20a 0.04 0.04 0.20a -0.05 
(A)-4 0bc 0b -0.15 -0.25 -0.51c -0.06 
F値 349.67*** 12.07*** 0.82 1.94 22.28*** 2.48
(B)-1 4.3a 0.24a -0.08 0.05a 0.12a 0.00 
(B)-2 0.6b 0.15ab 0.12 0.07a 0.14a -0.04 
(B)-3 0c 0bc -0.12 -0.48b -0.55c 0.20 
(B)-4 0.2bc 0c 0.04 -0.02a -0.19b 0.05 
F値 468.69*** 14.54*** 2.02 4.50** 17.97*** 1.10

注：1) 非知名かつ考慮集合は集合のサイズであり，偶発的選好は非知名かつ選好の場合を 1

としたダミー変数である。

2) F 検定の結果について，***，**はそれぞれ 0.1%，1%水準で有意である。また，

Tukey の方法によるポストホックテストの結果，アルファベットの同符号間に有意水

準 5%で差はない。

表６－１２ 類型別の選好における偶発的選好

(A)-3 (B)-1 

度数
うち偶発的
選好 度数

うち偶発
的選好

とちおとめ 64 1 98 4
あまおう 39 3 31 3
紅ほっぺ 17 1 31 7
さちのか 2 0 5 1
ふくはる香 7 6 20 17
さがほのか 4 2 1 -
もういっこ 12 12 7 7
ふくあや香 6 5 10 9
注：選好の度数と偶発的選好について，多く行われているものを
太字で示した。
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偶発的選好の決定要因を分析するため，類型(A)-3 の 151 件と類型(B)-1 の 203 件

について，選好を応答変数とし，年齢，有業ダミー，家族人数，子供人数，福島ダミ

ー，反復的購買因子，探索的購買因子，低価格志向因子，地元志向因子からなる個人

特性を説明変数として用いた決定木分析を行った結果を図 6-7 に示す。分析には R

と mvpart パッケージを用いた。図 6-7 (a) に示した類型(A)-3については，探索的購

買因子によって分岐しており，探索的購買因子が大きい場合に「あまおう」が選好さ

れる。探索的購買因子が小さい場合には多様な品種が選好されており，偶発的選好の

多い「もういっこ」も多くがこの枝に含まれる。図 6-7 (b) に示した類型(B)-1 につ

いては，始めに反復的購買因子によって分岐し，反復的購買因子が小さい場合は，偶

発的選好の多い「ふくはる香」も含めて多様な品種が選好される。反復的購買因子が

大きい場合は，探索的購買因子によってさらに分岐し，探索的購買因子が大きい場合

は最も多い「とちおとめ」のほかにも多様な品種が選好されており，探索的購買因子

が小さい場合は「とちおとめ」に選択が集中している。
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選好理由は，1 品種を選ぶに当たって決め手になったことは何かという質問によっ

て自由回答方式によっても調査している。この自由回答による選好理由を調査するた

め，テキストマイニング手法によって分析を行う。類型(A)-3 と類型(B)-1 の自由回

答を形態素解析し，特徴の現れやすいと考えられる名詞，動詞，形容詞を抽出し，

N-gram（注 2）によって自由回答の特徴を記述する。なお，分析には RMeCab 0.98

(a) 類型(A)-3 (n=151) 

(b) 類型(B)-1 (n=203) 

図６－７ 偶発的選好を行う類型における選好要因

注：決定木分析の結果を示した。なお，凡例は(a),(b)に共通である。
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を使用した。

表 6-12 に示した選好の多い 4 品種について，品種ごとに形態素解析を行った結果

は表 6-13および表 6-14である。類型(A)-3における「とちおとめ」は「安い」「手頃」

といった形態素が特徴的であり，「購入している」「食べたことがある」といった記述

を示唆するトライグラムが見られる。「あまおう」は，「高い」という形態素が見られ，

また，「おいしい」という形態素がもっとも多く，「話題になっている」というトライ

グラムが特徴的である。「紅ほっぺ」では「名前」という形態素が多く見られる。「も

ういっこ」では，「名前」「ネーミング」「かわいい」といった形態素と「食べたこと

がない」というトライグラムが特徴的である。類型 (B)-1 では，「とちおとめ」に

「慣れる」「安い」「馴染み」という形態素と「食べ慣れている」というトライグラム

が特徴的である。「あまおう」では「おいしい」「甘い」「高い」という形態素と「食

べたことがない」「前に食べておいしかった」といった記述を示唆するトライグラム

が見られる。「紅ほっぺ」では，「おいしい」「甘い」「かわいい」「ネーミング」とい

う形態素と「食べたことがない」というトライグラムが見られる。「ふくはる香」で

は，「名前」「福島」「地元」という形態素と，「食べたことがない」というトライグラ

ムが特徴として見られる。
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表６－１３ 類型(A)-3 における選好理由の自由記述

とちおとめ (n=64) あまおう (n=39) 紅ほっぺ (n=17) もういっこ (n=12) 

形態素 度数 形態素 度数 形態素 度数 形態素 度数

安い 22 おいしい 21 食べる 7 食べる 6
値段 18 食べる 21 名前 5 名前 5
食べる 16 いる 11 おいしい 5 こと 5
いる 14 ある 8 以前 4 ない 4
価格 13 値段 5 値段 3 かわいい 3
ある 12 そう 5 する 3 聞く 2
する 11 あまおう 5 こと 3 もういっこ 2
味 10 買う 4 ある 3 ネーミング 2
おいしい 10 知る 4 イチゴ 3
こと 9 思う 4
手頃 9 高い 4
品種 6 以前 4

みる 4
ない 4
する 4

トライグラム
度

数
トライグラム

度

数
トライグラム

度

数
トライグラム

度

数

購入 -する -い
る

3 話題 -なる -い
る

2 - - 食べる -こと -な
い

3

食べる -こと -
ある

3

食べる -こと -
ない

3

注：選好の多い 4 品種について，頻出した形態素とトライグラムを示した。なお，「紅ほっぺ」
のトライグラムはすべての頻度が 1であるため，記載していない。
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第５節 考察

イチゴの品種を対象として購買意思決定プロセスを分析した結果は以下のとおりで

ある。

意思決定プロセスにおける知名，考慮，選好の各段階で標準的な品種である「とち

おとめ」が多く選ばれる傾向にあり，「とちおとめ」のブランド力の強さが窺われる。

また，「とちおとめ」と同程度の水準に価格を設定した場合に他の品種が選ばれる割

合が高まることから，未知の品種であっても選択される可能性はあると考えられる。

購入を検討する品種の数で表される考慮集合のサイズは 3 から 4 であり，Hauser 

and Wernerfelt[5]による食品の考慮集合と同程度であったため，様々なイチゴの品種

が異なるブランドとして消費者に受け入れられていると考えられる。この考慮集合の

サイズを規定する要因の 1つが知名集合のサイズであることは Brisouxと Larocheの

概念図に示された絞込みと符合するが，回答者によっては考慮集合のサイズが知名集

表６－１４ 類型(B)-1 における選好理由の自由記述

とちおとめ (n=98) あまおう (n=31) 紅ほっぺ (n=31) ふくはる香 (n=20) 

形態素 度数 形態素 度数 形態素 度数 形態素 度数

食べる 35 おいしい 19 おいしい 10 食べる 13
いる 35 食べる 14 名前 9 こと 10
ある 34 甘い 6 食べる 8 ない 9
おいしい 24 そう 5 そう 7 思う 6
こと 17 ある 5 こと 6 みる 6
する 15 高い 4 かわいい 6 名前 5
慣れる 15 値段 3 思う 5 福島 5
値段 12 他 3 ネーミング 5 地元 4
ない 12 ない 3 ない 5 値段 4
安い 12 こと 3 値段 4 産 4
馴染み 11 甘い 4 ふく 4
価格 10 の 4

トライグラム
度

数
トライグラム

度

数
トライグラム

度

数
トライグラム

度

数

食べる-慣れる-いる 8 食べる -こと -な
い

2 食べる -こと
-ない 5 食べる-こと-ない 6

食べる-こと-ある 5 食べる -とき -お
いしい

2 名前 -おいし
い-そう 2 こと-ない-品種 2

前 -食べる -おい
しい

2 食べる-みる-思う 2

聞く-こと-ない 2

注：選好の多い 4 品種について，頻出した形態素とトライグラムを示した。
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合のそれを上回る場合も見られ，Peter and Olson[4]による考慮集合形成プロセスに

示される，非知名でも考慮され最終的な選好に至る偶発的選好がイチゴの品種選択に

おいて確認された。このことは，新品種が店頭で未知であっても消費者の考慮集合に

入ることを裏付けるものである。さらに，考慮集合のサイズを規定する他の要因は，

提示された価格，年齢やイチゴ購買における探索的購買因子，反復的購買因子である。

恩蔵[8]は，バラエティ・シーキング型の購買行動をとる消費者にあっては想起集合

のサイズが大きくなるとしているが，本研究における考慮集合のサイズと探索的購買

因子の関係においても同様の結果と捉えられる。また，価格が安いことも考慮集合へ

の導入を促すため，価格設定を低くすることも手段の一つと考えられるが，本研究に

おいて考慮していない果実の大きさや鮮度といった価格差の根拠となるような果実品

質を高めるという手段も可能性があると考えられる。

偶発的選好の条件となる非知名かつ考慮集合を形成する要因について，考慮集合を

形成する要因と比較すると，福島県に居住している場合に正の影響があることが注目

される。本研究では品種の選択肢集合に福島県オリジナル品種である「ふくはる香」

「ふくあや香」が含まれているが，これらの品種名は育成地名を示唆しているため，

探索的な行動において地元育成品種であることから考慮されたとも考えられよう。非

知名かつ考慮集合の形成には探索的購買因子の影響が大きいこともその後押しとなっ

たと推察される。

購買意思決定プロセスから回答者を類型化した結果，知名集合と考慮集合の関係か

ら Brisoux と Laroche の概念図に示された絞込みを行う類型と Peter と Olson の考慮

集合形成プロセスの絞込みを行う類型があることが明らかとなった。後者の偶発的選

好を行い，かつ，多様な品種を選好する類型が確認されたため，その類型について特

徴を整理し，選好の過程を分析した。類型の特徴は，価格設定に依らず探索的購買因

子が大きく，価格設定が低い場合には地元志向因子が大きいというものである。偶発

的選好が多く行われているのは，比較品種の価格が標準品種と同じ価格に設定されて

いる場合においては，反復的購買因子が小さい場合，また，反復的購買因子が大きく，

かつ，探索的購買因子が大きい場合である。比較品種の価格が標準品種より高い場合

は，探索的購買因子が大きい場合において「あまおう」が選択され，探索的購買因子

が小さい場合に偶発的選好が行われている。探索的購買因子の大きい偶発的選好を多

く行う類型にあって，探索的購買因子が特に大きい場合において「あまおう」が選択

されているという結果については，この 7件の「あまおう」を選好している回答者の

すべてが偶発的選好ではない絞り込みによる選好を行っており，また，探索的購買因



- 171 - 
 

子が特に大きいこれらの回答者については反復的購買因子も大きく，探索の結果とし

て喫食経験に基づいて自らが納得のいく品種を見つけていることが示唆される。また，

最終的な選好の理由を自由記述によって分析すると，「とちおとめ」は「食べたこと

がある」「慣れる」「馴染み」といった記述が見られ，喫食経験が豊富であることを窺

わせるのに対して，他の品種では「食べたことがない」ということを理由として挙げ

られている。また，「とちおとめ」に対して比較品種の価格が高い水準および同水準

である場合のいずれも「とちおとめ」には「安い」という記述が見られるのが特徴で

ある。「あまおう」については，「おいしい」という形態素が最も多頻度であり，また，

食べた経験に基づくおいしさについて記述している。さらに，「高い」という形態素

が多く見られることから，高価格をシグナルとした期待があることが推察される。

「紅ほっぺ」は「名前」や「かわいい」という形態素も多く，ネーミングのよさが好

感をもたらしていると考えられる。標準品種より高い水準である場合に選好されてい

る「もういっこ」も「名前」や「かわいい」という形態素が見られる。標準品種と同

水準である場合に選好されている「ふくはる香」では「名前」に加えて「地元」「福

島」という回答者に伏せられていた育成地の記述も見られた。「ふくはる香」は「ふ

く」という育成地の福島県を示唆する言葉が含まれている品種名であるが，地元育成

品種であることによって形成された好感から消費者の選好がもたらされていることが

うかがえる。

地域性の強い品種として調査した「ふくはる香」であるが，類型(B)-1 において選

択した 20 件のうち，福島県に居住しているのは 12 件であり，うち 9 件が偶発的選

好である。また，首都圏に居住している 8 件は全て偶発的選好である。「ふくはる香」

は標準品種と同水準の価格設定で多く選好されているが，選好する消費者の特徴は反

復的な購買を行わず，探索的な購買を行うというものである。選好理由の「食べたこ

とがない」という記述はそれを裏付けるものである。習慣的な購買を行い，探索的な

購買を行わない場合において選好されている「とちおとめ」において，「食べ慣れて

いる」や「馴染み」という記述が見られることとは対照的といえるだろう。

また，「紅ほっぺ」「もういっこ」の選好理由において，「かわいい」という形態素

が多く見られる。「かわいい」イメージを形成することは，消費者の好感の形成につ

ながり，選好をもたらす可能性が考えられる。

本研究では，偶発的選好を行う傾向のある類型として類型(A)-3 と類型(B)-1 を対

象としてきたが，類型(B)-2 について述べる。類型(B)-2 は，比較品種と標準品種を

同じ価格設定としている価格設定(B)において，類型(B)-1と類似した選好が見られる。
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類型(B)-2 が意思決定プロセスについて類型(B)-1 と異なるのは，知名集合が考慮集

合を上回っている点であり，非知名かつ考慮集合の大きさは小さい。また，類型(B)-

2 は多様な品種を選好しているが，その多くを占めるのは「あまおう」の選好であり，

結果的に全類型のなかで「あまおう」を最も選好している割合の多い類型となってい

る。なお，この類型(B)-2 において「あまおう」を選好した 71 件のうち偶発的選好

は 6 件に留まり，他の品種においても偶発的選好の割合は類型(B)-1 に比較して少な

い。探索因子が大きいという点では類型(B)-1 と似た傾向であるが，より習慣的かつ

高価格を受容する購買行動を示しているといえよう。こういった消費者類型は，高級

品種として知名度を得ている品種であれば有力なターゲットとなり得るが，新たに育

成された品種の導入始期にあっては偶発的選好を行う類型(B)-1 が主なターゲットと

考えられる。

意思決定プロセスにおいてイチゴの品種の情報を用いて購買意思決定を行う消費者

の類型を特定し，選好の要因を分析した結果から，多様な品種を選好する消費者の類

型において，食べてみたいという興味の喚起と品種名による好意的イメージ，地元育

成品種としての地域的なつながり，適切な価格設定といった要素によって，知らない

品種でも購入を検討し，最終的な選好に至る偶発的選好が起きることが確認された。

このことによって新たに育成した品種の情報による差別化の可能性が示唆される。

以下，産地マーケティングへの含意を述べる。本研究では，具体的な購買状況につ

いては調査していないため，各類型の購買チャネルや頻度，価格について議論するこ

とはできない。しかし，一般的なスーパーの売場では品種名が POP に示されている

ことを考えると，イチゴの品種名による好感の喚起は無視できないため，育成した新

品種のネーミングは非常に重要であるといえよう。また，価格設定についても 1パッ

ク当たり 100 円という価格差が選択行動に大きく影響を与えており，量目を減らし

た 1段パックにすることで 1パックあたりの価格差を圧縮するような値ごろ感を演出

するためのパッケージも検討すべきである。さらに，新品種はロットが小さいために

量販店での展開が難しい場合があるが，「ふくはる香」の選好理由に地元に貢献した

いといった記述が見られるように，直売所や庭先での直販といった販売チャネルを活

用する場面も考えられる。品種の違いのアピールなど，探索的な選択行動を演出する

売場の工夫も必要であろう。

新品種を用いた産地振興は，品種の育成だけで完結するものではなく，産地のおか

れた多様な環境に応じた産地戦略への育成品種の位置付けを明確化する必要があり，

適切なターゲットを想定した販売戦略を構築することで偶発的選好を緒とした販売の
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拡大が期待される。

注

1）調査対象を特定の性，年齢，職業などで絞り込み，条件を満たす該当者に調査協

力を依頼する方法であり，インターネット調査において一般に多用される方法の

一つである（大隈[12]）。

2）N-gram とは，文字や形態素，品詞情報が N 個つながった組み合わせのことであ

り，N=3の場合をトライグラムと呼ぶ。 
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（６－補遺）自由記述の具体的内容

（類型(A)-3「もういっこ」）

選好理由 居住地 偶発的選好

知らないから 首都圏 ○

名前。もういっこ食べたくなるのか試したい。 首都圏 ○

食べたことがなくて，値段も許容範囲 首都圏 ○

聞いたことがない名前だったので。 首都圏 ○

食べたいから 福島県 ○

めずらしい名前だから 福島県 ○

なんとなく 首都圏 ○

聞いたことも食べたこともない，ネーミングが可愛い 福島県 ○

ネーミングが可愛い！ 福島県 ○

名前が可愛い 首都圏 ○

食べたことがないから 福島県 ○

名前にひかれて，もういっこ・・食べてみたいと思った。 福島県 ○

（類型(B)-1「ふくはる香」）

選好理由 居住地 偶発的選好

まだ食べた事が無いし，たぶん，福島で作られた品種だったと思うか

ら。

福島県 ×

まだ食べていない種類だから 首都圏 ○

食べたことがないので，食べてみたいと思った 福島県 ×

食べたことがないから。似たような名前のものがあったので作っている

人が自信があるのかなと思って。

首都圏 ○

値段が手ごろで，名前にひかれた 福島県 ○

まったく聞いたことがない品種で，値段もお手ごろなので。 首都圏 ○

試してみたい 首都圏 ○

名前のイメージで甘くておいしそうかなぁと思いました。あまり聞いた

ことのない品種だったので，一度食べてみたいと思いました。

福島県 ○

最初にネーミング。値段。 首都圏 ○

福島産だとイメージできるネーミングだったから。（もし福島産なら）い

いイメージだから。地元産のいちごを買って，地元に貢献したいから

（地元にお金をおとしたいから）

福島県 ○

良い香りがしそうだから。 福島県 ○

特別な感じがする 首都圏 ○

食べたことがないので，店頭で見つけたら食べてみたい。 福島県 ×

地元産だから 福島県 ○

食べたことがないし，値段も手ごろ。「ふく」というのは福島の「ふく」

だったらいいなと思うが福岡の意味なのか福井なのか，迷いましたが，

福島の「ふく」ならよりいっそう食べてみたい。

福島県 ○

食べたことがないので。 福島県 ○

こんなにたくさんの種類のいちごがあるとは知らなかった。ふくはる，

という名前がよいので，試してみたい。

福島県 ○

名前がカワイイから。 福島県 ○

食べたことがなく，ネーミングにひかれた 首都圏 ○

食べたことも見たこともないから 首都圏 ○
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終 章 後発産地における新品種育成によるブランド形成の方向性

第１節 各章の小括

本論文では，福島県育成イチゴ品種を対象として，消費者に対するリサーチを中心

としてそのニーズを明らかにするとともに，育成した品種を生産振興にどのように活

用するかという点を明らかにしようとした。

第 1章では，イチゴの流通と品種育成について概観し，農産物ブランド化の方向性

について，価値共創アプローチの有効性を示した。さらに，福島県オリジナル品種に

ついて，官能評価と経営評価の結果を示した。

第 2章では，消費者の産地や品種の情報に対するニーズを確認することを目的とし

て，①イチゴの購買についての概要の把握，②消費者が購入している産地と地元産農

産物の地理的な範囲の関係，③購入しているイチゴの価格の決定要因，④購入してい

るイチゴの産地の決定要因，⑤選択肢を価格，粒の大きさ，産地，食味，品種から構

成した選択実験，⑥購入時点において重視することと知りたいこと，という課題につ

いて，①記述統計，②クロス集計，③数量化 I 類，④多項ロジット分析，⑤条件付き

ロジット分析，⑥因子分析および構造方程式モデリングを用いて検討した。第 1の課

題については，購入場所はスーパーが多く，購入している産地は地元産とこだわらな

いという回答が同程度に多かった。購入頻度にはばらつきがあり，地元産の意識につ

いては，県域を地元と捉える回答が 4割程度あった。第 2の課題については，地元産

をより狭い範囲で捉える回答者は県内産のイチゴを購入しており，より広い範囲で捉

える回答者は産地にこだわらない傾向であった。第 3の課題については，購入価格に

影響を与えているのは，収入，家族人数，年齢，イチゴの購入頻度，購入する場所，

購入する産地であり，年齢が高い場合と，購入している産地に地元産や県外産と応答

している回答者の購入価格が高い結果であった。第 4の課題については，産地へのこ

だわりが価格差の許容に繋がり得ること，対面型の販売チャネルでは産地の情報が伝

達されていること，直売所が地元産の販売チャネルとして有効であることが示唆され

る結果であった。第 5の課題については，産地に関して，県外産より県内産，県内産

より地元産である場合，また，品種に関して，品種が表示される場合に消費者の効用

が高まることが明らかとなった。第 6の課題については，重視することのうち，産地

と品種については，香りとともに付加価値と解釈され，因子得点からリタイア世帯に

こうした項目が重視されていること，イチゴと関係の深い子供あり世帯には言語情報
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が重視されていることが明らかとなった。また，知りたいことについては，産地や品

種は消費者の意識において，安全とは区別される安心との因果関係があることが明ら

かとなった。

第 3章においては，新品種の市場への導入について，出回り始めた新品種の小売業

者による評価を産地戦略へフィードバックすることを目的として，①調査サンプルの

概要と品種の取り扱い状況，②評価項目による品種の特徴，③「ふくはる香」と「と

ちおとめ」に対する評価，④品種の好ましさ，⑤自由記述による要望，という課題に

ついて，①記述統計，②因子分析，③構造方程式モデリング，④クラスタ分析，⑤自

由記述の分類によって検討した。第 1の課題については，回答者の半数近くが食品ス

ーパーであり，取り扱う品種の数は 3品種以上が最も多く，具体的な品種については

「とちおとめ」がほとんど全ての小売店で取り扱われていた。福島県オリジナル品種

については，取り扱いは「ふくはる香」29%，「ふくあや香」17%と比較的低い水準

であり，知名度については，どちらも知っていたという回答が 26%あった一方，ど

ちらも知らなかったという回答も 24%あった。第 2 の課題については，因子分析に

よるイメージと市場性の因子得点の組み合わせにおいて，「ふくはる香」と「あまお

う」は同じように位置づけられていた。「ふくはる香」は，市場性の評価が低いのに

対してアイテム性やイメージの評価が高く，「とちおとめ」に対しての差別化が期待

される。第 3 の課題については，「ふくはる香」は，市場流通への適性が低いものの

良食味が小売業者には高く評価された。一方，「とちおとめ」はいずれの評価項目の

係数も「ふくはる香」と比較して高い傾向があり，品種の総合的な評価としては，

「ふくはる香」の評価を「とちおとめ」が上回った。第 4の課題については，好まし

さの順位付けを分類した結果，いずれのクラスタにおいても「とちおとめ」が 1位で

あり，最も多くの回答者が分類されるクラスタ 1では，「県オリジナル品種」が 2位，

「あまおう」が 3位という順位であった。第 5の課題については，自由記述を分類し

た結果，数量に関する記述が最も多かった。また，宣伝に関する記述も多いことから，

こうした要因が振興施策に不足していることが示唆される。

第 4章では，既存品種のネーミングを解析し，育成地による品種の活用方策との関

連性を考察することを目的として，①品種のネーミング，②品種の活用方策の類型化，

③品種の活用方策とネーミング，という課題について，①公表資料およびヒアリング

による整理と言語学的な検討，グループインタビューと質問紙による消費者調査，②

産地の分類と対応する品種名の整理，③ネーミングの分析結果と類型化した品種の活

用方策の統合という方法で検討した。第 1の課題については，育成地名について示唆
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する品種名と示唆しない品種名，他の品種とは異なった視点でのネーミングを行って

いる産地もあった。また，消費者調査の結果から，好ましいイメージを示唆するネー

ミングや音象徴が効果的に使われていた。イチゴらしくないネーミングも肯定的に評

価されており，育成地名の示唆は消費者に伝達はされるものの品種名の評価には貢献

していないことが明らかになった。第 2の課題については，産地の規模と県外許諾の

有無によって育成地は類型化することが可能であり，大規模産地では，有名産地とし

ての育成地名の示唆や力強いネーミング，中規模以下の産地では県外許諾をしている

産地で育成地名を示唆しないネーミングが行われていた。第 3の課題については，大

規模産地における力強いネーミングには音象徴による力強さが貢献しており，中規模

以下の産地が囲い込み型の戦略を採る場合には，育成地名の示唆が整合的であるもの

の，県外許諾への戦略の転換には不都合と考えられる。

第 5章では，地元育成品種であることによるブランド化の可能性について，消費者

行動を明らかにすることよって，ブランド化のプロセスに関する知見を得ることを目

的とし，①新品種の知名および喫食経験，②消費者行動モデルによる態度形成要因の

探索と態度が購入意向に与える影響の解析，③態度形成要因が態度や購入意向に与え

る影響の定量化，という課題について，①記述統計，②構造方程式モデリングによる

パス解析，③効果量の計測，という方法により検討した。第 1の課題については，既

存の品種が知名と喫食ともに高い値であったのに対して，新品種はいずれも低い水準

にとどまった。第 2の課題については，購買行動の代替としての購入意向は品種に対

する好意的な態度の形成によってもたらされていた。また，好意的な態度を形成する

要因には地元志向と探索的購買という因子が想定できるが，地元志向は地元育成品種

であるという品種を介して好意的な態度形成に寄与していた。第 3の課題については，

態度形成要因のうち地元志向と探索的購買については，いずれも好意的な態度形成に

寄与するものの，効果量については地元志向を探索的購買が上回った。

第 6章では，品種の情報が購買意思決定プロセスにおいてどのように処理されるの

かについて，模擬的な選択によって提示された選択肢から最終的な選好に至るまでの

絞込みの過程において新たに育成された品種が選好に至る要因を明らかにすることを

目的とし，①消費者意識のモデル化，②購買意思決定プロセスにおける知名，考慮，

選好，③知名集合と考慮集合のサイズと決定因，④購買意思決定プロセスから消費者

を類型化し，新品種を選好する類型を探索，⑤新品種を選好する理由，という課題に

ついて，①構造方程式モデリング，②記述統計，③回帰モデル，④クラスタ分析と分

散分析，⑤決定木分析とテキストマイニングを用いて検討した。第 1の課題について
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は，第 5章において用いた地元志向，探索的購買，低価格志向に反復的購買を加えた

4 因子のモデルを構築した。第 2 の課題については，知名度の高い「とちおとめ」が

選好まで高い割合で選択されているが，新品種も低い水準ながら選好されていた。第

3 の課題については，サンプル全体では知名集合より考慮集合の方が多く，知名の無

い品種でも購入を検討する傾向があること，そうした非知名かつ考慮集合の決定要因

として，知名集合，探索的購買因子，反復的購買因子，居住地が福島県であること，

提示された価格設定が低いこと，年齢，子供人数が有意に影響していた。第 4の課題

については，購買意思決定プロセスから価格設定ごとに 4つずつのクラスタとして解

釈することとし，それぞれ 1つづつ考慮集合が知名集合を上回る類型があった。そう

した類型では知名がなくても最終的な選好に至る偶発的選好が発生していた。第 5の

課題については，選択行動には標準的な品種と比較品種に価格差がある場合には探索

的購買因子が，価格差の無い場合には反復的購買因子と探索的購買因子が影響してい

た。また，自由記述を形態素解析した結果，偶発的選好が多く起きる品種においては，

選好の理由として，食べたことがないという記述や，個別の形態素では，かわいい，

ネーミング，地元といったものが見られた。

第２節 総括

イチゴ市場は，とりわけ東日本において，「とちおとめ」が標準的な品種として消

費者の高い知名度を得ており，それに対して「あまおう」がプレミアムとしてのポジ

ションを獲得している。また，卸売価額からは拡大のピークを越えた成熟市場と評価

することができる。そのイチゴ市場において，各地で都道府県を主体として新品種が

育成され，育成品種のブランド化によって産地は競争を優位に進めようとしているが，

この動きは市場の成熟化への対応として捉えることができる。

品種について，既存の「とちおとめ」はナショナル・ブランドと位置付けることが

できるため，育成した新品種をブランド化しようとする場合，「とちおとめ」との差

別化が求められる。ブランド化とは，育成主体である都道府県による認証やシンボル

マークを設定するのみでは成立せず，消費者にとってそれがブランドとして認識され

る必要がある。ブランドについては，2000 年以降，関係性や価値の研究が進んでお

り，消費者との関係性のなかでブランド価値を評価する「価値共創」という概念が注

目されている。産地が育成した品種についても，果実の物質的な価値としての果実品

質に加えて，感覚価値や概念価値といった関係性に基づくブランド価値を積極的に高
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めることで，既存の品種に対する差別化が期待できる。そうした感覚価値や概念価値

を消費者に対してはたらきかけるマーケティング活動が産地には求められているとい

えよう。

本項において研究を総括するにあたり，福島県の育成品種を中心とした既存の品種

に対する評価の分析を通じて，今後育成される品種の産地戦略における活用方策に対

する知見を整理するという形で記述する。

消費者と小売業者を対象として調査を行ってきた結果，産地や品種の情報に対して

は，潜在的なニーズが確認された。特に，産地について，他の有名産地よりは地元産

を求める消費者ニーズの存在は地元産農産物としての差別化の可能性を示唆している。

地元産農産物であることは，ブランド価値構造において基本価値である果実品質とし

ての鮮度に加えて，住んでいる土地に対する愛着や援農意識のような概念価値の獲得

も期待できよう。地元産農産物であることと品種の関係について，既存の「とちおと

め」をナショナル・ブランドとして位置づけ，それに対する差別化を検討するため，

既存のプレミアム品種である「あまおう」と福島県の育成した「ふくはる香」を福島

県において比較したところ，「ふくはる香」を地元育成品種と認識することでコミッ

トメントとしての地元志向が好意的な態度を形成させ，購入意向につながることが明

らかとなった。このことは，「ふくはる香」の地元で作られた品種としてのストーリ

ー性が消費者によって評価されたことを意味し，この品種における地元育成品種とし

てのブランド化が可能であることを示している。「ふくはる香」はその品種名に「ふ

く」という育成地の福島県を連想される語を含んでおり，ネーミングの意図も福島県

の育成した品種であることを訴求することとしている。品種名によって喚起されるイ

チゴらしいイメージや地元産であることによって，ブランド価値を構成する感覚価値

や概念価値がもたらされることが結果から示されていると考えられる。

福島県では県オリジナル品種の県外許諾を行わずに福島県内での囲い込みによる生

産を行っている。しかし，この「ふくはる香」を県外許諾せず，囲い込むという産地

戦略には，育成品種の生産拡大という意味においては限界がある。育成産地の規模が

大きい「とちおとめ」「あまおう」といった品種とは異なり，福島県はイチゴ産地と

しては中位の規模であり，市場における影響力は小さい。従って，福島県オリジナル

品種を福島県内で生産しても，他県の市場では扱われにくいのがその理由である。

「ふくはる香」が果実品質において他の品種に対して著しく優れているのであれば，

希少性をブランド化の源泉とすることも可能であるが，福島県内で実施した小売業者

に対する調査からは，標準的な品種である「とちおとめ」と比較して，実際に流通し
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ている品種のコマーシャル品質については，福島県オリジナル品種の果実品質におい

て著しく優れた点はないという評価が得られている。したがって，地元育成品種であ

るというストーリー性を訴求するという点のみでは品種の生産拡大にはつながりにく

いことが示唆される。現実に，「ふくはる香」は「とちおとめ」に置き換えるという

産地戦略ではなく，地元育成品種としての品揃え品種としての位置づけで扱われてお

り，作付面積も福島県全体の 1割にも満たないという実態も，市場における標準的な

品種を生産する方が効率的であることを示すものであろう。

育成品種の栽培を県外に許諾する場合，作付面積の拡大が期待できる。「ふくはる

香」における良好な果型と電照が不要であるという栽培上の特性は，福島県外の産地

においても他品種に対して優位性をもつため，「ふくはる香」が他県で栽培される可

能性は大きいと考えられる。品種と価格の情報のみによる消費者の選択行動を，首都

圏と育成地である福島県で調査したところ，「ふくはる香」は品種名を知らなかった

場合においても最終的な選好に繋がっている結果が得られており，消費段階において

品種が受け入れられる可能性を示唆していると考えられる。この選好の理由として，

品種のネーミングがある。イチゴは，品種名を表示して販売されるため，消費者にと

って初めて見る品種の場合，品種名によって消費者にもたらされるイメージは非常に

重要な要素である。品種名の要素としては育成地名やその他の様々なイメージを伝達

する示唆的イメージと語感がある。「ふくはる香」は，幸福や春，香りといった良好

なイメージを示唆する品種名であることが，消費者の選択に繋がっていると考えられ

よう。しかし，「ふくはる香」において育成地が福島県であることが示唆されている

ことは，栽培の許諾を受ける他県にとっては，他県の県名を示唆している品種を栽培

することとなるため，積極的な生産拡大にはつながらない可能性もある。他県の育成

品種で県外許諾をしている品種には「さがほのか」と「紅ほっぺ」がある。「さがほ

のか」については，始めは佐賀県内に限定した生産を行っていたが，作付面積を拡大

することを意図した県外許諾を行い，佐賀県内外での作付面積が同程度に拡大してい

る。また，「紅ほっぺ」は，始めから京浜での販売を意図して，ネーミングもその目

的に整合する形で特定の地域名を含まないものとなっており，育成地である静岡県以

外でも作付けが拡大している。いずれの品種も県外許諾によって作付面積の拡大に成

功しているが，品種名における育成地名の示唆については，「さがほのか」は当初，

県外許諾をしない囲い込み型の産地戦略を採用していたことも踏まえると，許諾によ

って作付けは拡大しているが，佐賀県を示唆する品種名でなければ，より多くの他県

における作付面積を獲得できた可能性もある。また，本研究における調査結果からは，
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育成地名の示唆は，消費者に伝わってはいるものの，品種名全体の評価を向上させる

ことに必ずしも貢献しないことが明らかにされている。さらに，「紅ほっぺ」につい

ては，ほっぺたのイメージやかわいい，といった，感覚的に豊かなイメージを有する

ことが品種名全体の高評価に繋がっているため，品種名がもたらす感覚価値として，

ブランド化に貢献するものと考えられる。イチゴについては，果実品質による差異は

品種間でそれほど大きくないため，糖度に代表される果実品質を訴求することは差別

化につながりにくく，より強固な繋がりを築くことのできるこうした感覚価値を高め

る工夫は有効であると推察される。

このように，各都道府県で品種の育成が活発に行われているが，育成される品種は，

産地をより活発化させる資源であり，戦略的に活用することによって，品種が有する

機能を最大限に発揮させることができるだろう。そのためには，品種の育成や登録を

到達点とせず，産地の戦略シナリオと整合した品種の県外許諾や作付計画の面での活

用が求められる。とくに，出荷市場における市場の占有率といった指標から，自らの

産地規模に応じて，他県への栽培許諾も考慮に入れて育成品種を産地戦略に位置づけ

ることが必要である。また，そうした他県への作付け拡大も意図するならば，他県で

受け入れやすいネーミングも行うべきである。なかでも，福島県のように産地規模が

大きくない産地が，育成品種の生産拡大を目指すにあたっては，育成地名を考慮しな

いネーミングと県外許諾を併せて行っていく方策が有効であると考えられる。そうし

た場合には，イチゴにおいては果実品質での差別化が難しく，標準品種のシェアの大

きい成熟市場であるため，消費者の感覚に訴えるネーミングのような価値共創的なア

プローチ方法が有効と考えられる。また，販売チャネルについては，対面販売による

売り手の説明や客の評判のような言語的なコミュニケーションを重視している若年層

へのアピールの可能な直売所への出荷や庭先販売，摘み取り園といった市場外流通も，

今後，積極的に対応していく必要がある。

成熟化したイチゴ市場において激化する産地間競争を優位に進めるためには，出荷

先の市場シェア分析や果実品質のテストによるリサーチに基づく産地の自己分析と，

価値共創的なアプローチに基づく戦略的な育成品種の活用を図っていくことが求めら

れている。



- 183 - 
 

論文一覧

（第１章）書き下ろし

（第２章）半杭真一「農産物に対する消費者のニーズと購買行動 : 福島県郡山市にお

けるイチゴの事例」『日本農業経済学会論文集 2007』, pp.231-238, 2007年.

（第２章）半杭真一「イチゴの購買行動における「産地」「品種」情報訴求の可能性」

『日本農業経済学会論文集 2008』, pp.245-251, 2008年.

（第３章）半杭真一「イチゴの福島県オリジナル品種における展開方向 : 後発産地と

しての生産・販売戦略の検討」『農業経営研究』第 47巻第 2号, pp.140-145, 

2009年.

（第４章）半杭真一「イチゴにおける品種のネーミングと品種活用方策に関する研究」

『農業経営研究』第 50巻第 3号, pp.1-16, 2012年.

（第５章）半杭真一「地元育成品種による農産物ブランド化の可能性 : 福島県育成イ

チゴ品種を対象として」『農村経済研究』第 30巻第 2号, pp.1-9, 2012年.

（第６章）半杭真一「イチゴの品種を対象とした購買意思決定プロセスの研究：考慮

集合の形成と偶発的選好を中心に」『フードシステム研究』第 18巻第 3号,

pp.135-148, 2011年.



- 184 - 
 

Thesis abstract 

 

Quantitative Evaluation of Branding of New Strawberry Varieties 

by Later-Launched Producing Regions 

 

Shin-ichi HANGUI 

1. Background of the study 

 The branding of local products has expanded since the implementation of the Local 

Group Trade Mark System. Currently, branding is done on a project basis in every pre-

fecture. Meanwhile, in terms of agricultural products, every region is actively breed-

ing new varieties that are differentiated from existing varieties. 

 Strawberries are highly demanded by consumers during the wintertime and are the 

main items featured in the fruit sections of retail stores. Strawberries have been grown 

in many regions nationwide, and competition among strawberry growers has been very 

strong. Recently, however, the market size for strawberries has hit the ceiling and has 

started to contract, which is changing the competition from one based on quantity to 

one based on quality. In response to the maturing market, each region has been breed-

ing new varieties of strawberries on a prefectural basis, and we have started to see 

growers compete with these varieties. Therefore, strawberries are a suitable subject for 

discussing how newly bred varieties can contribute to the branding of regional prod-

ucts. 

 

2. Objective and agendas of the study 

1) Objective 

 This study elucidates the possible branding strategies for new varieties of strawber-

ries bred by prefectures analyzing consumer behaviors. 

 Prefectures serve as agents of their products’ branding and usually perform branding 

with product approvals and related processes. Product branding by prefectures are 

“black boxes” from a marketing perspective, such as from the perspective of the stra-

tegic utilization of the bred varieties, and of the analyses of consumers’ needs. 
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Especially, consumers’ perceptions of the varieties of strawberries at the consump-

tion stage is not yet understood, and thus, it is necessary to analyze the consumers’ 

purchase decision process—when they choose which strawberries to purchase and how 

they regard and process information on variety. Furthermore, as the strawberry market 

has matured, the producing regions need different approaches from those for widely 

marketed varieties. The current strawberry market is dominated by the Tochiotome va-

riety, which was originally bred by the Tochigi prefecture and is grown in several re-

gions, and the Amaou variety, which was originally bred by the Fukuoka prefecture 

and is still grown exclusively within the prefecture.  The small- and mid-sized produc-

ing regions, which are later-launched producing regions compared with the dominant 

producing regions, need to develop their own production strategies. 

 As we mentioned, analyzing the branding mechanism for new varieties and identify-

ing the types of regional production strategies can contribute to the development of 

strategies for new varieties of later-launched producing regions. 

2) Agendas 

 The agendas of this study are as follows: 

 First, this study clarifies the role of product-variety information in consumer beha-

viors, and more specifically, purchase behaviors. As newly bred varieties are expected 

to be less known, it is important to analyze how consumers process variety informa-

tion and use it in the process of selecting a product. 

 Second, this study aims to clarify the placement of targeted consumption areas in the 

scope of a region’s production strategy. There are two options for regional production 

strategies in relation to the market: one is to target the local market with the discrimi-

nated locality of the variety, and the other is to target both remote and broad markets 

to expand market share. Moreover, there are options in relation to placement in the 

production phase such as replacing the existing variety with a new one and adding a 

new variety to the existing one to increase the number of available varieties. Further-

more, there are options in relation to intellectual property: limiting growing areas to 

within the prefecture and permitting growing areas outside the prefecture to expand 

market share. We categorize these production region strategies into patterns based on 

different factors and evaluate the suitable varieties for each of the strategies. 
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Third, this study clarifies the association between producing regions and names of 

varieties. The name of a variety can be a factor for consumers’ purchase decisions. 

Naming a variety is a matter of sensibility, and there are few academic studies that 

elucidate effective naming methods. Thus, reviewing the findings of our research, we 

determine breeders’ naming intentions, how names sound, and the images those inten-

tions and sounds convey to consumers, or whether names convey the intentions of the 

owners of the rights of the varieties to consumers. We also analyze how names affect 

consumers’ purchase decision process. In addition, as naming is integral to regional 

production strategies, we consider suitable names for new strawberry varieties from 

the perspective of regional production strategies. 

 The title of each chapter is as follows: 

 Introduction; Background of the Study; Issues and Agenda 

 Chapter 1   Roles of Branding and Varieties of Strawberries 

 Chapter 2   Efficacies of Information on Producing Regions and Product Varieties on 

Consumers’ Selections 

 Chapter 3   Retailers’ Needs for Prefecture-Bred Varieties 

 Chapter 4   Names of Strawberry Varieties and Their Utilization 

 Chapter 5   Evaluation of Prefecture-Bred Varieties for Branding Strategy 

 Chapter 6   Consumers’ Purchase Decision Process for New Varieties 

 Chapter 7   Conclusion 

 The contents of the chapters are as follows: Chapter 2 analyzes consumers’ needs for 

information on producing regions and product varieties in their purchase decisions. 

Chapter 3 provides an evaluation of retailers and proposes scenarios to find sub-

categories as production-region strategy. Chapter 4 categorizes regional production 

strategies into patterns and analyzes the relation between consumers’ evaluation of 

product names and regional production strategies. With regards to the sub-categories 

based on the scenarios we proposed, we metrically analyze consumer behaviors to eva-

luate the possible branding strategies in chapters 5 and 6. As information on varieties 

is thought to be a key factor in selecting products for purchase, we discuss the relation 

between names of varieties and consumers’ purchase decision process.  

 

3. Primary results of the study 
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1) Efficacies of producing region and product variety information on consumers’ 

selections 

 This subsection clarifies consumers’ needs for information on producing regions and 

product varieties in their purchase decisions.  

 The results of the mailed-in survey of consumers in Koriyama in the Fukushima pre-

fecture indicated consumers’ preferences for producing regions for strawberries: 35% 

preferred locally produced strawberries, 32% preferred strawberries produced any-

where, and 10% preferred strawberries produced in other regions. When we cross-

tabulated the consumers’ producing regions and their concepts of “local,” we found 

that the closer the producing regions are to the consumers, the more they prefer locally 

produced strawberries. The consumers’ preferred price ranges vary according to the 

places of purchases, growing areas, and individual preferences, but the variation is 

relatively small. 

 We conducted a selection experiment to quantify the influences of information on 

producing regions and product varieties. In developing the product profile, we use the 

general produce attributes such as price, taste, and size, as well as three categories of 

producing regions: local, in-prefecture, and out-of-prefecture, and two categories of 

product variety information: with information and without information. The result of 

our pre-research suggested that consumers have limited knowledge of strawberry va-

rieties. From the presumption of the results of the conditional logit analysis, it is re-

vealed that the closer the producing regions are to the consumers, and when there is 

product variety information, the more influential it becomes for the consumers. 

 The factor analysis on what consumers value the most in their purchases showed that 

consumers consider producing regions and product varieties as additional values. 

Among different household types, the factor score is higher in the households of re-

tired elders without children, while the factor score of spoken information such as 

word of mouth and sellers’ explanation is higher in households with children. 

2) Retailers’ needs for prefecture-bred varieties 

 Launching a new product variety in the market can involve breeding a new product. 

In general, for newly bred products, the marketing mix is adjusted based on the results 

of marketing tests, and for new varieties, the regional production strategy needs the 
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feedback from market evaluations. Retailers can evaluate the commercial quality of 

new varieties in the actual market instead of through an experiment. 

 The mailed-in survey of retailers in the Fukushima prefecture indicated that about the 

prefecture’s two original varieties, “knew both varieties” was 26%, “knew neither of 

them” was 24%. With regard to the varieties’ characteristics, while the Fukuharuka 

variety’s palatability is well appreciated, the stability of its shipping quantity is eva-

luated low. We also modeled the overall evaluation of each variety in terms of its cha-

racteristics and found that the evaluation score of the Fukuharuka variety is lower than 

that of the Tochiotome variety. 

 Based on the retailers’ commercial evaluations, scenarios are suggested to find sub-

categories are suggested as to place the new varieties that later-launched production 

regions introduce to the market.  

3) Names of strawberry varieties and their utilization 

 With regard to strawberries whose variety names are indicated, the names can be a 

key factor in consumers’ selections. This section describes our preliminary analysis of 

eight names and our consumer survey to obtain consumers’ evaluations. The varieties 

included in our analysis and survey were Tochiotome, Amaou, Sachinoka, Benihoppe, 

Fukuharuka, Sagahonoka, Fukuayaka, and Mouikko. 

 Names contain elements such as the ideas of the breeders, images implied by the 

names, and how the names sound. We preliminarily sorted the characteristics of the 

variety names by the indicative images of the letters used in each name, by how the 

names sound, and by the name’s sound symbolisms based on the concept that the 

sound itself has meaning.  

 The interviews of housewives and students in the Fukushima prefecture suggested 

that the variety names convey both the indicative images and sound symbolisms. In 

addition, the results of our questionnaire survey revealed the effects of the constitu-

ents of variety names. “Amaou” is positively evaluated by survey respondents because 

of its powerful sound, while “Mouikko” is highly evaluated because of its uniqueness 

and playfulness. Meanwhile, “Fukuharuka” clearly conveys where the strawberries are 

produced but does not contribute to the name’s total score. “Sachinoka” has a sweet 

sound, which contributes to the name’s total score, demonstrating the effectiveness of 

its sound symbolism. 
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To analyze the relation between the producing regions and the product names, we ca-

tegorize the producing regions into patterns according to the presence or absence of 

licensing to other prefectures and sorted the characteristics of the variety names. When 

the regions have sufficiently large production capacities and consequently, market 

power, they tend to indicate the producing regions in their product variety names or to 

choose variety names with powerful sounds. Meanwhile, when the producing regions 

are small- or mid-sized, they tend not to license to other prefectures and not to indi-

cate the producing regions in their product variety names. 

4) Evaluations of prefecture-bred varieties for branding strategy 

 Two options for branding directionalities can be considered: target remote markets or 

target local markets. This subsection describes the branding possibilities in local mar-

kets. The strawberry market has matured, prompting growers to compete in terms of 

quality. However, the quality differences between the strawberries produced by vari-

ous growers are insignificant. Thus, emphasizing that the strawberries are bred locally 

is thought to be an effective marketing strategy as it appeals the conceptual value in 

the brand value structure. 

Furthermore, studies on branding have been done mainly on successful cases, and few 

metric studies discuss the mechanism of branding, in particular, the branding process 

from the perspective of consumer behavior. We help fill this gap in the literature 

through the present study. 

 The Fukushima prefecture is a later-launched producing region in terms of strawberry 

production, and it is trying to brand its newly bred varieties to promote its production. 

We conducted an Internet survey of adult women in the prefecture regarding the varie-

ties bred by the prefecture. To search for the factors that form favorable attitudes 

among consumers, we used a model that considers purchase intention as a variable that 

represents purchase behavior. The model also regards that the factors in the formation 

of attitudes do not vary from variety to variety, but the attitudes themselves and pur-

chase intentions do. We chose the Fukuharuka and Amaou varieties for the analysis 

because both varieties are differentiated from the most common variety, Tochiotome, 

and because the breeders—the Fukushima and Fukuoka Prefectures—do not license to 

other prefectures and thus, produce these varieties exclusively, and the relation be-

tween the producing region and product variety is one-to-one. The results of the sur-
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vey indicated that the formation of favorable attitudes among consumers lead to pur-

chase intentions and that low price seeking does not contribute to attitude formation. A 

locally oriented mindset positively influences attitudes only for the Fukuharuka varie-

ty, while the searching purchase influences attitudes for both varieties. 

 In terms of the effect of the attitude formation factors on attitudes and purchase in-

tentions, the factor scores for locally oriented purchases and searching purchases are 

about the same level, but the effect on the attitudes and purchase intentions is higher 

for searching purchases. 

5) Consumers’ purchase decision process for newly bred varieties 

 Varieties are expected to influence consumers’ selections, but it is not known whether 

newly bred varieties, which have little awareness among consumers, can be favored in 

consumers’ selection. This section describes our analysis of consumers’ purchase deci-

sion process for unknown strawberry varieties. 

 The consumers’ consideration set is the group of varieties they select before their 

final purchase decisions. The set includes varieties that are known and unknown to the 

consumers. We analyzed the relation between the known and unknown varieties and 

the consideration set formation. Preceding studies generally indicated that the consid-

eration set is formed with known varieties, from which consumers select the products 

they want to purchase. This refining of the selection of products for purchase, however, 

does not explain why some consumers select newly bred, little-known varieties. We 

therefore evaluated such accidental selections of unknown varieties and analyzed the 

mechanism of such selections. 

 We analyzed the purchase decision process using the following method: In particular, 

we analyzed pricing, which is an important factor in addition to variety information, 

comparing the standard variety Tochiotome, priced at 398 yen/pack, with dataset A, 

priced 100 yen higher/pack, and dataset B, priced the same as the Tochiotome variety. 

The Amaou variety, which has established a premium status, is priced at 780 yen/pack. 

In the survey, we presented to respondents only the varieties’ names and prices and not 

potentially distracting factors such as their appearances, tastes, or producing regions. 

 The results of the Internet survey of adult women in the Fukushima prefecture and 

Tokyo.  
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Metropolitan area indicated that more than a half recognize the Tochiotome, Amaou, 

and Benihoppe varieties and are unaware of the regional differences between the Beni-

hoppe, Fukuharuka, Sagahonoka, and Fukuayaka varieties. When the prices of compar-

ing varieties are the same as the standard variety, the candidates will increase, the res-

pondents tend to select the Benihoppe and Fukuharuka varieties more. When we cate-

gorized the respondents’ selections into patterns by their purchase decision process, 

we found that their consideration set exceeds their awareness set, indicating that they 

make some random selections. 

 In the final selection process, the varieties that see more rates of random selections 

are the Fukuharuka and Mouikko varieties, and many respondents who select these va-

rieties say they do so because they have never eaten the varieties before. 

 

4. Possibility of branding by utilizing the varieties bred by later-launched produc-

tion regions 

1) Role of variety information in consumer behaviors  

 Our research indicated that consumers are influenced more when variety information 

is presented. Consumers’ selections are thought to be made by commitment and variety 

seeking, and thus, consumers could select a newly bred, little-known variety as a final 

choice by random selection. It was revealed that both commitment and variety seeking 

could trigger such process. 

2) Placement of target markets in regional production strategies 

 Our surveys indicated that locally oriented consumers form favorable attitudes to-

ward locally bred varieties, which lead such consumers to purchase such varieties. 

This indicates that the differentiation of locally bred varieties by some regions is ef-

fective. 

 We also asked retailers to evaluate the qualities of the fruits in their own markets. 

The retailers evaluated the qualities of the new varieties lower than that of the stan-

dard variety, suggesting that placing the new varieties on the shelf to increase the 

range of varieties available instead of replacing the standard variety is more effective, 

something to which both retailers and wholesalers agree. This process of obtaining 

feedback from marketing tests to adjust a producing region’s marketing mix is com-
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monly done in product breeding but is thought to be effective for the launch of new 

varieties as well. 

 In terms of licensing to other prefectures, there are some successful cases of brand-

ing for varieties bred by dominant production regions, which have more influence in 

the market, have established their status as top-producing regions, and have main-

tained exclusivities by limiting the growing areas and controlling production within 

the regions. On the other hand, some small- and mid-sized producing regions license 

to other prefectures as a strategy to increase their market shares. Such producing re-

gions have to compete with large producing regions, and thus, enclosure strategies 

without licensing to other prefectures may not necessarily work. 

3) Naming of varieties 

 Upon looking into the names of the varieties of strawberries, we found that some 

names are intended to convey palatability or favorable images to consumers, some are 

intended to indicate the producing regions, and, in contrast, some are not intended to 

identify the producing regions to increase market shares. Finally, some names are in-

tended to create images of sweetness, strength, and cheerfulness by how they sound. 

The results of our surveys indicated that besides the growers’ intentions, the naming, 

hints images, and sounds were also conveyed to consumers. 

 Our analysis of consumers’ purchase decision process also supported the importance 

of names in purchase behaviors, as some consumers indicated that the names of varie-

ties are one of the reasons for their selections. 

 The naming of varieties and the regional production strategies are closely associated 

with licensing to other prefectures. Some of the licensed varieties have names that do 

not indicate the producing regions to encourage other prefectures to grow the varieties. 

In contrast, varieties that have names indicative of their original producing regions 

may not encourage other prefectures to grow them. Small- or mid-sized producing re-

gions do not adopt a locally oriented approach that limits growing areas, an approach 

adopted by large producing regions, and instead license to other prefectures to in-

crease their market shares. For these regions, variety names indicative of the original 

producing regions could be an obstacle. Thus, such regions, which aim to license to 

other prefectures to increase growing areas should use variety names that do not indi-

cate the original producing regions. 
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4) Conclusion 

 Consumers select by varieties, and some tend to select locally produced varieties. 

The commercial qualities of varieties bred by later-launched producing regions are 

perceived to be lower than those of varieties of dominant producing regions, the pro-

duction region strategies to find sub-categories for the existing varieties can be sug-

gested. For later-launched production regions, which have relatively smaller growing 

areas, it is effective to license to other prefecture to increase market share, but the 

names of the varieties should not be indicative of the original producing regions. The 

formation of favorable attitudes toward varieties enhances the consumers’ purchase 

intentions, and such attitude formation is influenced by consumers’ locally oriented 

mindset and variety seeking. As variety seeking is a more influential factor than local 

orientation, it should be included in marketing promotion.  
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